
   

東京電力ホールディングス株式会社福島第二原子力発電所第１号機の 

工事計画届出（エリアモニタリング設備の改造に係る工事）についての 

確認結果 

 

（届出概要） 

 

１．届出者及び届出年月日等 

   届出者：東京電力ホールディングス株式会社 代表執行役社長  

廣瀬 直己 

   届出年月日等： 

（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に基づく届

出） 

平成２９年１月２４日（原管発官２８第２９０号） 

     （電気事業法に基づく届出） 

       平成２９年１月２４日（原管発官２８第２９１号） 

   補正年月日等： 

（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に基づく届

出） 

平成２９年２月１７日（原管発官２８第３０５号） 

（電気事業法に基づく届出） 

       平成２９年２月１７日（原管発官２８第３０６号） 

 

２．発電所の名称及び位置 

名称：福島第二原子力発電所 

位置：福島県双葉郡楢葉町及び富岡町 

 

３．発電所の出力及び周波数 

出力：   ４，４００，０００ｋＷ 

第１号機：１，１００，０００ｋＷ（今回届出分） 

第２号機：１，１００，０００ｋＷ 

第３号機：１，１００，０００ｋＷ 

第４号機：１，１００，０００ｋＷ 

周波数：５０Ｈｚ  

 

４．届出範囲 

６．放射線管理施設 

６．１ 放射線管理用計測装置 

（２）エリアモニタリング設備 

６．４ 放射線管理施設の基本設計方針、適用基準及び適用規格 

６．５ 設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する次の事項 

（１）品質保証の実施に係る組織 

（２）保安活動の計画 



   

（３）保安活動の実施 

（４）保安活動の評価 

（５）保安活動の改善 

 

５．工事の種類・内容 

種類：発電用原子炉の基数の増加の工事以外の変更の工事（放射線管理設

備） 

内容：エリアモニタリング設備の改造 

 

６．届出理由 

放射線管理設備のエリアモニタリング設備のうち、サイトバンカ建屋放射線

モニタは、設置から２５年以上経過していることから、保守性の向上を図るた

め設備の更新を行う。 

また、使用済燃料輸送容器保管建屋放射線モニタは、ＧＭ管検出器故障対応

により、設備の更新を行う。 

なお、設備の更新にあたっては、ＧＭ管検出器から半導体式検出器に変更し、

エリアモニタリング設備の保守性の向上を図る。 

 

 

（確認概要） 

 

１．確認内容 

今回の届出に係る工事計画認可届出書本文、放射線管理用計測装置の構成に

関する説明書、放射線管理用計測装置の系統図及び検出器の取付箇所を明示し

た図面並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書、耐震性に関する説明

書、構造図、設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書、発電用原

子炉の設置の許可との整合性に関する説明書等に加え、参考資料のとおり東京

電力から追加で提出のあった内容も併せて確認した。 

確認した結果、以下のとおり原子炉等規制法第４３条の３の９第３項第１号

に規定する発電用原子炉の設置の許可との整合性、同項第２号に規定する「実

用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成２５年原子力

規制委員会規則第６号）」（以下「技術基準規則」という。）に適合するものであ

ること、同項第３号に規定する「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者

の設計及び工事に係る品質管理の方法及びその検査のための組織の技術基準

に関する規則（平成２５年原子力規制委員会規則第８号）」（以下「品質基準規

則」という。）に適合するものであることを確認した。 

 

・発電用原子炉の設置の許可との整合性については、届出に係る内容が、福島

第二原子力発電所原子炉設置変更許可申請書（平成２１年８月１４日許可ま

での申請に係るもの。）の本文に記載された放射線管理施設の構造及び施設



   

の変更を要するものに該当しないことから、許可を受けたところによるもの

である。 

 

・サイトバンカ建屋放射線モニタ及び使用済燃料輸送容器保管建屋放射線モニ

タについて、検出器の種類をＧＭ管検出器から半導体式検出器へ変更する。

サイトバンカ建屋放射線モニタ及び使用済燃料輸送容器保管建屋放射線モ

ニタは、それぞれの管理区域内において人が常時立ち入る場所として従業員

の立入頻度が比較的高いエリアをカバーするように設置し、線量当量率の監

視を行う設計としていることから、技術基準規則第３４条（計測装置）第１

項第１２号の規定に適合する。 

 

・サイトバンカ建屋放射線モニタ及び使用済燃料輸送容器保管建屋放射線モニ

タによる計測結果は、常時、サイトバンカ建屋制御室の制御盤に線量当量率

の指示をデジタル表示できる設計としている。また、その記録については、

２４時間連続チャートの記録計により記録し、保存できる設計としているこ

とから、技術基準規則第３４条（計測装置）第４項の規定に適合する。 

なお、記録の保存については、原子炉施設保安規定第１２０条において保

存期間等が定められている。 

 

・サイトバンカ建屋又は使用済燃料輸送容器保管建屋において、線量当量率が

著しく上昇した場合、サイトバンカ建屋放射線モニタ又は使用済燃料輸送容

器保管建屋放射線モニタにより確実に検出する設計としている。具体的に

は、サイトバンカ建屋放射線モニタ及び使用済燃料輸送容器保管建屋放射線

モニタは、線量当量率が著しく上昇した場合を確実に検出するため、通常の

バックグラウンド値を基にして警報設定値を設定し、警報設定値を超えた場

合には自動的にサイトバンカ建屋制御室制御盤に「放射能高」警報の表示ラ

ンプが点灯するとともに、ブザーが鳴動する設計としていることから、技術

基準規則第４７条（警報装置等）第１項の規定に適合する。また、この場合、

第３号機中央制御室並びに第３号機及び第４号機廃棄物処理建屋制御室に

一括警報が発報するとともに、現場においては検出器近辺の回転灯と警報が

鳴動する設計としていることも併せて確認した。 

 

・耐震性については、「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601（日本電気

協会）」等に基づき、当該設備の耐震重要度分類（Ｃクラス）に応じた耐震設

計が適切になされており、技術基準規則第５条（地震による損傷の防止）第

１項の規定に適合する。 

 

・構造強度については、クラス３その他機器に分類されるため、技術基準規則

第１７条（材料及び構造）第１項第３号、第１０号及び第１５号の対象外で

ある。 

 

・設計及び工事に係る品質管理の方法等については、品質保証の実施に係る組



   

織、保安活動の計画、保安活動の実施、保安活動の評価及び保安活動の改善

に係る事項について、安全文化を醸成するための活動、不適合の報告及び処

理、業務プロセス、設計管理のグレード分け等を含めて品質保証計画として

定められており、品質基準規則に適合する。なお、調達先に対しては、工事

の重要度に応じて調達先の評価を行っており、調達管理のプロセスについて

は、工事監理等により確認するとしている。その上で検査としては、検査の

項目（材料検査、耐圧検査、漏えい検査、寸法検査、外観検査、性能確認検

査等）について、品質管理項目一覧として整理しており、各検査の判定基準、

工程、体制等を要領書等に定めて実施することとしている。 

 

２．処理意見 

本工事計画は、原子炉等規制法第４３条の３の１０第４項で準用する同法

第４３条の３の９第３項の規定に適合しているものと認められる。なお、電

気事業法第４８条第４項で準用する同法第４７条第３項の規定に関しては、

原子力規制委員会で確認すべき同項第１号の原子力安全に係る基準（原子炉

等規制法第４３条の３の１４の技術上の基準に該当する部分）に対して、電

気事業法第１１２条の３第２項の規定により、適合しているものとみなされ

る。 

  



   

（参考資料） 

東京電力から追加で確認した内容 

 

年月日 概要 備考 

平成２９年 １月３１日 工事計画申請書本文の記

載、各添付書類の評価内

容等について事実関係を

確認 

 

     － 

平成２９年 ２月１０日 平成２９年１月３１日の

ヒアリングを踏まえ提出

のあった資料について、

事実関係を確認 

 

＜提出資料＞ 

工事計画認可申請書の

確認事項に対する回答 

：添付 

 

 

  



   

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（抄） 

 

（工事の計画の認可）  

第四十三条の三の九 発電用原子炉施設の設置又は変更の工事（ 核燃料物質若しくは核燃

料物質によって汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上特に支障がないものと

して原子力規制委員会規則で定めるものを除く。） をしようとする発電用原子炉設置者

は、原子力規制委員会規則で定めるところにより、当該工事に着手する前に、その工事の

計画について原子力規制委員会の認可を受けなければならない。ただし、発電用原子炉施

設の一部が滅失し、若しくは損壊した場合又は災害その他非常の場合において、やむを得

ない一時的な工事としてするときは、この限りでない。 

２  前項の認可を受けた者は、当該認可を受けた工事の計画を変更しようとするときは、原

子力規制委員会規則で定めるところにより、原子力規制委員会の認可を受けなければなら

ない。ただし、当該変更が原子力規制委員会規則で定める軽微なものであるときは、この

限りでない。 

３ 原子力規制委員会は、前二項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認め

るときは、前二項の認可をしなければならない。  

一 その工事の計画が第四十三条の三の五第一項若しくは前条第一項の許可を受けたとこ

ろ又は同条第三項若しくは第四項前段の規定により届け出たところによるものであるこ

と。  

二 発電用原子炉施設が第四十三条の三の十四の技術上の基準に適合するものであるこ

と。  

三 その者の設計及び工事に係る品質管理の方法及びその検査のための組織が原子力規制

委員会規則で定める技術上の基準に適合するものであること。  

４、５、６ （略） 

 

（工事の計画の届出）  

第四十三条の三の十 発電用原子炉施設の設置又は変更の工事（前条第一項の原子力規制委

員会規則で定めるものに限る。）であつて、原子力規制委員会規則で定めるものをしよう

とする発電用原子炉設置者は、原子力規制委員会規則で定めるところにより、その工事の

計画を原子力規制委員会に届け出なければならない。その工事の計画の変更（原子力規制

委員会規則で定める軽微なものを除く。）をしようとするときも、同様とする。  

２ 前項の規定による届出をした者は、その届出が受理された日から三十日を経過した後で

なければ、その届出に係る工事を開始してはならない。  

３ （略）  

４ 原子力規制委員会は、第一項の規定による届出のあつた工事の計画が前条第三項各号の

いずれかに適合していないと認めるときは、その届出をした者に対し、その届出を受理し

た日から三十日（次項の規定により第二項に規定する期間が延長された場合にあつては、

当該延長後の期間）以内に限り、その工事の計画を変更し、又は廃止すべきことを命ずる

ことができる。  

５、６ （略） 

  



   

 

電気事業法（抄） 

 

（工事計画） 

第四十七条 事業用電気工作物の設置又は変更の工事であって、公共の安全の確保上特に重

要なものとして主務省令で定めるものをしようとする者は、その工事の計画について主務

大臣の認可を受けなければならない。ただし、事業用電気工作物が滅失し、若しくは損壊

した場合又は災害その他非常の場合において、やむを得ない一時的な工事としてするとき

は、この限りでない。 

２ 前項の認可を受けた者は、その認可を受けた工事の計画を変更しようとするときは、主

務大臣の認可を受けなければならない。ただし、その変更が主務省令で定める軽微なもの

であるときは、この限りでない。 

３ 主務大臣は、前二項の認可の申請に係る工事の計画が次の各号のいずれにも適合してい

ると認めるときは、前二項の認可をしなければならない。  

一 その事業用電気工作物が第三十九条第一項の主務省令で定める技術基準に適合しない

ものでないこと。  

二 事業用電気工作物が一般電気事業の用に供される場合にあっては、その事業用電気工

作物が電気の円滑な供給を確保するため技術上適切なものであること。  

三 特定対象事業に係るものにあっては、その特定対象事業に係る第四十六条の十七第二

項の規定による通知に係る評価書に従っているものであること。  

四 環境影響評価法第二条第三項 に規定する第二種事業（特定対象事業を除く。）に係る

ものにあって、同法第四条第三項第二号 （同条第四項 及び同法第二十九条第二項 にお

いて準用する場合を含む。）の措置がとられたものであること。 

４、５ （略） 

 

第四十八条  事業用電気工作物の設置又は変更の工事（前条第一項の主務省令で定めるも

のを除く。）であつて、主務省令で定めるものをしようとする者は、その工事の計画を主務

大臣に届け出なければならない。その工事の計画の変更（主務省令で定める軽微なものを

除く。）をしようとするときも、同様とする。  

２  前項の規定による届出をした者は、その届出が受理された日から三十日を経過した後

でなければ、その届出に係る工事を開始してはならない。  

３  （略） 

４  主務大臣は、第一項の規定による届出のあつた工事の計画が前項各号のいずれかに適

合していないと認めるときは、その届出をした者に対し、その届出を受理した日から三十

日（次項の規定により第二項に規定する期間が延長された場合にあつては、当該延長後の

期間）以内に限り、その工事の計画を変更し、又は廃止すべきことを命ずることができる。

  

５  （略） 

 

（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律との関係）  

第百十二条の三 （略）  



   

２  原子炉等規制法第四十三条の三の十第一項 の規定による届出をした発電用原子炉施設

の設置又は変更の工事の計画（同条第四項 の規定による命令があつた場合において同条

第一項 の規定による届出をしていないものを除く。）に係る原子力発電工作物の設置又は

変更の工事の計画に対する第四十七条第三項 又は第四十八条第三項 の規定の適用につい

ては、当該工事の計画が第四十七条第三項第一号に掲げる要件又は第四十八条第三項第一

号に掲げる要件に適合しているものとみなす。  

３、４ （略） 

 

 

（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律との関係）  

第百十二条の三 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和三十二年法

律第百六十六号。以下この条において「原子炉等規制法」という。）第四十三条の三の九

第一項の規定による認可を受けた発電用原子炉施設（原子炉等規制法第四十三条の三の五

第二項第五号に規定する発電用原子炉施設をいう。以下この条において同じ。）の設置又

は変更の工事の計画に係る原子力発電工作物の設置又は変更の工事の計画に対する第四十

七条第三項又は第四十八条第三項の規定の適用については、当該工事の計画が第四十七条

第三項第一号に掲げる要件（第三十九条第二項第一号に掲げる事項に係る部分であって原

子炉等規制法第四十三条の三の十四の技術上の基準に該当する部分に限る。次項において

同じ。）又は第四十八条第三項第一号に掲げる要件（第四十七条第三項第一号に掲げる要

件（第三十九条第二項第一号に掲げる事項に係る部分であって原子炉等規制法第四十三条

の三の十四の技術上の基準に該当する部分に限る。）に限る。次項において同じ。）に適

合しているものとみなす。 

２、３、４ （略） 

 

 

（主務大臣等） 

第百十三条の二 この法律（第六十五条第三項及び第五項を除く。）における主務大臣は、次

の各号に掲げる事項の区分に応じ、当該各号に定める大臣又は委員会とする。 

一 原子力発電工作物に関する事項 原子力規制委員会及び経済産業大臣 

二 前号に掲げる事項以外の事項 経済産業大臣 

２、３ （略） 

 



 
 
 

工事計画届出書確認事項に対する回答 

 

（平成 29 年 1 月 24 日付届出 原管発官２８第２９０号） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東京電力ホールディングス株式会社 



  

Ｎｏ． 確認事項内容 

Ｑ１ 今回の工事計画の内容について説明すること。 
Ｑ２ 半導体式検出器が設置してあるキャスク保管建屋及びサイトバンカ建屋の場所を明示

すること。また，建屋内の検出器の設置場所としての適切性について，説明すること。 
Ｑ３－１ 今回の工事計画において，変更に至った経緯・検討内容を説明すること。 

キャスク保管建屋エリア放射線モニタ（検出器）が故障した経緯，その原因と再発防

止対策について，説明すること。 
Ｑ３－２ エリア放射線モニタが故障した以降の当該エリアに係る放射線管理について，説明す

ること。また，故障期間中における関係法令と適合性について，説明すること。 
Ｑ３－３ 

エリア放射線モニタ検出器の設備更新頻度の考え方について，整理して説明すること。 

Ｑ４ 今回の工事計画において，品質管理技術基準規則等に基づき，品質保証計画が策定さ

れていることを示すこと。 
Ｑ５ 本工事計画における基本設計方針，適用基準及び適用規格について，放射線管理施設

の設計に関連する技術基準規則の要求事項を満足していることを対比して説明するこ

と。 
Ｑ６ 変更目的の一つとしてサイトバンカ建屋のエリアモニタリング設備の保守性向上を図

るとしているが，変更後においても確実に検出できることを説明すること。 
Ｑ７ 技術基準規則第３４条第１項と第４項との適合性について，説明すること。（モニタ

リング結果の表示方法及び表示場所，記録手段，記録の保管方法等について，具体的

に説明し，その適切性を示すこと） 
Ｑ８ 警報設定点の設定方法について具体的に説明すること（「通常のバックグラウンド値」

の設定の考え方を含めること）。また，中央制御室，廃棄物建屋制御室，サイトバン

カ制御室及び現場において，どのように警報発報されるのか説明すること。 
Ｑ９ 今回の工事計画について，設置許可申請書の記載事項との関係を整理して説明するこ

と。 
Ｑ１０ 炉規則別表第二に「各発電用原子炉施設に共通」及び「放射線管理施設」に係る事項

として記載している「発電用原子炉の設置許可との整合性に関する説明書」他の説明

書，今回の工事計画の内容との関係を整理し説明すること。 
Ｑ１１ 実用炉規則の一部改正及び工事計画に係る手続きガイド（平成 28 年 8 月改正，本年 1

月付け施行）に照らし，今回の工事計画において新たに必要となる項目や添付書類等

について，整理し，説明すること。 



  

 
 

【回答】 
＜工事計画の内容＞ 

福島第二原子力発電所第１号機サイトバンカ建屋及び使用済燃料輸送容器保管建屋のエリアモ

ニタリング設備において，ＧＭ管検出器から半導体式検出器へ検出器の種類を変更する。 

検出器の種類の変更は，実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の別表第一『６．放射

線管理施設』の下欄『１ 沸騰水型発電用原子炉施設に係るものの改造（中欄に掲げるものを除く。）

であって、プロセスモニタリング設備、エリアモニタリング設備、固定式周辺モニタリング設備、移動式

周辺モニタリング設備又は生体遮蔽装置に係るもの』に該当することから，工事計画届出をおこなう。 

  
本頁以下余白 

Ｑ１ 今回の工事計画の内容について説明すること。 



  

 
Ｑ２ 半導体式検出器が設置してあるキャスク保管建屋及びサイトバンカ建屋の場所を明示す

ること。また，建屋内の検出器の設置場所としての適切性について，説明すること。 

 
【回答】 
 ＜検出器の設置場所＞ 
   福島第二原子力発電所のキャスク保管建屋及びサイトバンカ建屋の配置図をＱ２ 添付図－ 

１に示す。 
   サイトバンカ建屋の半導体式検出器は，２Ｆ貯蔵プール西側壁に設置する。（Ｑ２ 添付図－

２）なお，検出器は床から約１．４ｍの高さに設置し，近くに警報器，回転灯を設置する。 
キャスク保管建屋の半導体式検出器は，１Ｆ西側壁に設置する。（Ｑ２ 添付図－３）なお，

検出器は床から約１．４ｍの高さに設置し，近くに警報器，回転灯を設置する。 
 

＜適切性＞ 
サイトバンカ建屋内作業は，主に移送容器から固体廃棄物を取出し，貯蔵プール内へ移動す

る作業とパトロール等である。そのため，サイトバンカ建屋内において線量当量率の変動の可

能性があり，作業員の立入り頻度が高い貯蔵プール作業エリアに検出器を設置し，サイトバン

カ建屋内の放射線管理を適切に行う。 
なお，検出器の位置はメンテナンスが容易にできる高さに設置されており，設置場所ついて

は適切である。 
 
キャスク保管建屋内作業は，主にキャスクを搬入し保管場所に移動する作業とパトロール等

である。そのため，キャスク保管場所に移動する際に必ず通行し，線量当量率の変動の検知が

でき，作業員の立入り頻度が高いエリアの階段出入口近くの通路に検出器を設置し，キャスク

保管建屋内の放射線管理を適切に行う。 
なお，検出器の位置はメンテナンスが容易にできる高さに設置されており，設置場所ついて

は適切である。 
 

本頁以下余白 









  

 
Ｑ３－

１ 
今回の工事計画において，変更に至った経緯・検討内容を説明すること。 
キャスク保管建屋エリア放射線モニタ（検出器）が故障した経緯，その原因と再発防止

対策について，説明すること。 

 
【回答】 

 ＜経緯＞ 

   キャスク保管建屋エリア放射線モニタ検出器は，平成２７年６月２３日変換器修理後の指示確

認のため，検出器点検（プラトー特性測定）を実施した結果，指示が出力されなかったことから，

検出器の故障と判明した。 

 

 ＜原因＞ 

キャスク保管建屋のエリア放射線モニタは設置後２５年以上経過していることから，経年劣化

により故障したと推定する。 

ＧＭ管検出器はクエンチング材としてハロゲンガスを使用しており，ハロゲンガスは動作時間

とともに減少するため，長期間の設備使用により故障したと思われる。 

  

＜再発防止対策＞ 

ＧＭ管検出器は修理対応が極めて困難で有り，新規品入手も困難であることから，現在入手が

可能な半導体式検出器へ更新する。 

半導体式検出器は，既に他設備のエリア放射線モニタで採用しており，修理対応，新規品入手

が可能である。また，検出器の予備品を保有しており，故障発生時には早期復旧対応が可能であ

る。なお，検出器を予備品に交換しても工事計画届出書の要目表の記載に変更はない。 

 

本頁以下余白 



  

 

Ｑ３－

２ 

エリア放射線モニタが故障した以降の当該エリアに係る放射線管理について，説明するこ

と。また，故障期間中における関係法令と適合性について，説明すること。 

 

【回答】 

 ＜放射線管理＞ 

  エリア放射線モニタは，福島第二原子力発電所 原子炉施設保安規定 第１０１条により以下の

通り定められている。 

放射線・化学管理ＧＭは，表１０１－１及び表１０１－２（第９３条第１項（２）の区域内

に設定した汚染のおそれのない管理区域内に限る）に定める管理区域内における測定項目につ

いて，同表に定める頻度で測定する。ただし，人の立ち入れない措置を講じた管理区域につい

ては，この限りでない。 

表１０１－１により，管理区域内（人の立入頻度等を考慮して，被ばく管理上重要な項目に

ついて測定）において外部放射線に係る線量当量率（エリアモニタにおいて測定する項目）を

毎日運転中に１回（午前０時を始期とする１日の間に１回実施し，連続して実施（測定等）し

ている場合も含む。）測定している。 

  

３．放射線・化学管理ＧＭは，第１項の測定により，放射線安全ＧＭは，第２項の測定により，

異常が認められた場合は，直ちにその原因を調査し，必要な措置を講じる。 

 

＜必要な措置＞ 

異常が認められた場合の必要な措置として，キャスク保管建屋の線量当量率測定を放射線管理員 

がシンチレーションサーベイメータにより１日１回実施し，記録し，保存している。 

 

  管理区域に入域する場合は個人線量計（ＡＰＤ）を必ず着用することにより，放射線管理を実施 

している。 

また，キャスク保管建屋の高線量物品の移動の自粛を所内に周知している。 

 

本頁以下余白 



  

 

Ｑ３－

３ 
エリア放射線モニタ検出器の設備更新頻度の考え方について，整理して説明すること。 

 

【回答】 

 ＜設備更新頻度の考え方＞ 

当社において「電気・計装設備及び主要部品交換基準ガイド」を制定しており，下記のとおり，

交換区分，交換頻度を定義している。エリア放射線モニタの検出器は，交換区分Ａに該当し，主要

部品の試験結果，校正結果等により交換を判断している。 

３ 交換区分，頻度の定義 

   (2) 計装設備及び主要部品 

ａ．交換区分 

交換区分を以下の２つに分類する。 

〔交換区分Ａ〕：主要部品の試験結果，校正結果等により交換を判断する。（例えば校正

前の計器精度が計器仕様の３倍以上ずれる場合が３回以上継続した場合は，計

器の交換を行う。） 

なお，交換区分Ａによる交換実績を積み重ね，評価を行うことにより交換頻度

を明確に定めることが可能となった場合には，その時点で交換区分Ｂに移行す

るものとする。 

〔交換区分Ｂ〕：交換頻度に基づき定期的に交換する。 

   

なお，エリア放射線モニタの検出器の点検は，点検長期計画に基づき，点検頻度１ＦＹ（年度）

の本格点検を実施している。 

 

本頁以下余白 



 

 

Ｑ４ 今回の工事計画において，品質管理技術基準規則等に基づき，品質保証計画が策定され

ていることを示すこと。 

 

【回答】 

本工事計画届出書の「Ⅱ工事計画 ６．５設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する次の事

項」に記載の『品質保証計画』は，品質管理技術基準規則等に基づいて作成している。 

「品質管理技術基準規則」と「保安規定第２章 第３条（品質保証計画）」（H28.8.26申請，

H28.12.5認可）との対比をＱ４添付表－１，新規制基準適用（H25.7.8施行）前に工事計画書を申

請，届出した「品質保証に関する説明書」と本工事計画届出書の品質保証計画の対比をＱ４添付表

－２に示す 

 

Ｑ４ 添付表－１ 品質管理技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 

Ｑ４ 添付表－２ 新規制基準適用（H25.7.8施行）前に工事計画書を申請，届出した「品質保証に

関する説明書」と本工事計画届出書の品質保証計画の対比表 

 

本頁以下余白 

 



Q4 添付表－１ 

 

 

品質管理技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 

品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

第一章 総則  

（適用範囲）  

第一条  この規則は、実用発電用原子炉及びその

附属施設について適用する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【品質保証計画】 

1. 目的 

 本品質保証計画は，福島第二原子力発電所（以下

「発電所」という。）の安全を達成・維持・向上さ

せるため，「原子力発電所における安全のための品

質保証規程(JEAC4111-2009)」（以下「JEAC4111」

という。）に基づく品質マネジメントシステムに，

安全文化を醸成するための活動を行う仕組みを含め

た，発電所における保安活動に係る品質マネジメン

トシステム（以下「品質マネジメントシステム」と

いう。）を確立し，実施し，評価確認し，継続的に

改善することを目的とする。 

 

2. 適用範囲 

 本品質保証計画は，発電所の保安活動に適用す

る。 

【品質保証計画】 

1. 目的 

福島第二原子力発電所（以下「発電所」という。）

の安全を達成・維持・向上させるため，「原子力発

電所における安全のための品質保証規程(JEAC4111-

2009)」（以下「JEAC4111」という。）に基づく品

質マネジメントシステムに，安全文化を醸成するた

めの活動を行う仕組みを含めた，発電所における保

安活動に係る品質マネジメントシステム（以下「品

質マネジメントシステム」という。）を確立し，実

施し，評価確認し，継続的に改善することを目的と

する。 

 

2.適用範囲 

 本品質保証計画は，本申請以降に実施する品質保

証活動に適用する。 

－ 

（定義）  

第二条  この規則において使用する用語は、核原

料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

において使用する用語の例による。  

２  この規則において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  

一  「品質管理監督システム」とは、発電用原子

炉設置者が品質に関して保安活動を実施する部門

（以下「部門」という。）の管理監督を行うための

仕組み（安全文化を醸成するための活動を行う仕組

みを含む。）をいう。  

二  「資源」とは、個人の有する知識及び技能並

びに技術、設備その他の個別業務（保安活動を構成

する個別の業務をいう。以下同じ。）に活用される

資源をいう。  

三  「品質方針」とは、品質保証の実施のために

経営責任者が定め、表明する基本的な方針をいう。  

四  「照査」とは、設定された目標を達成する上

での妥当性及び有効性を判定することをいう。  

 

 

3. 用語の定義 

 以下を除き JEAC4111 の定義に従う。 

原子力施設情報公開ライブラリー：原子力施設の事

故又は故障等の情報並びに信頼性に関する情報を共

有し活用することにより，事故及び故障等の未然防

止を図ることを目的として，一般社団法人原子力安

全推進協会が運営するデータベースのことをいう。

（以下「ニューシア」という。） 

BWR 事業者協議会：国内 BWR プラントの安全性及び

信頼性を向上させるために，電力会社とプラントメ

ーカーとの間で情報を共有し，必要な技術的検討を

行う協議会のことをいう。（以下，本条及び第１０

７条において同じ。） 

3.用語の定義 

 以下を除き JEAC4111 の定義に従う。 

原子力施設情報公開ライブラリー：原子力施設の事

故又は故障等の情報並びに信頼性に関する情報を共

有し活用することにより，事故及び故障等の未然防

止を図ることを目的として，一般社団法人 原子力

安全推進協会が運営するデータベースのことをい

う。（以下「ニューシア」という。） 

BWR 事業者協議会：国内 BWR プラントの安全性及び

信頼性を向上させるために，電力会社とプラントメ

ーカーとの間で情報を共有し，必要な技術的検討を

行う協議会のことをいう。 

－ 



Q4 添付表－１ 

 

 

品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

五  「プロセス入力情報」とは、あるプロセス

（工業標準化法（昭和二十四年法律第百八十五号）

に基づく日本工業規格Ｑ九〇〇〇のプロセスをい

う。以下同じ。）を実施するに当たって提供され

る、品質管理のために必要な情報等をいう。  

六  「プロセス出力情報」とは、あるプロセスを

実施した結果得られる情報等をいう。  

七  「妥当性確認」とは、発電用原子炉施設並び

に手順、プロセスその他の個別業務及び品質管理の

方法が期待される結果を与えることを検証すること

をいう。  

第二章 品質管理監督システム  

（品質管理監督システムに係る要求事項）  

第三条  発電用原子炉設置者は、この規則の規定

に従って、品質管理監督システムを確立し、実施す

るとともに、その実効性を維持しなければならな

い。  

２  発電用原子炉設置者は、次に掲げる業務を行

わなければならない。  

一  品質管理監督システムに必要なプロセスの内

容（当該プロセスにより達成される結果を含む。）

を明らかにするとともに、当該プロセスのそれぞれ

についてどのように適用されるかについて識別でき

るようにすること。  

二  プロセスの順序及び相互の関係を明確にする

こと。  

三  プロセスの実施及び管理の実効性の確保に必

要な判定基準及び方法を明確にすること。  

四  プロセスの実施並びに監視及び測定（以下

「監視測定」という。）に必要な資源及び情報が利

用できる体制を確保すること。  

五  プロセスを監視測定し、及び分析すること。

ただし、測定することが困難な場合は、測定するこ

とを要しない。  

六  プロセスについて、第一号の結果を得るた

め、及び実効性を維持するために、所要の措置を講

ずること。  

 

4. 品質マネジメントシステム 

4.1 一般要求事項 

(1) 第４条（保安に関する組織）に定める組織（以

下「組織」という。）は，本品質保証計画に従っ

て，品質マネジメントシステムを確立し，文書化

し，実施し，かつ，維持する。また，その品質マネ

ジメントシステムの有効性を継続的に改善する。 

(2) 組織は，次の事項を実施する。 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロセス及

びそれらの組織への適用を「Z-21 原子力品質保証

規程」に定める。 

b) これらのプロセスの順序及び相互関係を図１の

とおりとする。 

 

c) これらのプロセスの運用及び管理のいずれもが

効果的であることを確実にするために必要な判断基

準及び方法を明確にする。 

d) これらのプロセスの運用及び監視を支援するた

めに必要な資源及び情報を利用できることを確実に

する。 

e) これらのプロセスを監視し，適用可能な場合に

は測定し，分析する。 

f) これらのプロセスについて，計画どおりの結果

を得るため，かつ，継続的改善を達成するために必

要な処置をとる。 

g) これらのプロセス及び組織を品質マネジメント

システムと整合がとれたものにする。 

4. 品質マネジメントシステム 

4.1 一般要求事項 

(1) 「図１．保安に関する組織」（以下「組織」と

いう。）は，本品質保証計画に従って，品質マネジ

メントシステムを確立し，文書化し，実施し，か

つ，維持する。また，その品質マネジメントシステ

ムの有効性を継続的に改善する。 

(2) 組織は，次の事項を実施する。 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロセス及

びそれらの組織への適用を「Z-21 原子力品質保証

規程」に定める。 

b) これらのプロセスの順序及び相互関係を「図

２．品質マネジメントシステムにおけるプロセス間

の相互関係」のとおりとする。 

c) これらのプロセスの運用及び管理のいずれもが

効果的であることを確実にするために必要な判断基

準及び方法を明確にする。  

d) これらのプロセスの運用及び監視を支援するた

めに必要な資源及び情報を利用できることを確実に

する。 

e) これらのプロセスを監視し，適用可能な場合に

は測定し，分析する。 

f) これらのプロセスについて，計画どおりの結果

を得るため，かつ，継続的改善を達成するために必

要な処置をとる。 

g) これらのプロセス及び組織を品質マネジメント

システムと整合がとれたものにする。 

－ 



Q4 添付表－１ 

 

 

品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

七  品質保証の実施に係るプロセス及び組織を品

質管理監督システムと整合的なものとすること。  

八  社会科学及び行動科学の知見を踏まえて、保

安活動を促進すること。  

３  発電用原子炉設置者は、この規則の規定に従

って、プロセスを管理しなければならない。  

４  発電用原子炉設置者は、個別業務又は発電用

原子炉施設に係る要求事項（関係法令を含む。以下

「個別業務等要求事項」という。）への適合性に影

響を及ぼすプロセスを外部委託することとしたとき

は、当該プロセスが管理されているようにしなけれ

ばならない。  

５  発電用原子炉設置者は、前項の管理を、品質

管理監督システムの中で識別することができるよう

に規定しなければならない。  

６  発電用原子炉設置者は、保安のための重要度

に応じて、品質管理監督システムに係る要求事項を

適切に定めなければならない。  

７  発電用原子炉設置者は、保安のための重要度

に応じて、資源の適切な配分を行わなければならな

い。 

 

h）社会科学及び行動科学の知見を踏まえて，品質

マネジメントシステムの運用を促進する。 

(3) 組織は，品質マネジメントシステムの運用にお

いて，発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度

分類に関する審査指針（以下「重要度分類指針」と

いう。）に基づく重要性を基本として，品質マネジ

メントシステム要求事項の適用の程度についてグレ

ード分けを行う。また，これに基づき資源の適切な

配分を行う。なお，グレード分けの決定に際して

は，重要度分類指針に基づく重要性に加えて必要に

応じて以下の事項を考慮する。 

a) プロセス及び原子炉施設の複雑性，独自性，又

は斬新性の程度 

b) プロセス及び原子炉施設の標準化の程度や記録

のトレーサビリティの程度 

c) 検査又は試験による原子力安全に対する要求事

項への適合性の検証可能性の程度 

d) 作業又は製造プロセス，要員，要領，及び装置

等に対する特別な管理や検査の必要性の程度 

e) 運転開始後の原子炉施設に対する保守，供用期

間中検査及び取替えの難易度 

(4) 組織は，これらのプロセスを，本品質保証計画

に従って運営管理する。 

(5) 組織は，原子力安全の達成に影響を与えるプロ

セスをアウトソースすることを決めた場合には，

「7.4 調達」に従ってアウトソースしたプロセスの

管理を確実にする。 

h）社会科学及び行動科学の知見を踏まえて，品質

マネジメントシステムの運用を促進する。 

(3) 組織は，品質マネジメントシステムの運用にお

いて，発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度

分類に関する審査指針（以下「重要度分類指針」と

いう。）に基づく重要性を基本として，品質マネジ

メントシステム要求事項の適用の程度についてグレ

ード分けを行う。また，これに基づき資源の適切な

配分を行う。なお，グレード分けの決定に際して

は，重要度分類指針に基づく重要性に加えて必要に

応じて以下の事項を考慮する。 

a) プロセス及び原子炉施設の複雑性，独自性，又

は斬新性の程度 

b) プロセス及び原子炉施設の標準化の程度や記録

のトレーサビリティの程度 

c) 検査又は試験による原子力安全に対する要求事

項への適合性の検証可能性の程度 

d) 作業又は製造プロセス，要員，要領，及び装置

等に対する特別な管理や検査の必要性の程度 

e) 運転開始後の原子炉施設に対する保守，供用期

間中検査及び取替えの難易度 

(4) 組織は，これらのプロセスを，本品質保証計画

に従って運営管理する。 

(5) 組織は，原子力安全の達成に影響を与えるプロ

セスをアウトソースすることを決めた場合には，

「7.4 調達」に従ってアウトソースしたプロセスの

管理を確実にする。 

（品質管理監督システムの文書化）  

第四条  発電用原子炉設置者は、前条第一項の規

定により品質管理監督システムを確立するときは、

次に掲げる文書を作成し、当該文書に規定する事項

を実施しなければならない。  

一  品質方針表明書及び品質目標表明書  

二  品質管理監督システムを規定する文書（以下

「品質管理監督システム基準書」という。）  

三  プロセスについての実効性のある計画的な実

施及び管理がなされるようにするために必要な文書  

四  この規則に規定する手順書及び記録  

4.2 文書化に関する要求事項 

4.2.1 一般 

 品質マネジメントシステムの文書として以下の事

項を含める。また，これらの文書体系を図２に，各

マニュアルと各条文の関連を c)及び d)の表に示

す。なお，記録は適正に作成する。 

a) 文書化した，品質方針及び品質目標の表明 

b) 原子力品質保証規程（Z-21） 

c) JEAC4111 が要求する“文書化された手順” で

ある以下の文書及び記録 

 

4.2 文書化に関する要求事項 

4.2.1 一般 

品質マネジメントシステムの文書として以下の事項

を含める。また，これらの文書体系を図３に，各マ

ニュアルと各条文の関連を c) 及び d)の表に示す。

なお，記録は適正に作成する。 

a) 文書化した，品質方針及び品質目標の表明 

b) 原子力品質保証規程（Z-21） 

c) JEAC4111 が要求する“文書化された手順”であ

る以下の文書及び記録 

 

－ 



Q4 添付表－１ 

 

 

品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

  
関連条項 名   称 文書番号 管理箇所 

4.2，7.2.2 
文書及び記録管理基本マニュ

アル 
NI-12 原子力安全・統括部 

8.2.2，8.5.1 
原子力品質監査基本マニュア

ル 
AM-19 内部監査室 

8.3，8.5.1， 

8.5.2，8.5.3 

不適合管理及び是正処置・予

防処置基本マニュアル 
NI-11 原子力安全・統括部 

 

d) 組織内のプロセスの効果的な計画，運用及び管

理を確実に実施するために，必要と決定した記録を

含む文書 

①以下の文書 
関連条項 名   称 文書番号 管理箇所 

5.4.1，

8.2.3, 

8.4，8.5.1 

セルフアセスメント実施基本

マニュアル 
NI-17 原子力安全・統括部 

5.5.4 保安管理基本マニュアル NM-24 原子力運営管理部 

5.6，8.5.1 
マネジメントレビュー実施基

本マニュアル 
NI-18 原子力安全・統括部 

6.2 教育及び訓練基本マニュアル NH-20 
原子力人財育成セン

ター 

6.3，6.4， 

7.1，7.2.1， 

7.5，7.6 

運転管理基本マニュアル NM-51 原子力運営管理部 

燃料管理基本マニュアル NM-52 原子力運営管理部 

放射性廃棄物管理基本マニュ

アル 
NM-54 原子力運営管理部 

放射線管理基本マニュアル NM-53 原子力運営管理部 

保守管理基本マニュアル NM-55 原子力運営管理部 

7.1，7.2.1, 

7.5 

法令等の遵守及び安全文化の

醸成に係る活動の手引き 
NI-Z09-1 原子力安全・統括部 

7.2.3，8.2.1 
外部コミュニケーション基本

マニュアル 
NM-21 原子力運営管理部 

7.3 設計管理基本マニュアル NE-16 原子力設備管理部 

7.4 

調達管理基本マニュアル NE-14 原子力設備管理部 

原子燃料調達基本マニュアル NC-15 原子燃料サイクル部 

8.2.4 

検査及び試験基本マニュアル NM-13 原子力運営管理部 

運転管理基本マニュアル NM-51 原子力運営管理部 

②発電所品質保証計画書 

③要領，要項，手引等の手順書 

④部門作成文書 

⑤外部文書 

⑥上記①②③④⑤で規定する記録 

 
関連条項 名   称 文書番号 管理箇所 

4.2，7.2.2 
文書及び記録管理基本マニュ

アル 
NI-12 原子力安全・統括部 

8.2.2，8.5.1 
原子力品質監査基本マニュア

ル 
AM-19 内部監査室 

8.3，8.5.1， 

8.5.2，8.5.3 

不適合管理及び是正処置・予

防処置基本マニュアル 
NI-11 原子力安全・統括部 

 

d) 組織内のプロセスの効果的な計画，運用及び管

理を確実に実施するために，必要と決定した記録を

含む文書 

①以下の文書 
関連条項 名   称 文書番号 管理箇所 

5.4.1，

8.2.3, 

8.4，8.5.1 

セルフアセスメント実施基本

マニュアル 
NI-17 原子力安全・統括部 

5.5.4 保安管理基本マニュアル NM-24 原子力運営管理部 

5.6，8.5.1 
マネジメントレビュー実施基

本マニュアル 
NI-18 原子力安全・統括部 

6.2 教育及び訓練基本マニュアル NH-20 
原子力人財育成セン

ター 

6.3，6.4， 

7.1，7.2.1， 

7.5，7.6 

運転管理基本マニュアル NM-51 原子力運営管理部 

燃料管理基本マニュアル NM-52 原子力運営管理部 

放射性廃棄物管理基本マニュ

アル 
NM-54 原子力運営管理部 

放射線管理基本マニュアル NM-53 原子力運営管理部 

保守管理基本マニュアル NM-55 原子力運営管理部 

7.1，7.2.1, 

7.5 

法令等の遵守及び安全文化の

醸成に係る活動の手引き 
NI-Z09-1 原子力安全・統括部 

7.2.3，8.2.1 
外部コミュニケーション基本

マニュアル 
NM-21 原子力運営管理部 

7.3 設計管理基本マニュアル NE-16 原子力設備管理部 

7.4 

調達管理基本マニュアル NE-14 原子力設備管理部 

原子燃料調達基本マニュアル NC-15 原子燃料サイクル部 

8.2.4 

検査及び試験基本マニュアル NM-13 原子力運営管理部 

運転管理基本マニュアル NM-51 原子力運営管理部 

②発電所品質保証計画書 

③要領，要項，手引等の手順書 

④部門作成文書 

⑤外部文書 

 ⑥上記①②③④⑤で規定する記録 

（品質管理監督システム基準書）  

第五条  発電用原子炉設置者は、品質管理監督シ

ステム基準書に、次に掲げる事項を記載しなければ

ならない。  

一  品質保証の実施に係る組織に関する事項  

二  保安活動の計画に関する事項  

三  保安活動の実施に関する事項  

四  保安活動の評価に関する事項  

五  保安活動の改善に関する事項  

六  品質管理監督システムの範囲  

4.2.2 品質マニュアル 

組織は，品質マニュアルとして本品質保証計画を含

む「Z-21 原子力品質保証規程」を作成し，維持す

る。制定・改訂権限者は社長とする。 

4.2.2 品質マニュアル 

組織は，品質マニュアルとして「Z-21 原子力品質

保証規程」を作成し，維持する。制定・改訂権限者

は社長とする。 

－ 



Q4 添付表－１ 

 

 

品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

七  品質管理監督システムのために作成した手順

書の内容又は当該手順書の文書番号その他参照情報  

八  各プロセスの相互の関係  

（文書の管理）  

第六条  発電用原子炉設置者は、この規則に規定

する文書その他品質管理監督システムに必要な文書

（記録を除く。以下「品質管理監督文書」とい

う。）を管理しなければならない。  

２  発電用原子炉設置者は、次に掲げる業務に必

要な管理を定めた手順書を作成しなければならな

い。  

一  品質管理監督文書を発行するに当たり、当該

文書の妥当性を照査し、その発行を承認すること。  

二  品質管理監督文書について所要の照査を行

い、更新を行うに当たり、その更新を承認するこ

と。  

三  品質管理監督文書の変更内容及び最新の改訂

状況が識別できるようにすること。  

四  改訂のあった品質管理監督文書を使用する場

合において、当該文書の適切な改訂版が利用できる

体制を確保すること。  

五  品質管理監督文書が読みやすく、容易に内容

を把握することができる状態にあることを確保する

こと。  

六  外部で作成された品質管理監督文書を識別

し、その配付を管理すること。  

七  廃止した品質管理監督文書が意図に反して使

用されることを防止すること。この場合において、

当該文書を保持するときは、その目的にかかわら

ず、これを識別すること。  

4.2.3 文書管理 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムで必要とさ

れる文書を遵守するために，「NI-12 文書及び記録

管理基本マニュアル」に基づき，保安規定上の位置

付けを明確にするとともに，保安活動の重要度に応

じて管理する。また，記録は，4.2.4 に規定する要

求事項に従って管理する。 

(2) 次の活動に必要な管理を「NI-12 文書及び記録

管理基本マニュアル」に規定する。 

  a) 発行前に，適切かどうかの観点から文書をレ

ビューし，承認する。 

  b) 文書をレビューする。また，必要に応じて更

新し，再承認する。 

  c) 文書の変更の識別及び現在有効な版の識別を

確実にする。 

  d) 該当する文書の適切な版が，必要なときに，

必要なところで使用可能な状態にあることを確実に

する。 

  e) 文書は，読みやすくかつ容易に識別可能な状

態であることを確実にする。 

  f) 品質マネジメントシステムの計画及び運用の

ために組織が必要と決定した外部からの文書を明確

にし，その配付が管理されていることを確実にす

る。 

g) 廃止文書が誤って使用されないようにする。ま

た，これらを何らかの目的で保持する場合には，適

切な識別をする。 

4.2.3 文書管理 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムで必要とさ

れる文書を遵守するために，「NI-12 文書及び記録

管理基本マニュアル」に基づき，保安活動の重要度

に応じて管理する。また，記録は，4.2.4 に規定す

る要求事項に従って管理する。 

(2) 次の活動に必要な管理を「NI-12 文書及び記録

管理基本マニュアル」に規定する。 

a) 発行前に，適切かどうかの観点から文書をレビ

ューし，承認する。 

b) 文書をレビューする。また，必要に応じて更新

し，再承認する。 

c) 文書の変更の識別及び現在有効な版の識別を確

実にする。 

d) 該当する文書の適切な版が，必要なときに，必

要なところで使用可能な状態にあることを確実にす

る。 

  e) 文書は，読みやすくかつ容易に識別可能な状

態であることを確実にする。 

  f) 品質マネジメントシステムの計画及び運用の

ために組織が必要と決定した外部からの文書を明確

にし，その配付が管理されていることを確実にす

る。 

g) 廃止文書が誤って使用されないようにする。ま

た，これらを何らかの目的で保持する場合には，適

切な識別をする。 

 

－ 

（記録の管理）  

第七条  発電用原子炉設置者は、この規則に規定

する記録その他要求事項への適合及び品質管理監督

システムの実効性のある実施を実証する記録の対象

を明らかにするとともに、当該記録を、読みやすく

容易に内容を把握することができ、かつ、検索する

ことができるように作成し、これを管理しなければ

ならない。  

4.2.4 記録の管理 

(1) 組織は，要求事項への適合及び品質マネジメン

トシステムの効果的運用の証拠を示すために作成す

る記録の対象を明確にし，管理する。 

(2) 記録の識別，保管，保護，検索，保管期間及び

廃棄に関して必要な管理を「NI-12 文書及び記録管

理基本マニュアル」に規定する。 

(3) 記録は，読みやすく，容易に識別可能かつ検索

4.2.4 記録の管理 

(1) 組織は，要求事項への適合及び品質マネジメン

トシステムの効果的運用の証拠を示すために，作成

する記録の対象を明確にし，管理する。 

(2) 記録の識別，保管，保護，検索，保管期間及び

廃棄に関して必要な管理を「NI-12 文書及び記録管

理基本マニュアル」に規定する。 

(3) 記録は，読みやすく，容易に識別可能かつ検索

－ 



Q4 添付表－１ 

 

 

品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

２  発電用原子炉設置者は、前項の記録の識別、

保存、保護、検索、保存期間及び廃棄に関し所要の

管理を定めた手順書を作成しなければならない。  

可能であるようにする。 可能であるようにする。 

第三章 経営責任者の責任  

（経営責任者の関与）  

第八条  経営責任者は、品質管理監督システムの

確立及び実施並びにその実効性の維持に指導力及び

責任を持って関与していることを、次に掲げる業務

を行うことによって実証しなければならない。  

一  品質方針を定めること。  

二  品質目標が定められているようにすること。  

三  安全文化を醸成するための活動を促進するこ

と。  

四  第十七条第一項に規定する照査を実施するこ

と。  

五  資源が利用できる体制を確保すること。  

六  関係法令を遵守することその他原子力の安全

を確保することの重要性を、保安活動を実施する者

（以下「職員」という。）に周知すること。  

5. 経営者の責任 

5.1 経営者のコミットメント 

社長は，品質マネジメントシステムの構築及び実

施，並びにその有効性を継続的に改善することに対

するコミットメントの証拠を，次の事項によって示

す。 

a) 法令・規制要求事項を満たすことは当然のこと

として，原子力安全の重要性を組織内に周知する。 

b) 品質方針を設定する。 

c) 品質目標が設定されることを確実にする。 

d) マネジメントレビューを実施する。 

e) 資源が使用できることを確実にする。 

f) 安全文化を醸成するための活動を促進する。 

5. 経営者の責任 

5.1 経営者のコミットメント 

社長は，品質マネジメントシステムの構築及び実

施，並びにその有効性を継続的に改善することに対

するコミットメントの証拠を，次の事項によって示

す。 

a) 法令・規制要求事項を満たすことは当然のこと

として，原子力安全の重要性を組織内に周知する。 

b) 品質方針を設定する。 

c) 品質目標が設定されることを確実にする。 

d) マネジメントレビューを実施する。 

e) 資源が使用できることを確実にする。 

f) 安全文化を醸成するための活動を促進する。 

－ 

（原子力の安全の確保の重視）  

第九条  経営責任者は、個別業務等要求事項が明

確にされ、かつ、個別業務及び発電用原子炉施設が

当該要求事項に適合しているようにしなければなら

ない。 

5.2 原子力安全の重視 

社長は，原子力安全を最優先に位置付け，業務・原

子炉施設に対する要求事項が決定され，満たされて

いることを確実にする（7.2.1 及び 8.2.1 参照）。 

5.2 原子力安全の重視 

 社長は，原子力安全を最優先に位置付け，業務・

原子炉施設に対する要求事項が決定され，満たされ

ていることを確実にする(7.2.1 及び 8.2.1 参照)。 

 

－ 

（品質方針）  

第十条  経営責任者は、品質方針が次に掲げる条

件に適合しているようにしなければならない。  

一  品質保証の実施に係る発電用原子炉設置者の

意図に照らし適切なものであること。  

二  要求事項への適合及び品質管理監督システム

の実効性の維持に責任を持って関与することを規定

していること。  

三  品質目標を定め、照査するに当たっての枠組

みとなるものであること。  

四  職員に周知され、理解されていること。  

五  妥当性を維持するために照査されているこ

と。  

六  組織運営に関する方針と整合的なものである

5.3 品質方針 

社長は，品質方針について，次の事項を確実にす

る。 

a) 東京電力の経営理念に対して適切である。 

b) 要求事項への適合及び品質マネジメントシステ

ムの有効性の継続的な改善に対するコミットメント

を含む。 

c) 品質目標の設定及びレビューのための枠組みを

与える。 

d) 組織全体に伝達され，理解される。 

e) 適切性の持続のためにレビューされる。 

f) 組織運営に関する方針と整合がとれている。 

5.3 品質方針 

社長は，品質方針について，次の事項を確実にす

る。 

a) 東京電力の経営理念に対して適切である。 

b) 要求事項への適合及び品質マネジメントシステ

ムの有効性の継続的な改善に対するコミットメント

を含む。 

c) 品質目標の設定及びレビューのための枠組みを

与える。 

d) 組織全体に伝達され，理解される。 

e) 適切性の持続のためにレビューされる。 

f) 組織運営に関する方針と整合がとれている。 

－ 
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品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

こと。  

（品質目標）  

第十一条  経営責任者は、部門において、品質目

標（個別業務等要求事項への適合のために必要な目

標を含む。）が定められているようにしなければな

らない。  

２  経営責任者は、品質目標を、その達成状況を

評価しうるものであって、かつ、品質方針と整合的

なものとしなければならない。  

 

5.4 計画 

5.4.1 品質目標 

(1) 社長は，組織内のしかるべき部門及び階層で，

業務・原子炉施設に対する要求事項を満たすために

必要なものを含む品質目標（7.1 (3) a）参照）を

設定することを確実にするために，「NI-17 セルフ

アセスメント実施基本マニュアル」を定めさせる。 

(2) 品質目標は，その達成度が判定可能で，品質方

針との整合がとれていること。 

5.4 計画 

5.4.1 品質目標 

(1) 社長は，組織内のしかるべき部門及び階層で，

業務・原子炉施設に対する要求事項を満たすために

必要なものを含む品質目標(7.1 (3) a)参照)を設定

することを確実にするために，「NI-17 セルフアセ

スメント実施基本マニュアル」を定めさせる。 

(2) 品質目標は，その達成度が判定可能で，品質方

針との整合がとれていること。 

－ 

（品質管理監督システムの計画の策定）  

第十二条  経営責任者は、品質管理監督システム

が第三条の規定及び品質目標に適合するよう、その

実施に当たっての計画が策定されているようにしな

ければならない。  

２  経営責任者は、品質管理監督システムの変更

を計画し、及び実施する場合においては、当該品質

管理監督システムが不備のないものであることを維

持しなければならない。  

5.4.2 品質マネジメントシステムの計画 

社長は，次の事項を確実にする。 

a) 品質目標に加えて 4.1 に規定する要求事項を満

たすために，品質マネジメントシステムの構築と維

持についての計画を策定する。 

b) 品質マネジメントシステムの変更を計画し，実

施する場合には，その変更が品質マネジメントシス

テムの全体の体系に対して矛盾なく，整合が取れる

よう管理する。 

5.4.2 品質マネジメントシステムの計画 

社長は，次の事項を確実にする。 

a) 品質目標に加えて 4.1 に規定する要求事項を満

たすために，品質マネジメントシステムの構築と維

持についての計画を策定する。 

b) 品質マネジメントシステムの変更を計画し，実

施する場合には，その変更が品質マネジメントシス

テムの全体の体系に対して矛盾なく，整合が取れる

よう管理する。 

－ 

（責任及び権限）  

第十三条  経営責任者は、部門及び職員の責任

（保安活動の内容について説明する責任を含む。）

及び権限が定められ、文書化され、周知されている

ようにしなければならない。  

 

5.5 責任，権限及びコミュニケーション 

5.5.1 責任及び権限 

 社長は，全社規程である「Z-10 職制および職務

権限規程」を踏まえ，保安活動を実施するための責

任及び権限が第５条（保安に関する職務），第９条

（原子炉主任技術者の職務等）及び第９条の２（電

気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者の

職務等）に定められ，組織全体に周知されているこ

とを確実にする。また，社長は第４条（保安に関す

る組織）に定める組織以外の全社組織による，「Z-

10 職制および職務権限規程」に基づく保安活動へ

の支援を確実にする。なお，組織の要員は，自らの

職務の範囲において，保安活動の内容について説明

する責任を有する。 

5.5 責任，権限及びコミュニケーション 

5.5.1 責任及び権限 

社長は，全社規程である「Z-10 職制および職務権

限規程」を踏まえ，保安活動を実施するための責任

及び権限が組織全体に周知されていることを確実に

する。また，社長は「２．適用範囲」に定める組織

以外の全社組織による，「Z-10 職制および職務権

限規程」に基づく保安活動への支援を確実にする。

なお，組織の要員は，自らの職務の範囲において，

本品質保証計画に基づく活動について説明する責任

を有する。 

 

－ 

（管理責任者）  

第十四条  経営責任者は、品質管理監督システム

を管理監督する責任者（以下「管理責任者」とい

う。）に、次に掲げる業務に係る責任及び権限を与

えなければならない。  

5.5.2 管理責任者 

(1) 社長は，内部監査室長及び原子力・立地本部長

を管理責任者に任命し，与えられている他の責任と

かかわりなく，次に示す責任及び権限を与える。 

(2) 内部監査室長の管理責任者としての責任及び権

5.5.2 管理責任者 

(1) 社長は，内部監査室長及び原子力・立地本部長

を管理責任者に任命し，与えられている他の責任と

かかわりなく，次に示す責任及び権限を与える。 

(2) 内部監査室長の管理責任者としての責任及び権

－ 
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品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

一  プロセスが確立され、実施されるとともに、

その実効性が維持されているようにすること。  

二  品質管理監督システムの実施状況及びその改

善の必要性について経営責任者に報告すること。  

三  部門において、関係法令を遵守することその

他原子力の安全を確保することについての認識が向

上するようにすること。  

 

限 

a) 内部監査プロセスを通じて，品質マネジメント

システムに必要なプロセスの確立，実施及び維持を

確実にする。 

b) 内部監査プロセスを通じて，品質マネジメント

システムの成果を含む実施状況及び改善の必要性の

有無について，社長に報告する。 

c) 内部監査プロセスを通じて，組織全体にわたっ

て，関係法令の遵守及び原子力安全についての認識

を高めることを確実にする。 

(3) 原子力・立地本部長の管理責任者としての責任

及び権限 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロセス

（内部監査プロセスを除く。）の確立，実施及び維

持を確実にする。 

b) 品質マネジメントシステム（内部監査プロセス

を除く。）の成果を含む実施状況及び改善の必要性

の有無について，社長に報告する。 

c) 組織全体（内部監査室除く。）にわたって，関

係法令の遵守及び原子力安全についての認識を高め

ることを確実にする。 

限 

a) 内部監査プロセスを通じて，品質マネジメント

システムに必要なプロセスの確立，実施及び維持を

確実にする。 

b) 内部監査プロセスを通じて，品質マネジメント

システムの成果を含む実施状況及び改善の必要性の

有無について，社長に報告する。 

c) 内部監査プロセスを通じて，組織全体にわたっ

て，関係法令の遵守及び原子力安全についての認識

を高めることを確実にする。 

(3) 原子力・立地本部長の管理責任者としての責任

及び権限 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロセス

（内部監査プロセスを除く。）の確立，実施及び維

持を確実にする。 

b) 品質マネジメントシステム（内部監査プロセス

を除く。）の成果を含む実施状況及び改善の必要性

の有無について，社長に報告する。 

c) 組織全体（内部監査室除く。）にわたって，関

係法令の遵守及び原子力安全についての認識を高め

ることを確実にする。 

（プロセス責任者）  

第十五条  経営責任者は、プロセスを管理監督す

る責任者（以下「プロセス責任者」という。）に、

次に掲げる業務に係る責任及び権限を与えなければ

ならない。  

一  プロセス責任者が管理する個別業務のプロセ

スが確立され、実施されるとともに、その実効性が

維持されているようにすること。  

二  プロセス責任者が管理する個別業務に従事す

る職員の個別業務等要求事項についての認識が向上

するようにすること。  

三  プロセス責任者が管理する個別業務の実績に

関する評価を行うこと。  

四  安全文化を醸成するための活動を促進するこ 

と。 

5.5.3 プロセス責任者 

社長は，プロセス責任者に対し，所掌する業務に関

して，次に示す責任及び権限を与えることを確実に

する。 

a) プロセスが確立され，実施されるとともに，有

効性を継続的に改善する。 

b) 業務に従事する要員の，業務・原子炉施設に対

する要求事項についての認識を高める。 

c) 成果を含む実施状況について評価する（5.4.1

及び 8.2.3 参照）。 

d) 安全文化を醸成するための活動を促進する。 

5.5.3 プロセス責任者 

社長は，プロセス責任者に対し，所掌する業務に関

して，次に示す責任及び権限を与えることを確実に

する。 

a) プロセスが確立され，実施されるとともに，有

効性を継続的に改善する。 

b) 業務に従事する要員の，業務・原子炉施設に対

する要求事項についての認識を高める。 

c) 成果を含む実施状況について評価する（5.4.1 及

び 8.2.3 参照）。 

d) 安全文化を醸成するための活動を促進する。 

－ 

（内部情報伝達）  

第十六条  経営責任者は、適切に情報の伝達が行

5.5.4 内部コミュニケーション 

 社長は，組織内にコミュニケーションのための適

5.5.4 内部コミュニケーション 

 社長は，組織内にコミュニケーションのための適

－ 



Q4 添付表－１ 

 

 

品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

われる仕組みが確立されているようにするととも

に、情報の伝達が品質管理監督システムの実効性に

注意を払いつつ行われるようにしなければならな

い。  

切なプロセスが確立されることを確実にする。ま

た，マネジメントレビューや原子力発電保安委員会

等を通じて，品質マネジメントシステムの有効性に

関しての情報交換が行われることを確実にする。 

切なプロセスが確立されることを確実にする。ま

た，マネジメントレビューや原子力発電保安委員会

等を通じて，品質マネジメントシステムの有効性に

関しての情報交換が行われることを確実にする。 

（経営責任者照査）  

第十七条  経営責任者は、品質管理監督システム

について、その妥当性及び実効性の維持を確認する

ための照査（品質管理監督システム、品質方針及び

品質目標の改善の余地及び変更の必要性の評価を含

む。以下「経営責任者照査」という。）を、あらか

じめ定めた間隔で行わなければならない。  

２  発電用原子炉設置者は、経営責任者照査の結

果の記録を作成し、これを管理しなければならな

い。  

 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1) 社長は，組織の品質マネジメントシステムが，

引き続き，適切，妥当かつ有効であることを確実に

するために，「NI-18 マネジメントレビュー実施基

本マニュアル」に基づき，品質マネジメントシステ

ムをレビューする。なお，必要に応じて随時実施す

る。 

(2) このレビューでは，品質マネジメントシステム

の改善の機会の評価，並びに品質方針及び品質目標

を含む品質マネジメントシステムの変更の必要性の

評価も行う。 

(3) マネジメントレビューの結果の記録を維持する

（4.2.4 参照）。 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1) 社長は，組織の品質マネジメントシステムが，

引き続き，適切，妥当かつ有効であることを確実に

するために，「NI-18 マネジメントレビュー実施基

本マニュアル」に基づき，品質マネジメントシステ

ムをレビューする。なお，必要に応じて随時実施す

る。 

(2) このレビューでは，品質マネジメントシステム

の改善の機会の評価，並びに品質方針及び品質目標

を含む品質マネジメントシステムの変更の必要性の

評価も行う。 

(3) マネジメントレビューの結果の記録を維持する

(4.2.4 参照) 。 

－ 

（経営責任者照査に係るプロセス入力情報）  

第十八条  発電用原子炉設置者は、次に掲げるプ

ロセス入力情報によって経営責任者照査を行わなけ

ればならない。  

一  監査の結果  

二  発電用原子炉施設の外部の者からの意見  

三  プロセスの実施状況  

四  発電用原子炉施設の検査の結果  

五  品質目標の達成状況  

六  安全文化を醸成するための活動の実施状況  

七  関係法令の遵守状況  

八  是正処置（不適合（要求事項に適合しない状

態をいう。以下同じ。）に対する再発防止のために

行う是正に関する処置をいう。以下同じ。）及び予

防処置（生じるおそれのある不適合を防止するため

の予防に関する処置をいう。以下同じ。）の状況  

九  従前の経営責任者照査の結果を受けて講じた

措置  

十  品質管理監督システムに影響を及ぼすおそれ

のある変更  

5.6.2 マネジメントレビューへのインプット 

マネジメントレビューへのインプットには，次の情

報を含む。 

a) 監査の結果 

b) 原子力安全の達成に関する外部の受け止め方 

c) プロセスの成果を含む実施状況（品質目標の達

成状況を含む。）並びに検査及び試験の結果 

d) 予防処置及び是正処置の状況 

e) 安全文化を醸成するための活動の実施状況 

f) 関係法令の遵守状況 

g) 前回までのマネジメントレビューの結果に対す

るフォローアップ 

h) 品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能

性のある変更 

i) 改善のための提案 

 

5.6.2 マネジメントレビューへのインプット 

マネジメントレビューへのインプットには，次の情

報を含む。 

a) 監査の結果 

b) 原子力安全の達成に関する外部の受け止め方 

c) プロセスの成果を含む実施状況（品質目標の達

成状況を含む。）並びに検査及び試験の結果 

d) 予防処置及び是正処置の状況 

e) 安全文化を醸成するための活動の実施状況 

f) 関係法令の遵守状況 

g) 前回までのマネジメントレビューの結果に対す

るフォローアップ 

h) 品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能

性のある変更 

i) 改善のための提案 

 

－ 
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品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

十一  部門又は職員等からの改善のための提案  

 

（経営責任者照査に係るプロセス出力情報）  

第十九条  発電用原子炉設置者は、経営責任者照

査から次に掲げる事項に係る情報を得て、所要の措

置を講じなければならない。  

一  品質管理監督システム及びプロセスの実効性

の維持に必要な改善  

二  個別業務に関する計画及び個別業務の実施に

関連する保安活動の改善  

三  品質管理監督システムの妥当性及び実効性の

維持を確保するために必要な資源  

5.6.3 マネジメントレビューからのアウトプット 

(1) マネジメントレビューからのアウトプットに

は，次の事項に関する決定及び処置すべてを含め

る。 

a) 品質マネジメントシステム及びそのプロセスの

有効性の改善 

b) 業務の計画及び実施にかかわる改善 

c) 資源の必要性 

5.6.3 マネジメントレビューからのアウトプット 

(1) マネジメントレビューからのアウトプットに

は，次の事項に関する決定及び処置すべてを含め

る。 

a) 品質マネジメントシステム及びそのプロセスの

有効性の改善 

b) 業務の計画及び実施にかかわる改善 

c) 資源の必要性 

－ 

第四章 資源の管理監督  

（資源の確保）  

第二十条  発電用原子炉設置者は、保安のために

必要な資源を明確にし、確保しなければならない。 

6. 資源の運用管理 

6.1 資源の提供 

 組織は，人的資源，原子炉施設，作業環境を含

め，原子力安全に必要な資源を提供する。 

6. 資源の運用管理 

6.1 資源の提供 

 組織は，人的資源，原子炉施設，作業環境を含

め，原子力安全に必要な資源を提供する。 

－ 

（職員）  

第二十一条  発電用原子炉設置者は、職員に、次

に掲げる要件を満たしていることをもってその能力

が実証された者を充てなければならない。  

一  適切な教育訓練を受けていること。  

二  所要の技能及び経験を有していること。  

6.2 人的資源 

6.2.1 一般 

 原子力安全の達成に影響がある業務に従事する要

員は，適切な教育，訓練，技能及び経験を判断の根

拠として力量を有する。 

 

6.2 人的資源 

6.2.1 一般 

 原子力安全の達成に影響がある業務に従事する要

員は，適切な教育，訓練，技能及び経験を判断の根

拠として力量を有する。 

－ 

（教育訓練等）  

第二十二条  発電用原子炉設置者は、次に掲げる

業務を行わなければならない。  

一  職員にどのような能力が必要かを明確にする

こと。  

二  職員の教育訓練の必要性を明らかにするこ

と。  

三  前号の教育訓練の必要性を満たすために教育

訓練その他の措置を講ずること。  

四  前号の措置の実効性を評価すること。  

五  職員が、品質目標の達成に向けて自らの個別

業務の関連性及び重要性を認識するとともに、自ら

の貢献の方途を認識しているようにすること。  

六  職員の教育訓練、技能及び経験について適切

な記録を作成し、これを管理すること。  

 

6.2.2 力量，教育・訓練及び認識 

 組織は，次の事項を「NH-20 教育及び訓練基本マ

ニュアル」に従って実施する。 

a) 原子力安全の達成に影響がある業務に従事する

要員に必要な力量を明確にする。 

b) 該当する場合には（必要な力量が不足している

場合には），その必要な力量に到達することができ

るように教育・訓練を行うか，又は他の処置をと

る。 

c) 教育・訓練又は他の処置の有効性を評価する。 

d) 組織の要員が，自らの活動のもつ意味及び重要

性を認識し，品質目標の達成に向けて自らがどのよ

うに貢献できるかを認識することを確実にする。 

e) 教育，訓練，技能及び経験について該当する記

録を維持する（4.2.4 参照）。 

6.2.2 力量，教育・訓練及び認識 

 組織は，次の事項を「NH-20 教育及び訓練基本マ

ニュアル」に従って実施する。 

a) 原子力安全の達成に影響がある業務に従事する

要員に必要な力量を明確にする。 

b) 該当する場合には（必要な力量が不足している

場合には），その必要な力量に到達することが 

できるように教育・訓練を行うか，又は他の処置を

とる。 

c) 教育・訓練又は他の処置の有効性を評価する。 

d) 組織の要員が，自らの活動のもつ意味及び重要

性を認識し，品質目標の達成に向けて自らがどのよ

うに貢献できるかを認識することを確実にする。 

e) 教育，訓練，技能及び経験について該当する記

録を維持する(4.2.4 参照)。 

－ 
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品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

（業務運営基盤）  

第二十三条  発電用原子炉設置者は、保安のため

に必要な業務運営基盤（個別業務に必要な施設、設

備及びサービスの体系をいう。）を明確にして、こ

れを維持しなければならない。  

 

 

 

6.3 原子炉施設およびインフラストラクチャー 

 組織は，原子力安全の達成のために必要な原子炉

施設を「NM-55 保守管理基本マニュアル」に基づき

明確にし，維持管理する。また，原子力安全の達成

のために必要な原子炉施設を維持するためのインフ

ラストラクチャーを関連するマニュアル等にて明確

にし，維持する。 

6.3 原子炉施設およびインフラストラクチャー 

 組織は，原子力安全の達成のために必要な原子炉

施設を「NM-55 保守管理基本マニュアル」に基づき

明確にし，維持管理する。また，原子力安全の達成

のために必要な原子炉施設を維持するためのインフ

ラストラクチャーを関連するマニュアル等にて明確

にし，維持する。 

－ 

（作業環境）  

第二十四条  発電用原子炉設置者は、保安のため

に必要な作業環境を明確にして、これを管理監督し

なければならない。  

 

6.4 作業環境 

 組織は，放射線に関する作業環境を基本とし，異

物管理や火気管理等の作業安全に関する作業環境を

含め，原子力安全の達成のために必要な作業環境を

関連するマニュアル等にて明確にし，運営管理す

る。 

6.4 作業環境 

 組織は，放射線に関する作業環境を基本とし，異

物管理や火気管理等の作業安全に関する作業環境を

含め，原子力安全の達成のために必要な作業環境を

関連するマニュアル等にて明確にし，運営管理す

る。 

－ 

第五章 個別業務に関する計画の策定及び個別業務

の実施  

（個別業務に必要なプロセスの計画）  

第二十五条  発電用原子炉設置者は、個別業務に

必要なプロセスについて、計画を策定するととも

に、確立しなければならない。  

２  発電用原子炉設置者は、前項の規定により策

定された計画（以下「個別業務計画」という。）

と、個別業務に係るプロセス以外のプロセスに係る

要求事項との整合性を確保しなければならない。  

３  発電用原子炉設置者は、個別業務計画の策定

を行うに当たっては、次に掲げる事項を適切に明確

化しなければならない。  

一  個別業務又は発電用原子炉施設に係る品質目

標及び個別業務等要求事項  

二  所要のプロセス、品質管理監督文書及び資源

であって、個別業務又は発電用原子炉施設に固有の

もの  

三  所要の検証、妥当性確認、監視測定並びに検

査及び試験（以下「検査試験」という。）であっ

て、当該個別業務又は発電用原子炉施設に固有のも

の及び個別業務又は発電用原子炉施設の適否を決定

するための基準（以下「適否決定基準」という。）  

四  個別業務又は発電用原子炉施設に係るプロセ

7. 業務の計画及び実施 

7.1 業務の計画 

(1) 組織は，保安活動に必要な業務のプロセスを計

画し，運転管理（緊急時の措置含む），燃料管理，

放射性廃棄物管理，放射線管理，保守管理，関係法

令の遵守及び安全文化醸成活動の各基本マニュアル

等に定める。また，各基本マニュアル等に基づき，

業務に必要なプロセスを計画し，構築する。 

(2) 業務の計画は，品質マネジメントシステムのそ

の他のプロセスの要求事項と整合をとる（4.1 参

照）。 

(3) 組織は，業務の計画に当たって，次の各事項に

ついて適切に明確化する。 

a) 業務・原子炉施設に対する品質目標及び要求事

項 

b) 業務・原子炉施設に特有な，プロセス及び文書

の確立の必要性，並びに資源の提供の必要性 

c) その業務・原子炉施設のための検証，妥当性確

認，監視，測定，検査及び試験活動，並びにこれら

の合否判定基準 

d) 業務・原子炉施設のプロセス及びその結果が，

要求事項を満たしていることを実証するために必要

な記録（4.2.4 参照）  

(4) この業務の計画のアウトプットは，組織の運営

7. 業務の計画及び実施 

7.1 業務の計画 

(1) 組織は，保安活動に必要な業務のプロセスを計

画し，運転管理（緊急時の措置含む），燃料管理，

放射性廃棄物管理，放射線管理，保守管理，関係法

令の遵守及び安全文化醸成活動の各基本マニュアル

等に定める。また，各基本マニュアル等に基づき，

業務に必要なプロセスを計画し，構築する。 

(2) 業務の計画は，品質マネジメントシステムのそ

の他のプロセスの要求事項と整合をとる（4.1 参

照）。 

(3) 組織は，業務の計画に当たって，次の各事項に

ついて適切に明確化する。 

a) 業務・原子炉施設に対する品質目標及び要求事

項 

b) 業務・原子炉施設に特有な，プロセス及び文書

の確立の必要性，並びに資源の提供の必要性 

c) その業務・原子炉施設のための検証，妥当性確

認，監視，測定，検査及び試験活動，並びにこれら

の合否判定基準 

d) 業務・原子炉施設のプロセス及びその結果が，

要求事項を満たしていることを実証するために必要

な記録(4.2.4 参照)  

(4) この業務の計画のアウトプットは，組織の運営

－ 



Q4 添付表－１ 

 

 

品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

ス及びその結果が個別業務等要求事項に適合してい

ることを実証するために必要な記録  

 

４  発電用原子炉設置者は、個別業務計画の策定

に係るプロセス出力情報を、作業方法に見合う形式

によるものとしなければならない。  

 

 

方法に適した形式にする。 

 

方法に適した形式にする。 

（個別業務等要求事項の明確化）  

第二十六条  発電用原子炉設置者は、次に掲げる

事項を個別業務等要求事項として明確にしなければ

ならない。  

一  発電用原子炉施設の外部の者が明示してはい

ないものの、個別業務又は発電用原子炉施設に必要

な要求事項であって既知のもの  

二  関係法令のうち、当該個別業務又は発電用原

子炉施設に関するもの  

三  その他発電用原子炉設置者が明確にした要求

事項  

 

7.2 業務・原子炉施設に対する要求事項に関するプ

ロセス 

7.2.1 業務・原子炉施設に対する要求事項の明確化 

 組織は，次の事項を「業務の計画」（7.1 参照）

において明確にする。 

a) 業務・原子炉施設に適用される法令・規制要求

事項 

b) 明示されてはいないが，業務・原子炉施設に不

可欠な要求事項 

c) 組織が必要と判断する追加要求事項すべて 

7.2 業務・原子炉施設に対する要求事項に関するプ

ロセス 

7.2.1 業務・原子炉施設に対する要求事項の明確化 

 組織は，次の事項を「業務の計画」（7.1 参照）

において明確にする。 

a) 業務・原子炉施設に適用される法令・規制要求

事項 

b) 明示されてはいないが，業務・原子炉施設に不

可欠な要求事項 

c) 組織が必要と判断する追加要求事項すべて 

－ 

（個別業務等要求事項の照査）  

第二十七条  発電用原子炉設置者は、個別業務の

実施又は発電用原子炉施設の使用に当たって、あら

かじめ、個別業務等要求事項の照査を実施しなけれ

ばならない。  

２  発電用原子炉設置者は、前項の照査を実施す

るに当たっては、次に掲げる事項を確認しなければ

ならない。  

一  当該個別業務又は発電用原子炉施設に係る個

別業務等要求事項が定められていること。  

二  当該個別業務又は発電用原子炉施設に係る個

別業務等要求事項が、あらかじめ定められた個別業

務等要求事項と相違する場合においては、当該相違

点が解明されていること。  

三  発電用原子炉設置者が、あらかじめ定められ

た要求事項に適合する能力を有していること。  

３  発電用原子炉設置者は、第一項の照査の結果

に係る記録及び当該照査の結果に基づき講じた措置

7.2.2 業務・原子炉施設に対する要求事項のレビュ

ー 

(1) 組織は，「NI-12 文書及び記録管理基本マニュ

アル」に基づき，業務・原子炉施設に対する要求事

項をレビューする。このレビューは，その要求事項

を適用する前に実施する。 

(2) レビューでは，次の事項を確実にする。 

a) 業務・原子炉施設に対する要求事項が定められ

ている。 

b) 業務・原子炉施設に対する要求事項が以前に提

示されたものと異なる場合には，それについて解決

されている。 

c) 組織が，定められた要求事項を満たす能力をも

っている。 

(3) このレビューの結果の記録，及びそのレビュー

を受けてとられた処置の記録を維持する（4.2.4 参

照）。 

(4) 業務・原子炉施設に対する要求事項が書面で示

7.2.2 業務・原子炉施設に対する要求事項のレビュ

ー 

(1) 組織は，「NI-12 文書及び記録管理基本マニュ

アル」に基づき，業務・原子炉施設に対する要求事

項をレビューする。このレビューは，その要求事項

を適用する前に実施する。 

(2) レビューでは，次の事項を確実にする。 

a) 業務・原子炉施設に対する要求事項が定められ

ている。 

b) 業務・原子炉施設に対する要求事項が以前に提

示されたものと異なる場合には，それについて解決

されている。 

c) 組織が，定められた要求事項を満たす能力をも

っている。 

(3) このレビューの結果の記録，及びそのレビュー

を受けてとられた処置の記録を維持する(4.2.4 参

照)。 

(4) 業務・原子炉施設に対する要求事項が書面で示

－ 



Q4 添付表－１ 

 

 

品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

に係る記録を作成し、これを管理しなければならな

い。  

４  発電用原子炉設置者は、個別業務等要求事項

が変更された場合においては、関連する文書が改訂

されるようにするとともに、関連する職員に対し変

更後の個別業務等要求事項が周知されるようにしな

ければならない。  

 

されない場合には，組織はその要求事項を適用する

前に確認する。 

(5) 業務・原子炉施設に対する要求事項が変更され

た場合には，組織は，関連する文書を修正する。ま

た，変更後の要求事項が，関連する要員に理解され

ていることを確実にする。 

 

されない場合には，組織はその要求事項を適用する

前に確認する。 

(5) 業務・原子炉施設に対する要求事項が変更され

た場合には，組織は，関連する文書を修正する。ま

た，変更後の要求事項が，関連する要員に理解され

ていることを確実にする。 

（発電用原子炉施設の外部の者との情報の伝達）  

第二十八条  発電用原子炉設置者は、発電用原子

炉施設の外部の者との情報の伝達のために実効性の

ある方法を明らかにして、これを実施しなければな

らない。  

7.2.3 外部とのコミュニケーション 

 組織は，原子力安全に関して外部とのコミュニケ

ーションを図るための効果的な方法を「NM-21 外部

コミュニケーション基本マニュアル」にて明確に

し，実施する。 

7.2.3 外部とのコミュニケーション 

 組織は，原子力安全に関して外部とのコミュニケ

ーションを図るための効果的な方法を「NM-21 外部

コミュニケーション基本マニュアル」にて明確に

し，実施する。 

－ 

（設計開発計画）  

第二十九条  発電用原子炉設置者は、設計開発

（発電用原子炉施設に必要な要求事項を考慮し、発

電用原子炉施設の仕様を定めることをいう。以下同

じ。）の計画（以下「設計開発計画」という。）を

策定するとともに、設計開発を管理しなければなら

ない。  

２  発電用原子炉設置者は、設計開発計画の策定

において、次に掲げる事項を明確にしなければなら

ない。  

一  設計開発の段階  

二  設計開発の各段階それぞれにおいて適切な照

査、検証及び妥当性確認  

三  設計開発に係る部門及び職員の責任（保安活

動の内容について説明する責任を含む。）及び権限  

３  発電用原子炉設置者は、実効性のある情報の

伝達並びに責任及び権限の明確な割当てがなされる

ようにするために、設計開発に関与する各者間の連

絡を管理監督しなければならない。  

４  発電用原子炉設置者は、第一項の規定により

策定された設計開発計画を、設計開発の進行に応じ

適切に更新しなければならない。  

7.3 設計・開発 

 組織は，原子炉施設を対象として，「NE-16 設計

管理基本マニュアル」に基づき設計・開発の管理を

実施する。 

7.3.1 設計・開発の計画 

(1) 組織は，原子炉施設の設計・開発の計画を策定

し，管理する。 

(2) 設計・開発の計画において，組織は次の事項を

明確にする。 

a) 設計・開発の段階 

b) 設計・開発の各段階に適したレビュー，検証及

び妥当性確認 

c) 設計・開発に関する責任（保安活動の内容につ

いて説明する責任を含む。）及び権限 

(3) 組織は，効果的なコミュニケーション並びに責

任及び権限の明確な割当てを確実にするために，設

計・開発に関与するグループ間のインタフェースを

運営管理する。 

(4) 設計・開発の進行に応じて，策定した計画を適

切に更新する。 

7.3 設計・開発 

 組織は，原子炉施設を対象として，「NE-16 設計

管理基本マニュアル」に基づき設計・開発の管理を

実施する。 

 

7.3.1 設計・開発の計画 

(1) 組織は，原子炉施設の設計・開発の計画を策定

し，管理する。 

(2) 設計・開発の計画において，組織は次の事項を

明確にする。 

a) 設計・開発の段階 

b) 設計・開発の各段階に適したレビュー，検証及

び妥当性確認 

c) 設計・開発に関する責任（保安活動の内容につ

いて説明する責任を含む。）及び権限 

(3) 組織は，効果的なコミュニケーション並びに責

任及び権限の明確な割当てを確実にするために，設

計・開発に関与するグループ間のインタフェースを

運営管理する。 

(4) 設計・開発の進行に応じて，策定した計画を適

切に更新する。 

－ 

（設計開発に係るプロセス入力情報）  

第三十条  発電用原子炉設置者は、発電用原子炉

施設に係る要求事項に関連した次に掲げる設計開発

7.3.2 設計・開発へのインプット 

(1) 原子炉施設の要求事項に関連するインプットを

明確にし，記録を維持する（4.2.4 参照）。インプ

7.3.2 設計・開発へのインプット 

(1) 原子炉施設の要求事項に関連するインプットを

明確にし，記録を維持する(4.2.4 参照)。インプッ

－ 
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品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

に係るプロセス入力情報を明確にするとともに、当

該情報に係る記録を作成し、これを管理しなければ

ならない。  

一  意図した使用方法に応じた機能又は性能に係

る発電用原子炉施設に係る要求事項  

二  従前の類似した設計開発から得られた情報で

あって、当該設計開発へのプロセス入力情報として

適用可能なもの  

三  関係法令  

四  その他設計開発に必須の要求事項  

２  発電用原子炉設置者は、設計開発に係るプロ

セス入力情報について、その妥当性を照査し、承認

しなければならない。  

ットには次の事項を含める。 

a) 機能及び性能に関する要求事項 

b) 適用される法令・規制要求事項 

c) 適用可能な場合には，以前の類似した設計から

得られた情報 

d) 設計・開発に不可欠なその他の要求事項 

(2) 原子炉施設の要求事項に関連するインプットに

ついては，その適切性をレビューし，承認する。要

求事項は，漏れがなく，あいまい（曖昧）でなく，

相反することがないようにする。 

トには次の事項を含める。 

a) 機能及び性能に関する要求事項 

b) 適用される法令・規制要求事項 

c) 適用可能な場合には，以前の類似した設計から

得られた情報 

d) 設計・開発に不可欠なその他の要求事項 

(2) 原子炉施設の要求事項に関連するインプットに

ついては，その適切性をレビューし，承認する。要

求事項は，漏れがなく，あいまい(曖昧)でなく，相

反することがないようにする。 

（設計開発に係るプロセス出力情報）  

第三十一条  発電用原子炉設置者は、設計開発に

係るプロセス出力情報を、設計開発に係るプロセス

入力情報と対比した検証を可能とする形式により保

有しなければならない。  

２  発電用原子炉設置者は、設計開発からプロセ

スの次の段階に進むことを承認するに当たり、あら

かじめ、当該設計開発に係るプロセス出力情報を承

認しなければならない。  

３  発電用原子炉設置者は、設計開発に係るプロ

セス出力情報を、次に掲げる条件に適合するものと

しなければならない。  

一  設計開発に係るプロセス入力情報たる要求事

項に適合するものであること。  

二  調達、個別業務の実施及び発電用原子炉施設

の使用のために適切な情報を提供するものであるこ

と。  

三  適否決定基準を含むものであること。  

四  発電用原子炉施設の安全かつ適正な使用方法

に不可欠な当該発電用原子炉施設の特性を規定して

いるものであること。  

7.3.3 設計・開発からのアウトプット 

(1) 設計・開発からのアウトプットは，設計・開発

へのインプットと対比した検証を行うのに適した形

式とする。また，リリース前に，承認を受ける。 

(2) 設計・開発からのアウトプットは次の状態とす

る。 

a) 設計・開発へのインプットで与えられた要求事

項を満たす。 

b) 調達，業務の実施（原子炉施設の使用を含

む。）に対して適切な情報を提供する。 

c) 関係する検査及び試験の合否判定基準を含む

か，又はそれを参照している。 

d) 安全な使用及び適正な使用に不可欠な原子炉施

設の特性を明確にする。 

7.3.3 設計・開発からのアウトプット 

(1) 設計・開発からのアウトプットは，設計・開発

へのインプットと対比した検証を行うのに適した形

式とする。また，リリース前に，承認を受ける。 

(2) 設計・開発からのアウトプットは次の状態とす

る。 

a) 設計・開発へのインプットで与えられた要求事

項を満たす。 

b) 調達，業務の実施（原子炉施設の使用を含

む。）に対して適切な情報を提供する。 

c) 関係する検査及び試験の合否判定基準を含む

か，又はそれを参照している。 

d) 安全な使用及び適正な使用に不可欠な原子炉施

設の特性を明確にする。 

－ 

（設計開発照査）  

第三十二条  発電用原子炉設置者は、設計開発に

ついて、その適切な段階において、設計開発計画に

従って、次に掲げる事項を目的とした体系的な照査

7.3.4 設計・開発のレビュー 

(1) 設計・開発の適切な段階において，次の事項を

目的として，計画されたとおりに（7.3.1 参照）体

系的なレビューを行う。 

7.3.4 設計・開発のレビュー 

(1) 設計・開発の適切な段階において，次の事項を

目的として，計画されたとおりに(7.3.1 参照)体系

的なレビューを行う。 

－ 
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品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

（以下「設計開発照査」という。）を実施しなけれ

ばならない。  

一  設計開発の結果が要求事項に適合することが

できるかどうかについて評価すること。  

二  設計開発に問題がある場合においては、当該

問題の内容を識別できるようにするとともに、必要

な措置を提案すること。  

 

２  発電用原子炉設置者は、設計開発照査に、当

該照査の対象となっている設計開発段階に関連する

部門の代表者及び当該設計開発に係る専門家を参加

させなければならない。  

３  発電用原子炉設置者は、設計開発照査の結果

の記録及び当該結果に基づき所要の措置を講じた場

合においては、その記録を作成し、これを管理しな

ければならない。  

a) 設計・開発の結果が，要求事項を満たせるかど

うかを評価する。 

b) 問題を明確にし，必要な処置を提案する。 

(2) レビューへの参加者には，レビューの対象とな

っている設計・開発段階に関連する部門を代表する

者及び当該設計・開発に係る専門家を含める。この

レビューの結果の記録，及び必要な処置があればそ

の記録を維持する（4.2.4 参照）。 

a) 設計・開発の結果が，要求事項を満たせるかど

うかを評価する。 

b) 問題を明確にし，必要な処置を提案する。 

(2) レビューへの参加者には，レビューの対象とな

っている設計・開発段階に関連する部門を代表する

者及び当該設計・開発に係る専門家を含める。この

レビューの結果の記録，及び必要な処置があればそ

の記録を維持する(4.2.4 参照)。 

（設計開発の検証）  

第三十三条  発電用原子炉設置者は、設計開発に

係るプロセス出力情報が当該設計開発に係るプロセ

ス入力情報たる要求事項に適合している状態を確保

するために、設計開発計画に従って検証を実施しな

ければならない。この場合において、設計開発計画

に従ってプロセスの次の段階に進む場合には、要求

事項に対する適合性の確認をしなければならない。  

２  発電用原子炉設置者は、前項の検証の結果の

記録（当該検証結果に基づき所要の措置を講じた場

合においては、その記録を含む。）を作成し、これ

を管理しなければならない。  

３  発電用原子炉設置者は、当該設計開発に係る

部門又は職員に第一項の検証をさせてはならない。  

7.3.5 設計・開発の検証 

(1) 設計・開発からのアウトプットが，設計・開発

へのインプットで与えられている要求事項を満たし

ていることを確実にするために，計画されたとおり

に（7.3.1 参照）検証を実施する。この検証の結果

の記録，及び必要な処置があればその記録を維持す

る（4.2.4 参照）。 

(2) 設計・開発の検証は，原設計者以外の者又はグ

ループが実施する。 

7.3.5 設計・開発の検証 

(1) 設計・開発からのアウトプットが，設計・開発

へのインプットで与えられている要求事項を満たし

ていることを確実にするために，計画されたとおり

に(7.3.1 参照)検証を実施する。この検証の結果の

記録，及び必要な処置があればその記録を維持する

(4.2.4 参照)。 

(2) 設計・開発の検証は，原設計者以外の者又はグ

ループが実施する。 

－ 

（設計開発の妥当性確認）  

第三十四条  発電用原子炉設置者は、発電用原子

炉施設を、規定された性能、使用目的又は意図した

使用方法に係る要求事項に適合するものとするため

に、当該発電用原子炉施設に係る設計開発計画に従

って、当該設計開発の妥当性確認（以下この条にお

いて「設計開発妥当性確認」という。）を実施しな

ければならない。  

7.3.6 設計・開発の妥当性確認 

(1) 結果として得られる原子炉施設が，指定された

用途又は意図された用途に応じた要求事項を満たし

得ることを確実にするために，計画した方法

（7.3.1 参照）に従って，設計・開発の妥当性確認

を実施する。 

(2) 実行可能な場合にはいつでも，原子炉施設の使

用前に，妥当性確認を完了する。 

7.3.6 設計・開発の妥当性確認 

(1) 結果として得られる原子炉施設が，指定された

用途又は意図された用途に応じた要求事項を満たし

得ることを確実にするために，計画した方法(7.3.1

参照)に従って，設計・開発の妥当性確認を実施す

る。 

(2) 実行可能な場合にはいつでも，原子炉施設の使

用前に，妥当性確認を完了する。 

－ 



Q4 添付表－１ 

 

 

品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

２  発電用原子炉設置者は、発電用原子炉施設を

使用するに当たり、あらかじめ、設計開発妥当性確

認を完了しなければならない。ただし、当該発電用

原子炉施設の設置の後でなければ妥当性確認を行う

ことができない場合においては、当該発電用原子炉

施設の使用を開始する前に、設計開発妥当性確認を

行わなければならない。  

 

３  発電用原子炉設置者は、設計開発妥当性確認

の結果の記録及び当該妥当性確認の結果に基づき所

要の措置を講じた場合においては、その記録を作成

し、これを管理しなければならない。  

(3) 妥当性確認の結果の記録，及び必要な処置があ

ればその記録を維持する（4.2.4 参照）。 

(3) 妥当性確認の結果の記録，及び必要な処置があ

ればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 

（設計開発の変更の管理）  

第三十五条  発電用原子炉設置者は、設計開発の

変更を行った場合においては、当該変更の内容を識

別できるようにするとともに、当該変更に係る記録

を作成し、これを管理しなければならない。  

２  発電用原子炉設置者は、設計開発の変更を実

施するに当たり、あらかじめ、照査、検証及び妥当

性確認を適切に行い、承認しなければならない。  

３  発電用原子炉設置者は、設計開発の変更の照

査の範囲を、当該変更が発電用原子炉施設に及ぼす

影響の評価（当該発電用原子炉施設を構成する材料

又は部品に及ぼす影響の評価を含む。）を含むもの

としなければならない。  

４  発電用原子炉設置者は、第二項の規定による

変更の照査の結果に係る記録（当該照査結果に基づ

き所要の措置を講じた場合においては、その記録を

含む。）を作成し、これを管理しなければならな

い。  

 

7.3.7 設計・開発の変更管理 

(1) 設計・開発の変更を明確にし，記録を維持する

（4.2.4 参照）。 

(2) 変更に対して，レビュー，検証及び妥当性確認

を適切に行い，その変更を実施する前に承認する。 

(3) 設計・開発の変更のレビューには，その変更

が，当該の原子炉施設を構成する要素及び関連する

原子炉施設に及ぼす影響の評価を含める。 

(4) 変更のレビューの結果の記録，及び必要な処置

があればその記録を維持する（4.2.4 参照）。 

7.3.7 設計・開発の変更管理 

(1) 設計・開発の変更を明確にし，記録を維持する

(4.2.4 参照)。 

(2) 変更に対して，レビュー，検証及び妥当性確認

を適切に行い，その変更を実施する前に承認する。 

(3) 設計・開発の変更のレビューには，その変更

が，当該の原子炉施設を構成する要素及び関連する

原子炉施設に及ぼす影響の評価（当該原子炉施設を

構成する材料又は部品に及ぼす影響の評価を含

む。）を含める。 

(4) 変更のレビューの結果の記録，及び必要な処置

があればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

「品質管理技術基準規則」の反映 

（調達プロセス）  

第三十六条  発電用原子炉設置者は、外部から調

達する物品又は役務（以下「調達物品等」とい

う。）が、自らの規定する調達物品等に係る要求事

項（以下「調達物品等要求事項」という。）に適合

するようにしなければならない。  

２  発電用原子炉設置者は、調達物品等の供給者

7.4 調達 

組織は，「NE-14 調達管理基本マニュアル」及び

「NC-15 原子燃料調達基本マニュアル」に基づき調

達を実施する。 

7.4.1 調達プロセス 

(1) 組織は，規定された調達要求事項に，調達製品

が適合することを確実にする。 

7.4 調達 

組織は，「NE-14 調達管理基本マニュアル」及び

「NC-15 原子燃料調達基本マニュアル」に基づき調

達を実施する。 

7.4.1 調達プロセス 

(1) 組織は，規定された調達要求事項に，調達製品

が適合することを確実にする。 

－ 



Q4 添付表－１ 

 

 

品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

及び調達物品等に適用される管理の方法及び程度

を、当該調達物品等が個別業務又は発電用原子炉施

設に及ぼす影響に応じて定めなければならない。  

３  発電用原子炉設置者は、調達物品等要求事項

に従って、調達物品等を供給する能力を根拠として

調達物品等の供給者を評価し、選定しなければなら

ない。  

 

４  発電用原子炉設置者は、調達物品等の供給者

の選定、評価及び再評価に係る判定基準を定めなけ

ればならない。  

５  発電用原子炉設置者は、第三項の評価の結果

に係る記録（当該評価結果に基づき所要の措置を講

じた場合においては、その記録を含む。）を作成

し、これを管理しなければならない。  

６  発電用原子炉設置者は、調達物品等を調達す

る場合には、個別業務計画において、適切な調達の

実施に必要な事項（当該調達物品等の調達後におけ

るこれらの維持又は運用に必要な技術情報（保安に

係るものに限る。）の取得及び当該情報を他の発電

用原子炉設置者と共有するために必要な措置に関す

る事項を含む。）及びこれが確実に守られるよう管

理する方法を定めなければならない。  

(2) 供給者及び調達製品に対する管理の方式及び程

度は，調達製品が原子力安全に及ぼす影響に応じて

定める。 

(3) 組織は，供給者が組織の要求事項に従って調達

製品を供給する能力を判断の根拠として，供給者を

評価し，選定する。選定，評価及び再評価の基準を

定める。 

(4) 評価の結果の記録，及び評価によって必要とさ

れた処置があればその記録を維持する（4.2.4 参

照）。 

(5) 組織は，調達製品の調達後における，維持又は

運用に必要な保安に係る技術情報を取得するための

方法及びそれらを他の原子炉設置者と共有する場合

に必要な措置に関する方法を定める。 

(2) 供給者及び調達製品に対する管理の方式及び程

度は，調達製品が原子力安全に及ぼす影響に応じて

定める。 

(3) 組織は，供給者が組織の要求事項に従って調達

製品を供給する能力を判断の根拠として，供給者を

評価し，選定する。選定，評価及び再評価の基準を

定める。 

(4) 評価の結果の記録，及び評価によって必要とさ

れた処置があればその記録を維持する(4.2.4 参

照)。 

(5) 組織は，調達製品の調達後における，維持又は

運用に必要な保安に係る技術情報を取得するための

方法及びそれらを他の原子炉設置者と共有する場合

に必要な措置に関する方法を定める。 

（調達物品等要求事項）  

第三十七条  発電用原子炉設置者は、調達物品等

に関する情報に、次に掲げる調達物品等要求事項の

うち該当するものを含めなければならない。  

一  調達物品等の供給者の業務の手順及びプロセ

ス並びに設備に係る要求事項  

二  調達物品等の供給者の職員の適格性の確認に

係る要求事項  

三  調達物品等の供給者の品質管理監督システム

に係る要求事項  

四  調達物品等の不適合の報告及び処理に係る要

求事項  

五  安全文化を醸成するための活動に関する必要

な要求事項  

六  その他調達物品等に関し必要な事項  

7.4.2 調達要求事項 

(1) 調達要求事項では調達製品に関する要求事項を

明確にし，必要な場合には，次の事項のうち該当す

る事項を含める。 

a) 製品，手順，プロセス及び設備の承認に関する

要求事項 

b) 要員の適格性確認に関する要求事項 

c) 品質マネジメントシステムに関する要求事項 

d) 不適合の報告及び処理に関する要求事項 

e) 安全文化を醸成するための活動に関する必要な

要求事項 

(2) 組織は，供給者に伝達する前に，規定した調達

要求事項が妥当であることを確実にする。 

(3) 組織は，調達製品を受領する場合には，調達製

品の供給者に対し，調達要求事項への適合状況を記

7.4.2 調達要求事項 

(1) 調達要求事項では調達製品に関する要求事項を

明確にし，必要な場合には，次の事項のうち該当す

る事項を含める。 

a) 製品，手順，プロセス及び設備の承認に関する

要求事項 

b) 要員の適格性確認に関する要求事項 

c) 品質マネジメントシステムに関する要求事項 

d) 不適合の報告及び処理に関する要求事項 

e) 安全文化を醸成するための活動に関する必要な

要求事項 

(2) 組織は，供給者に伝達する前に，規定した調達

要求事項が妥当であることを確実にする。 

(3) 組織は，調達製品を受領する場合には，調達製

品の供給者に対し，調達要求事項への適合状況を記

－ 
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品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

２  発電用原子炉設置者は、調達物品等の供給者

に対し調達物品等に関する情報を提供するに当た

り、あらかじめ、当該調達物品等要求事項の妥当性

を確認しなければならない。  

３  発電用原子炉設置者は、調達物品等を受領す

る場合には、調達物品等の供給者に対し、調達物品

等要求事項への適合状況を記録した文書を提出させ

なければならない。  

録した文書を提出させる。 録した文書を提出させる。 

（調達物品等の検証）  

第三十八条  発電用原子炉設置者は、調達物品等

が調達物品等要求事項に適合しているようにするた

めに必要な検査試験その他の個別業務を定め、実施

しなければならない。  

２  発電用原子炉設置者は、調達物品等の供給者

の施設において調達物品等の検証を実施することと

したときは、当該検証の実施要領及び調達物品等の

供給者からの出荷の可否の決定の方法を、前条の調

達物品等要求事項の中で明確にしなければならな

い。  

7.4.3 調達製品の検証 

(1) 組織は，調達製品が，規定した調達要求事項を

満たしていることを確実にするために，必要な検査

又はその他の活動を定めて，実施する。 

(2) 組織が，供給者先で検証を実施することにした

場合には，組織は，その検証の要領及び調達製品の

リリースの方法を調達要求事項の中に明確にする。 

7.4.3 調達製品の検証 

(1) 組織は，調達製品が，規定した調達要求事項を

満たしていることを確実にするために，必要な検査

又はその他の活動を定めて，実施する。 

(2) 組織が，供給者先で検証を実施することにした

場合には，組織は，その検証の要領及び調達製品の

リリースの方法を調達要求事項の中に明確にする。 

－ 

（個別業務の管理）  

第三十九条  発電用原子炉設置者は、個別業務

を、次に掲げる管理条件（個別業務の内容等から該

当しないと認められる管理条件を除く。）の下で実

施しなければならない。  

一  保安のために必要な情報が利用できる体制に

あること。  

二  手順書が利用できる体制にあること。  

三  当該個別業務に見合う設備を使用しているこ

と。  

四  監視測定のための設備が利用できる体制にあ

り、かつ、当該設備を使用していること。  

五  第四十九条の規定に基づき監視測定を実施し

ていること。  

六  この規則の規定に基づき、プロセスの次の段

階に進むことの承認を行っていること。 

7.5 業務の実施 

7.5.1 業務の管理 

組織は，「業務の計画」（7.1 参照）に基づき業務

を管理された状態で実施する。管理された状態に

は，次の事項のうち該当するものを含む。 

a) 原子力安全との係わりを述べた情報が利用でき

る。 

b) 必要に応じて，作業手順が利用できる。 

c) 適切な設備を使用している。 

d) 監視機器及び測定機器が利用でき，使用してい

る。 

e) 監視及び測定が実施されている。 

f) 業務のリリースが実施されている。 

7.5 業務の実施 

7.5.1 業務の管理 

組織は，「業務の計画」（7.1 参照）に基づき業務

を管理された状態で実施する。管理された状態に

は，次の事項のうち該当するものを含む。 

a) 原子力安全との係わりを述べた情報が利用でき

る。 

b) 必要に応じて，作業手順が利用できる。 

c) 適切な設備を使用している。 

d) 監視機器及び測定機器が利用でき，使用してい

る。 

e) 監視及び測定が実施されている。 

f) 業務のリリースが実施されている。 

－ 

（個別業務の実施に係るプロセスの妥当性確認）  

第四十条  発電用原子炉設置者は、個別業務の実

施に係るプロセスについて、それ以降の監視測定で

7.5.2 業務の実施に関するプロセスの妥当性確認 

(1) 業務の実施の過程で結果として生じるアウトプ

ットが，それ以降の監視又は測定で検証することが

7.5.2 業務の実施に関するプロセスの妥当性確認 

(1) 業務の実施の過程で結果として生じるアウトプ

ットが，それ以降の監視又は測定で検証することが

－ 
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品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

は当該プロセスの結果であるプロセス出力情報を検

証することができない場合（個別業務が実施された

後にのみ不具合が明らかになる場合を含む。）にお

いては、妥当性確認を行わなければならない。  

２  発電用原子炉設置者は、前項のプロセスが第

二十五条第一項の計画に定めた結果を得ることがで

きることを、妥当性確認によって実証しなければな

らない。  

３  発電用原子炉設置者は、第一項の規定により

妥当性確認の対象とされたプロセスについて、次に

掲げる事項を明らかにしなければならない。ただ

し、当該プロセスの内容等から該当しないと認めら

れる事項を除く。  

一  当該プロセスの照査及び承認のための判定基

準  

二  設備の承認及び職員の適格性の確認  

三  方法及び手順  

四  第七条に規定する記録に係る要求事項  

五  再妥当性確認（個別業務に関する手順を変更

した場合等において、再度妥当性確認を行うことを

いう。） 

  

不可能で，その結果，業務が実施された後でしか不

具合が顕在化しない場合には，組織は，その業務の

該当するプロセスの妥当性確認を行う。 

(2) 妥当性確認によって，これらのプロセスが計画

どおりの結果を出せることを実証する。 

(3) 組織は，これらのプロセスについて，次の事項

のうち該当するものを含んだ手続きを確立する。 

a) プロセスのレビュー及び承認のための明確な基

準 

b) 設備の承認及び要員の適格性確認 

c) 所定の方法及び手順の適用 

d) 記録に関する要求事項（4.2.4 参照） 

e) 妥当性の再確認 

不可能で，その結果，業務が実施された後でしか不

具合が顕在化しない場合には，組織は，その業務の

該当するプロセスの妥当性確認を行う。 

(2) 妥当性確認によって，これらのプロセスが計画

どおりの結果を出せることを実証する。 

(3) 組織は，これらのプロセスについて，次の事項

のうち該当するものを含んだ手続きを確立する。 

a) プロセスのレビュー及び承認のための明確な基

準 

b) 設備の承認及び要員の適格性確認 

c) 所定の方法及び手順の適用 

d) 記録に関する要求事項(4.2.4 参照) 

e) 妥当性の再確認 

（識別）  

第四十一条  発電用原子炉設置者は、個別業務に

関する計画及び個別業務の実施に係る全てのプロセ

スにおいて、適切な手段により個別業務及び発電用

原子炉施設を識別しなければならない。  

 

7.5.3 識別及びトレーサビリティ 

(1) 必要な場合には，組織は，業務の計画及び実施

の全過程において適切な手段で業務・原子炉施設を

識別する。 

(2) 組織は，業務の計画及び実施の全過程におい

て，監視及び測定の要求事項に関連して，業務・原

子炉施設の状態を識別する。 

7.5.3 識別及びトレーサビリティ 

(1) 必要な場合には，組織は，業務の計画及び実施

の全過程において適切な手段で業務・原子炉施設を

識別する。 

(2) 組織は，業務の計画及び実施の全過程におい

て，監視及び測定の要求事項に関連して，業務・原

子炉施設の状態を識別する。 

－ 

（追跡可能性の確保）  

第四十二条  発電用原子炉設置者は、追跡可能性

（履歴、適用又は所在を追跡できる状態にあること

をいう。）の確保が個別業務等要求事項である場合

においては、個別業務又は発電用原子炉施設を識別

し、これを記録するとともに、当該記録を管理しな

ければならない。 

  

(3) トレーサビリティが要求事項となっている場合

には，組織は，業務・原子炉施設について一意の識

別を管理し，記録を維持する（4.2.4 参照）。 

 

(3) トレーサビリティが要求事項となっている場合

には，組織は，業務・原子炉施設について一意の識

別を管理し，記録を維持する(4.2.4 参照)。 

－ 

（発電用原子炉施設の外部の者の物品）  7.5.4 組織外の所有物 7.5.4 組織外の所有物 － 
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品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

第四十三条  発電用原子炉設置者は、発電用原子

炉施設の外部の者の物品を所持している場合におい

ては、必要に応じ、当該物品に関する記録を作成

し、これを管理しなければならない。 

  

組織は，組織外の所有物について，それが組織の管

理下にある間，注意を払い，必要に応じて記録を維

持する（4.2.4 参照）。 

組織は，組織外の所有物について，それが組織の管

理下にある間，注意を払い，必要に応じて記録を維

持する(4.2.4 参照)。 

（調達物品の保持）  

第四十四条  発電用原子炉設置者は、調達した物

品が使用されるまでの間、当該物品の状態を保持

（識別、取扱い、包装、保管及び保護を含む。）し

なければならない。  

 

7.5.5 調達製品の保存 

組織は，関連するマニュアル等に基づき，調達製品

の検証後，受入から据付（使用）までの間，要求事

項への適合を維持するように調達製品を保存する。

この保存には，該当する場合，識別，取扱い，包

装，保管及び保護を含める。保存は，取替品，予備

品にも適用する。 

7.5.5 調達製品の保存 

 組織は，関連するマニュアル等に基づき，調達製

品の検証後，受入から据付(使用)までの間，要求事

項への適合を維持するように調達製品を保存する。

この保存には，該当する場合，識別，取扱い，包

装，保管及び保護を含める。保存は，取替品，予備

品にも適用する。 

－ 

（監視測定のための設備の管理）  

第四十五条  発電用原子炉設置者は、個別業務等

要求事項への適合性の実証に必要な監視測定及び当

該監視測定のための設備を明確にしなければならな

い。  

２  発電用原子炉設置者は、監視測定について、

実施可能であり、かつ、当該監視測定に係る要求事

項と整合性のとれた方法で実施しなければならな

い。  

３  発電用原子炉設置者は、監視測定の結果の妥

当性を確保するために必要な場合においては、監視

測定のための設備を、次に掲げる条件に適合するも

のとしなければならない。  

一  あらかじめ定めた間隔で、又は使用の前に、

計量の標準（当該標準が存在しない場合において

は、校正又は検証の根拠について記録すること。）

まで追跡することが可能な方法により校正又は検証

がなされていること。  

二  所要の調整又は再調整がなされていること。  

三  校正の状態が明確になるよう、識別されてい

ること。  

四  監視測定の結果を無効とする操作から保護さ

れていること。  

五  取扱い、維持及び保管の間、損傷及び劣化か

ら保護されていること。  

４  発電用原子炉設置者は、監視測定のための設

7.6 監視機器及び測定機器の管理 

(1) 業務・原子炉施設に対する要求事項への適合性

を実証するために，組織は，実施すべき監視及び測

定並びに，そのために必要な監視機器及び測定機器

を関連するマニュアル等に定める。 

(2) 組織は，監視及び測定の要求事項との整合性を

確保できる方法で監視及び測定が実施できることを

確実にするプロセスを確立し，関連するマニュアル

等に定める。 

(3) 測定値の正当性が保証されなければならない場

合には，測定機器に関し，「NM-55 保守管理基本マ

ニュアル」に基づき，次の事項を満たす。 

a) 定められた間隔又は使用前に，国際又は国家計

量標準にトレーサブルな計量標準に照らして校正若

しくは検証，又はその両方を行う。そのような標準

が存在しない場合には，校正又は検証に用いた基準

を記録する（4.2.4 参照）。 

  b) 機器の調整をする，又は必要に応じて再調整

する。 

  c) 校正の状態を明確にするために識別を行う。 

d) 測定した結果が無効になるような操作ができな

いようにする。 

e) 取扱い，保守及び保管において，損傷及び劣化

しないように保護する。 

さらに，測定機器が要求事項に適合していないこと

が判明した場合には，組織は，その測定機器でそれ

7.6 監視機器及び測定機器の管理 

(1) 業務・原子炉施設に対する要求事項への適合性

を実証するために，組織は，実施すべき監視及び測

定並びに，そのために必要な監視機器及び測定機器

を関連するマニュアル等に定める。 

(2) 組織は，監視及び測定の要求事項との整合性を

確保できる方法で監視及び測定が実施できることを

確実にするプロセスを確立し，関連するマニュアル

等に定める。 

(3) 測定値の正当性が保証されなければならない場

合には，測定機器に関し，「NM-55 保守管理基本マ

ニュアル」に基づき，次の事項を満たす。 

a) 定められた間隔又は使用前に，国際又は国家計

量標準にトレーサブルな計量標準に照らして校正若

しくは検証，又はその両方を行う。そのような標準

が存在しない場合には，校正又は検証に用いた基準

を記録する(4.2.4 参照)。 

b) 機器の調整をする，又は必要に応じて再調整す

る。 

c) 校正の状態を明確にするために識別を行う。 

d) 測定した結果が無効になるような操作ができな

いようにする。 

e) 取扱い，保守及び保管において，損傷及び劣化

しないように保護する。 

  さらに，測定機器が要求事項に適合していないこ

とが判明した場合には，組織は，その測定機器でそ

－ 
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品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

備に係る要求事項への不適合が判明した場合におい

ては、従前の監視測定の結果の妥当性を評価し、こ

れを記録しなければならない。  

５  発電用原子炉設置者は、前項の場合におい

て、当該監視測定のための設備及び前項の不適合に

より影響を受けた個別業務又は発電用原子炉施設に

ついて、適切な措置を講じなければならない。 

  

６  発電用原子炉設置者は、監視測定のための設

備の校正及び検証の結果の記録を作成し、これを管

理しなければならない。  

７  発電用原子炉設置者は、個別業務等要求事項

の監視測定においてソフトウェアを使用することと

したときは、初回使用に当たり、あらかじめ、当該

ソフトウェアが意図したとおりに当該監視測定に適

用されていることを確認し、必要に応じ再確認を行

わなければならない。  

までに測定した結果の妥当性を評価し，記録する

（4.2.4 参照）。組織は，その機器，及び影響を受

けた業務・原子炉施設すべてに対して，適切な処置

をとる。校正及び検証の結果の記録を維持する

（4.2.4 参照）。 

(4) 規定要求事項にかかわる監視及び測定にコンピ

ュータソフトウェアを使う場合には，そのコンピュ

ータソフトウェアによって意図した監視及び測定が

できることを確認する。この確認は，最初に使用す

るのに先立って実施する。また，必要に応じて再確

認する。 

れまでに測定した結果の妥当性を評価し，記録する

(4.2.4 参照)。組織は，その機器，及び影響を受け

た業務・原子炉施設すべてに対して，適切な処置を

とる。校正及び検証の結果の記録を維持する(4.2.4

参照)。 

(4) 規定要求事項にかかわる監視及び測定にコンピ

ュータソフトウェアを使う場合には，そのコンピュ

ータソフトウェアによって意図した監視及び測定が

できることを確認する。この確認は，最初に使用す

るのに先立って実施する。また，必要に応じて再確

認する。 

第六章 監視測定、分析及び改善  

（監視測定、分析及び改善）  

第四十六条  発電用原子炉設置者は、次に掲げる

業務に必要な監視測定、分析及び改善に係るプロセ

スについて、計画を策定し（適用する検査試験の方

法（統計学的方法を含む。）及び当該方法の適用の

範囲の明確化を含む。）、実施しなければならな

い。  

一  個別業務等要求事項への適合性を実証するこ

と。  

二  品質管理監督システムの適合性を確保し、実

効性を維持すること。  

8. 評価及び改善 

8.1 一般 

(1) 組織は，次の事項のために必要となる監視，測

定，分析及び改善のプロセスを計画し，実施する。 

a) 業務・原子炉施設に対する要求事項への適合を

実証する。 

b) 品質マネジメントシステムの適合性を確実にす

る。 

c) 品質マネジメントシステムの有効性を継続的に

改善する。 

(2) これには，統計的手法を含め，適用可能な方

法，及びその使用の程度を決定することを含める。 

8. 評価及び改善 

8.1 一般 

(1) 組織は，次の事項のために必要となる監視，測

定，分析及び改善のプロセスを計画し，実施する。 

a) 業務・原子炉施設に対する要求事項への適合を

実証する。 

b) 品質マネジメントシステムの適合性を確実にす

る。 

c) 品質マネジメントシステムの有効性を継続的に

改善する。 

(2) これには，統計的手法を含め，適用可能な方

法，及びその使用の程度を決定することを含める。 

－ 

（発電用原子炉施設の外部の者からの意見）  

第四十七条  発電用原子炉設置者は、品質管理監

督システムの実施状況の監視測定の一環として、保

安の確保に対する発電用原子炉施設の外部の者の意

見を把握しなければならない。  

２  発電用原子炉設置者は、前項の意見の把握及

び当該意見の反映に係る方法を明確にしなければな

らない。  

8.2 監視及び測定 

8.2.1 原子力安全の達成 

  組織は，品質マネジメントシステムの成果を含む

実施状況の測定の一つとして，原子力安全を達成し

ているかどうかに関して外部がどのように受けとめ

ているかについての情報を監視する。この情報の入

手及び使用の方法を「NM-21 外部コミュニケーショ

ン基本マニュアル」に定める。 

8.2 監視及び測定 

8.2.1 原子力安全の達成 

  組織は，品質マネジメントシステムの成果を含む

実施状況の測定の一つとして，原子力安全を達成し

ているかどうかに関して外部がどのように受けとめ

ているかについての情報を監視する。この情報の入

手及び使用の方法を「NM-21 外部コミュニケーショ

ン基本マニュアル」に定める。 

－ 

（内部監査）  8.2.2 内部監査 8.2.2 内部監査 － 
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第四十八条  発電用原子炉設置者は、品質管理監

督システムが次に掲げる要件に適合しているかどう

かを明確にするために、あらかじめ定めた間隔で、

客観的な評価を行う部門又は発電用原子炉施設の外

部の者による内部監査を実施しなければならない。  

一  個別業務計画、この規則の規定及び当該品質

管理監督システムに係る要求事項に適合しているこ

と。  

二  実効性のある実施及び維持がなされているこ

と。  

２  発電用原子炉設置者は、内部監査の対象とな

るプロセス、領域の状態及び重要性並びに従前の監

査の結果を考慮して、内部監査実施計画を策定しな

ければならない。  

３  発電用原子炉設置者は、内部監査の判定基

準、範囲、頻度及び方法を定めなければならない。  

４  発電用原子炉設置者は、内部監査を行う職員

（以下「内部監査員」という。）の選定及び内部監

査の実施においては、客観性及び公平性を確保しな

ければならない。  

５  発電用原子炉設置者は、内部監査員に自らの

個別業務を内部監査させてはならない。  

６  発電用原子炉設置者は、内部監査実施計画の

策定及び実施並びに内部監査結果の報告及び記録の

管理について、その責任及び権限並びに要求事項を

手順書の中で定めなければならない。  

７  発電用原子炉設置者は、内部監査された領域

に責任を有する管理者に、発見された不適合及び当

該不適合の原因を除去するための措置を遅滞なく講

じさせるとともに、当該措置の検証を行わせ、その

結果を報告させなければならない。  

(1) 組織のうち客観的な評価を行う部門は，品質マ

ネジメントシステムの次の事項が満たされているか

否かを明確にするために，あらかじめ定められた間

隔で「AM-19 原子力品質監査基本マニュアル」に基

づき内部監査を実施する。 

a) 品質マネジメントシステムが，業務の計画（7.1

参照）に適合しているか，JEAC4111 の要求事項に

適合しているか，及び組織が決めた品質マネジメン

トシステム要求事項に適合しているか。 

b) 品質マネジメントシステムが効果的に実施さ

れ，維持されているか。 

(2) 組織は，監査の対象となるプロセス及び領域の

状態及び重要性，並びにこれまでの監査結果を考慮

して，監査プログラムを策定する。監査の基準，範

囲，頻度及び方法を規定する。監査員の選定及び監

査の実施においては，監査プロセスの客観性及び公

平性を確保する。監査員は自らの業務を監査しな

い。 

(3) 監査の計画及び実施，記録の作成及び結果の報

告に関する責任及び権限，並びに要求事項を「AM-

19 原子力品質監査基本マニュアル」に定める。 

(4) 監査及びその結果の記録を維持する（4.2.4 参

照）。 

(5) 監査された領域に責任をもつ管理者は，検出さ

れた不適合及びその原因を除去するために遅滞な

く，必要な修正及び是正処置すべてがとられること

を確実にする。フォローアップには，とられた処置

の検証及び検証結果の報告を含める（8.5.2 参

照）。 

(1) 組織のうち客観的な評価を行う部門は，品質マ

ネジメントシステムの次の事項が満たされているか

否かを明確にするために，あらかじめ定められた間

隔で「AM-19 原子力品質監査基本マニュアル」に基

づき内部監査を実施する。 

a) 品質マネジメントシステムが，業務の計画(7.1

参照)に適合しているか，JEAC4111 の要求事項に適

合しているか，及び組織が決めた品質マネジメント

システム要求事項に適合しているか。 

b) 品質マネジメントシステムが効果的に実施さ

れ，維持されているか。 

(2) 組織は，監査の対象となるプロセス及び領域の

状態及び重要性，並びにこれまでの監査結果を考慮

して，監査プログラムを策定する。監査の基準，範

囲，頻度及び方法を規定する。監査員の選定及び監

査の実施においては，監査プロセスの客観性及び公

平性を確保する。監査員は自らの業務を監査しな

い。 

(3) 監査の計画及び実施，記録の作成及び結果の報

告に関する責任及び権限，並びに要求事項を「AM-

19 原子力品質監査基本マニュアル」に定める。 

(4) 監査及びその結果の記録を維持する(4.2.4 参

照)。 

(5) 監査された領域に責任をもつ管理者は，検出さ

れた不適合及びその原因を除去するために遅滞な

く，必要な修正及び是正処置すべてがとられること

を確実にする。フォローアップには，とられた処置

の検証及び検証結果の報告を含める(8.5.2 参照)。 

（プロセスの監視測定）  

第四十九条  発電用原子炉設置者は、プロセスの

監視測定を行う場合においては、当該プロセスの監

視測定に見合う監視測定の方法を適用しなければな

らない。  

２  発電用原子炉設置者は、前項の監視測定の方

法により、プロセスが第十二条第一項及び第二十五

8.2.3 プロセスの監視及び測定 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムのプロセス

の監視，及び適用可能な場合に行う測定には，

「NI-17 セルフアセスメント実施基本マニュアル」

（第１０条（原子炉施設の定期的な評価）を含む）

に基づき，適切な方法を適用する。 

(2) これらの方法は，プロセスが計画どおりの結果

8.2.3 プロセスの監視及び測定 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムのプロセス

の監視，及び適用可能な場合に行う測定には，

「NI-17 セルフアセスメント実施基本マニュアル」

に基づき，適切な方法を適用する。 

(2) これらの方法は，プロセスが計画どおりの結果

を達成する能力があることを実証するものとする。 

－ 



Q4 添付表－１ 

 

 

品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

条第一項の計画に定めた結果を得ることができるこ

とを実証しなければならない。  

３  発電用原子炉設置者は、第十二条第一項及び

第二十五条第一項の計画に定めた結果を得ることが

できない場合においては、個別業務等要求事項の適

合性を確保するために、修正及び是正処置を適切に

講じなければならない。 

  

を達成する能力があることを実証するものとする。 

(3) 計画どおりの結果が達成できない場合には，適

切に，修正及び是正処置をとる。 

(3) 計画どおりの結果が達成できない場合には，適

切に，修正及び是正処置をとる。 

（発電用原子炉施設に対する検査試験）  

第五十条  発電用原子炉設置者は、発電用原子炉

施設が要求事項に適合していることを検証するため

に、発電用原子炉施設に対して検査試験を行わなけ

ればならない。  

２  発電用原子炉設置者は、前項の検査試験を、

個別業務計画及び第三十九条第一項第二号に規定す

る手順書に従って、個別業務の実施に係るプロセス

の適切な段階において行わなければならない。  

３  発電用原子炉設置者は、検査試験の適否決定

基準への適合性の証拠となる検査試験の結果に係る

記録等を作成し、これを管理しなければならない。  

４  発電用原子炉設置者は、プロセスの次の段階

に進むことの承認を行った者を特定する記録を作成

し、これを管理しなければならない。  

５  発電用原子炉設置者は、個別業務計画に基づ

く検査試験を支障なく完了するまでは、プロセスの

次の段階に進むことの承認をしてはならない。  

 

６  発電用原子炉設置者は、個別業務及び発電用

原子炉施設の重要度に応じて、検査試験を行う者を

定めなければならない。この場合において、検査試

験を行う者の独立性を考慮しなければならない。  

 

8.2.4 検査及び試験 

(1) 組織は，原子炉施設の要求事項が満たされてい

ることを検証するために，「NM-13 検査及び試験基

本マニュアル」及び「NM-51 運転管理基本マニュア

ル」に基づき，原子炉施設を検査及び試験する。検

査及び試験は，業務の計画（7.1 参照）に従って，

適切な段階で実施する。検査及び試験の合否判定基

準への適合の証拠を維持する（4.2.4 参照）。 

(2) 検査及び試験要員の独立の程度を定める。 

(3) リリース（次工程への引渡し）を正式に許可し

た人を記録する（4.2.4 参照）。 

(4) 業務の計画（7.1 参照）で決めた検査及び試験

が完了するまでは，当該原子炉施設を据え付けた

り，運転したりしない。ただし，当該の権限をもつ

者が承認したときは，この限りではない。 

8.2.4 検査及び試験 

(1) 組織は，原子炉施設の要求事項が満たされてい

ることを検証するために，「NM-13 検査及び試験基

本マニュアル」及び「NM-51 運転管理基本マニュア

ル」に基づき，原子炉施設を検査及び試験する。検

査及び試験は，業務の計画(7.1 参照)に従って，適

切な段階で実施する。検査及び試験の合否判定基準

への適合の証拠を維持する(4.2.4 参照)。 

(2) 検査及び試験要員の独立の程度を定める。 

(3) リリース(次工程への引渡し)を正式に許可した

人を記録する(4.2.4 参照)。 

(4) 業務の計画(7.1 参照)で決めた検査及び試験が

完了するまでは，当該原子炉施設を据え付けたり，

運転したりしない。ただし，当該の権限をもつ者が

承認したときは，この限りではない。 

－ 

（不適合の管理）  

第五十一条  発電用原子炉設置者は、要求事項に

適合しない個別業務又は発電用原子炉施設が放置さ

れることを防ぐよう、当該個別業務又は発電用原子

炉施設を識別し、これが管理されているようにしな

ければならない。  

8.3 不適合管理 

(1) 組織は，業務・原子炉施設に対する要求事項に

適合しない状況が放置されることを防ぐために，そ

れらを識別し，管理することを確実にする。 

(2) 不適合の処理に関する管理及びそれに関連する

責任及び権限を「NI-11 不適合管理及び是正処置・

8.3 不適合管理 

(1) 組織は，業務・原子炉施設に対する要求事項に

適合しない状況が放置されることを防ぐために，そ

れらを識別し，管理することを確実にする。 

(2) 不適合の処理に関する管理及びそれに関連する

責任及び権限を「NI-11 不適合管理及び是正処置・

－ 



Q4 添付表－１ 

 

 

品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

２  発電用原子炉設置者は、不適合の処理に係る

管理及びそれに関連する責任及び権限を手順書に定

めなければならない。  

３  発電用原子炉設置者は、次に掲げる方法のい

ずれかにより、不適合を処理しなければならない。  

一  発見された不適合を除去するための措置を講

ずること。  

 

二  個別業務の実施、発電用原子炉施設の使用又

はプロセスの次の段階に進むことの承認を行うこと

（以下「特別採用」という。）。  

三  本来の意図された使用又は適用ができないよ

うにするための措置を講ずること。  

四  個別業務の実施後に不適合を発見した場合に

おいては、その不適合による影響又は起こり得る影

響に対して適切な措置を講ずること。  

４  発電用原子炉設置者は、不適合の内容の記録

及び当該不適合に対して講じた措置（特別採用を含

む。）の記録を作成し、これを管理しなければなら

ない。  

５  発電用原子炉設置者は、不適合に対する修正

を行った場合においては、修正後の個別業務等要求

事項への適合性を実証するための再検証を行わなけ

ればならない。  

予防処置基本マニュアル」に規定する。 

(3) 該当する場合には，組織は，次の一つ又はそれ

以上の方法で，不適合を処理する。 

a) 検出された不適合を除去するための処置をと

る。 

b) 当該の権限をもつ者が，特別採用によって，そ

の使用，リリース，又は合格と判定することを正式

に許可する。 

c) 本来の意図された使用又は適用ができないよう

な処置をとる。 

d) 外部への引渡し後又は業務の実施後に不適合が

検出された場合には，その不適合による影響又は起

こり得る影響に対して適切な処置をとる。 

(4) 不適合に修正を施した場合には，要求事項への

適合を実証するための再検証を行う。 

(5) 不適合の性質の記録，及び不適合に対してとら

れた特別採用を含む処置の記録を維持する（4.2.4

参照）。 

(6) 組織は，原子炉施設の保安の向上を図る観点か

ら，｢NM-51-11 トラブル等の報告マニュアル｣に定

める公開基準に従い，不適合の内容をニューシアへ

登録することにより，情報の公開を行う。 

予防処置基本マニュアル」に規定する。 

(3) 該当する場合には，組織は，次の一つ又はそれ

以上の方法で，不適合を処理する。 

a) 検出された不適合を除去するための処置をと

る。 

b) 当該の権限をもつ者が，特別採用によって，そ

の使用，リリース，又は合格と判定することを正式

に許可する。 

c) 本来の意図された使用又は適用ができないよう

な処置をとる。 

d) 外部への引渡し後又は業務の実施後に不適合が

検出された場合には，その不適合による影響又は起

こり得る影響に対して適切な処置をとる。 

(4) 不適合に修正を施した場合には，要求事項への

適合を実証するための再検証を行う。 

(5) 不適合の性質の記録，及び不適合に対してとら

れた特別採用を含む処置の記録を維持する(4.2.4 参

照)。 

(6) 組織は，原子炉施設の保安の向上を図る観点か

ら，｢NM-51-11 トラブル等の報告マニュアル｣に定

める公開基準に従い，不適合の内容をニューシアへ

登録することにより，情報の公開を行う。 

（データの分析）  

第五十二条  発電用原子炉設置者は、品質管理監

督システムが適切かつ実効性のあるものであること

を実証するため、及びその品質管理監督システムの

実効性の改善の余地を評価するために、適切なデー

タ（監視測定の結果から得られたデータ及びそれ以

外の関連情報源からのデータを含む。）を明確に

し、収集し、及び分析しなければならない。  

２  発電用原子炉設置者は、前項のデータの分析

により、次に掲げる事項に係る情報を得なければな

らない。  

一  第四十七条第二項の規定による方法により収

集する発電用原子炉施設の外部の者からの意見  

二  個別業務等要求事項への適合性  

8.4 データの分析 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムの適切性及

び有効性を実証するため，また，品質マネジメント

システムの有効性の継続的な改善の可能性を評価す

るために，「NI-17 セルフアセスメント実施基本マ

ニュアル」に基づき，適切なデータを明確にし，そ

れらのデータを収集し，分析する。この中には，監

視及び測定の結果から得られたデータ並びにそれ以

外の該当する情報源からのデータを含める。 

(2) データの分析によって，次の事項に関連する情

報を提供する。 

a) 原子力安全の達成に関する外部の受けとめ方

（8.2.1 参照） 

b) 業務・原子炉施設に対する要求事項への適合

8.4 データの分析 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムの適切性及

び有効性を実証するため，また，品質マネジメント

システムの有効性の継続的な改善の可能性を評価す

るために，「NI-17 セルフアセスメント実施基本マ

ニュアル」に基づき，適切なデータを明確にし，そ

れらのデータを収集し，分析する。この中には，監

視及び測定の結果から得られたデータ並びにそれ以

外の該当する情報源からのデータを含める。 

(2) データの分析によって，次の事項に関連する情

報を提供する。 

a) 原子力安全の達成に関する外部の受けとめ方

(8.2.1 参照) 

b) 業務・原子炉施設に対する要求事項への適合

－ 



Q4 添付表－１ 

 

 

品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

三  プロセス、発電用原子炉施設の特性及び傾向

（予防処置を行う端緒となるものを含む。）  

四  調達物品等の供給者の供給能力  

 

（8.2.3 及び 8.2.4 参照） 

c) 予防処置の機会を得ることを含む，プロセス及

び原子炉施設の特性及び傾向（8.2.3 及び 8.2.4 参

照） 

d) 供給者の能力（7.4 参照） 

(8.2.3 及び 8.2.4 参照) 

c) 予防処置の機会を得ることを含む，プロセス及

び原子炉施設の特性及び傾向(8.2.3 及び 8.2.4 参

照) 

d) 供給者の能力(7.4 参照) 

（改善）  

第五十三条  発電用原子炉設置者は、その品質方

針、品質目標、内部監査の結果、データの分析、是

正処置、予防処置及び経営責任者照査の活用を通じ

て、品質管理監督システムの妥当性及び実効性を維

持するために変更が必要な事項を全て明らかにする

とともに、当該変更を実施しなければならない。  

 

8.5 改善 

8.5.1 継続的改善 

組織は，品質方針，品質目標，監査結果，データの

分析，是正処置，予防処置及びマネジメントレビュ

ーを通じて，品質マネジメントシステムの有効性を

継続的に改善する。 

8.5 改善 

8.5.1 継続的改善 

 組織は，品質方針，品質目標，監査結果，データ

の分析，是正処置，予防処置及びマネジメントレビ

ューを通じて，品質マネジメントシステムの有効性

を継続的に改善する。 

－ 

（是正処置）  

第五十四条  発電用原子炉設置者は、発見された

不適合による影響に照らし、適切な是正処置を講じ

なければならない。この場合において、原子力の安

全に影響を及ぼすものについては、発生した根本的

な原因を究明するために行う分析（以下「根本原因

分析」という。）を、手順を確立した上で、行わな

ければならない。  

２  発電用原子炉設置者は、次に掲げる要求事項

を規定した是正処置手順書を作成しなければならな

い。  

一  不適合の照査  

二  不適合の原因の明確化  

三  不適合が再発しないことを確保するための措

置の必要性の評価  

四  所要の是正処置（文書の更新を含む。）の明

確化及び実施  

 

五  是正処置に関し調査を行った場合において

は、その結果及び当該結果に基づき講じた是正処置

の結果の記録  

六  講じた是正処置及びその実効性についての照

査 

8.5.2 是正処置 

(1) 組織は，再発防止のため，「NI-11 不適合管理

及び是正処置・予防処置基本マニュアル」に基づ

き，不適合の原因を除去する処置をとる。 

(2) 是正処置は，検出された不適合のもつ影響に応

じたものとする。 

(3) 次の事項に関する要求事項（JEAC4111 附属書

「根本原因分析に関する要求事項」を含む。）を

「NI-11 不適合管理及び是正処置・予防処置基本マ

ニュアル」に規定する。 

a) 不適合のレビュー 

b) 不適合の原因の特定 

c) 不適合の再発防止を確実にするための処置の必

要性の評価 

d) 必要な処置の決定及び実施 

e) とった処置の結果の記録（4.2.4 参照） 

f) とった是正処置の有効性のレビュー 

 

8.5.2 是正処置 

(1) 組織は，再発防止のため，「NI-11 不適合管理

及び是正処置・予防処置基本マニュアル」に基づ

き，不適合の原因を除去する処置をとる。 

(2) 是正処置は，検出された不適合のもつ影響に応

じたものとする。 

(3) 次の事項に関する要求事項（JEAC4111 附属書

「根本原因分析に関する要求事項」を含む。）を

「NI-11 不適合管理及び是正処置・予防処置基本マ

ニュアル」に規定する。 

a) 不適合のレビュー 

b) 不適合の原因の特定 

c) 不適合の再発防止を確実にするための処置の必

要性の評価 

d) 必要な処置の決定及び実施 

e) とった処置の結果の記録(4.2.4 参照) 

f) とった是正処置の有効性のレビュー 

－ 

（予防処置）  

第五十五条  発電用原子炉設置者は、起こり得る

8.5.3 予防処置 

(1) 組織は，起こり得る不適合が発生することを防

8.5.3 予防処置 

(1) 組織は，起こり得る不適合が発生することを防

－ 



Q4 添付表－１ 

 

 

品質管理技術基準規則 
保安規定第２章第３条 

（H28.8.26 申請，H28.12.5 認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第２章第３条と工事計画届出書の 

品質保証計画との相違点 

問題の影響に照らし、適切な予防処置を明確にし

て、これを講じなければならない。この場合におい

て、自らの発電用原子炉施設における保安活動の実

施によって得られた知見のみならず他の施設から得

られた知見を適切に反映しなければならない。  

２  発電用原子炉設置者は、次に掲げる要求事項

（根本原因分析に係る要求事項を含む。）を定めた

予防処置手順書を作成しなければならない。  

一  起こり得る不適合及びその原因の明確化  

二  予防処置の必要性の評価  

三  所要の予防処置の明確化及び実施  

四  予防処置に関し調査を行った場合において

は、その結果及び当該結果に基づき講じた予防処置

の結果の記録  

五  講じた予防処置及びその実効性についての照

査 

止するために，保安活動の実施によって得られた知

見及び他の施設から得られた知見（BWR 事業者協議

会で取り扱う技術情報及びニューシア登録情報を含

む。）の活用を含め，「NI-11 不適合管理及び是正

処置・予防処置基本マニュアル」に基づき，その原

因を除去する処置を決める。この活用には，保安活

動の実施によって得られた知見を他の原子炉設置者

と共有することを含む。 

(2) 予防処置は，起こり得る問題の影響に応じたも

のとする。 

(3) 次の事項に関する要求事項（JEAC4111 附属書

「根本原因分析に関する要求事項」を含む。）を

「NI-11 不適合管理及び是正処置・予防処置基本マ

ニュアル」に規定する。 

a) 起こり得る不適合及びその原因の特定 

b) 不適合の発生を予防するための処置の必要性の

評価 

c) 必要な処置の決定及び実施 

d) とった処置の結果の記録（4.2.4 参照） 

e) とった予防処置の有効性のレビュー 

止するために，保安活動の実施によって得られた知

見及び他の施設から得られた知見（BWR 事業者協議

会で取り扱う技術情報及びニューシア登録情報を含

む。）の活用を含め，「NI-11 不適合管理及び是正

処置・予防処置基本マニュアル」に基づき，その原

因を除去する処置を決める。この活用には，保安活

動の実施によって得られた知見を他の原子炉設置者

と共有することを含む。 

(2) 予防処置は，起こり得る問題の影響に応じたも

のとする。 

(3) 次の事項に関する要求事項（JEAC4111 附属書

「根本原因分析に関する要求事項」を含む。）を

「NI-11 不適合管理及び是正処置・予防処置基本マ

ニュアル」に規定する。 

a) 起こり得る不適合及びその原因の特定 

b) 不適合の発生を予防するための処置の必要性の

評価 

c) 必要な処置の決定及び実施 

d) とった処置の結果の記録(4.2.4 参照) 

e) とった予防処置の有効性のレビュー 

 

 



Q4 添付表－２ 

 

新規制基準適用（H25.7.8 施行）前に工事計画書を申請，届出した「品質保証に関する説明書」と本工事計画届出書の品質保証計画の対比表 

新規制基準適用（H25.7.8 施行）前に工事計画書を申請、届出した「品質保証に関する説明書」 本工事計画届出書の品質保証計画 

【品質保証計画】 

1. 目的 

本品質保証に関する説明書は，福島第二原子力発電所（以下「発電所」という。）の安全を達成・維持・

向上させるため，「原子力発電所における安全のための品質保証規程(JEAC4111-2009)」（以下

「JEAC4111」という。）に従って，発電所における保安活動に係る品質マネジメントシステム（以下「品

質マネジメントシステム」という。）を確立し，実施し，評価確認し，継続的に改善することを目的とす

る。なお,本品質保証に関する説明書を見直した場合は、見直し後の内容に従う。 

 

2. 適用範囲 

 本品質保証に関する説明書の，図１に示す組織における発電所の保安活動に適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【品質保証計画】 

1. 目的 

福島第二原子力発電所（以下「発電所」という。）の安全を達成・維持・向上させるため，「原子力発電

所における安全のための品質保証規程(JEAC4111-2009)」（以下「JEAC4111」という。）に基づく品質マ

ネジメントシステムに，安全文化を醸成するための活動を行う仕組みを含めた，発電所における保安活動

に係る品質マネジメントシステム（以下「品質マネジメントシステム」という。）を確立し，実施し，評

価確認し，継続的に改善することを目的とする。 

 

2.適用範囲 

 本品質保証計画は，本申請以降に実施する品質保証活動に適用する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Q4 添付表－２ 

 

新規制基準適用（H25.7.8 施行）前に工事計画書を申請、届出した「品質保証に関する説明書」 本工事計画届出書の品質保証計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図１．保安に関する組織 

図１．保安に関する組織 
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新規制基準適用（H25.7.8 施行）前に工事計画書を申請、届出した「品質保証に関する説明書」 本工事計画届出書の品質保証計画 

3. 用語の定義 

 以下を除き JEAC4111 の定義に従う。 

 原子力発電施設：原子力発電所を構成する構築物，系統及び機器等の総称 

  原子力施設情報公開ライブラリー：原子力施設の事故又は故障等の情報並びに信頼性に関する情報を共

有し活用することにより，事故及び故障等の未然防止を図ることを目的として，一般社団法人 日本原子

力技術協会が運営するデータベースのことをいう。(以下「ニューシア」という。) 

BWR 事業者協議会：国内 BWR プラントの安全性，信頼性を向上させるために，電力会社とプラントメーカ

ーとの間で情報を共有し，必要な技術的検討を行う協議会のことをいう。 

 

4. 品質マネジメントシステム 

4.1 一般要求事項 

(1) 組織は，「Z-21 原子力品質保証規程」（4.2.2 参照）に従って，品質マネジメントシステムを確立

し，文書化し，実施し，かつ，維持する。また，その品質マネジメントシステムの有効性を継続的に

改善する。 

(2) 組織は，次の事項を実施する。 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロセス及びそれらの組織への適用を「Z-21 原子力品質保証

規程」に定める。 

  b) これらのプロセスの順序及び相互関係を図２のとおりとする。 

  c) これらのプロセスの運用及び管理のいずれもが効果的であることを確実にするために必要な判断

基準及び方法を明確にする。 

  d) これらのプロセスの運用及び監視を支援するために必要な資源及び情報を利用できることを確実

にする。 

  e) これらのプロセスを監視し，適用可能な場合には測定し，分析する。 

  f) これらのプロセスについて，計画どおりの結果を得るため，かつ，継続的改善を達成するために

必要な処置をとる。 

 

 

 

(3) 組織は，品質マネジメントシステムの運用において，発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分

類に関する審査指針（以下「重要度分類指針」という。）に基づく重要性を基本として，品質マネジ

メントシステム要求事項の適用の程度についてグレード分けを行う。また，グレード分けの決定に際

しては，重要度分類指針に基づく重要性に加えて必要に応じて以下の事項を考慮する。 

 

a) プロセス及び原子力発電施設の複雑性，独自性，又は斬新性の程度 

b) プロセス及び原子力発電施設の標準化の程度や記録のトレーサビリティの程度 

c) 検査又は試験による原子力安全に対する要求事項への適合性の検証可能性の程度 

d) 作業又は製造プロセス，要員，要領，及び装置等に対する特別な管理や検査の必要性の程度 

e) 運転開始後の原子力発電施設に対する保守，供用期間中検査及び取替えの難易度 

(4) 組織は，これらのプロセスを，「Z-21 原子力品質保証規程」に従って運営管理する。 

3.用語の定義 

以下を除き JEAC4111 の定義に従う。 

 

原子力施設情報公開ライブラリー：原子力施設の事故又は故障等の情報並びに信頼性に関する情報を共

有し活用することにより，事故及び故障等の未然防止を図ることを目的として，一般社団法人 原子力安

全推進協会が運営するデータベースのことをいう。（以下「ニューシア」という。） 

BWR 事業者協議会：国内 BWR プラントの安全性及び信頼性を向上させるために，電力会社とプラントメー

カーとの間で情報を共有し，必要な技術的検討を行う協議会のことをいう。 

 

4. 品質マネジメントシステム 

4.1 一般要求事項 

(1) 「図１．保安に関する組織」（以下「組織」という。）は，本品質保証計画に従って，品質マネジメ

ントシステムを確立し，文書化し，実施し，かつ，維持する。また，その品質マネジメントシステム

の有効性を継続的に改善する。 

(2) 組織は，次の事項を実施する。 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロセス及びそれらの組織への適用を「Z-21 原子力品質保証

規程」に定める。 

b) これらのプロセスの順序及び相互関係を「図２．品質マネジメントシステムにおけるプロセス間

の相互関係」のとおりとする。 

c) これらのプロセスの運用及び管理のいずれもが効果的であることを確実にするために必要な判断

基準及び方法を明確にする。  

d) これらのプロセスの運用及び監視を支援するために必要な資源及び情報を利用できることを確実

にする。 

e) これらのプロセスを監視し，適用可能な場合には測定し，分析する。 

f) これらのプロセスについて，計画どおりの結果を得るため，かつ，継続的改善を達成するために

必要な処置をとる。 

g) これらのプロセス及び組織を品質マネジメントシステムとの整合がとれたものにする。 

h）社会科学及び行動科学の知見を踏まえて，品質マネジメントシステムの運用を促進する。 

(3) 組織は，品質マネジメントシステムの運用において，発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分

類に関する審査指針（以下「重要度分類指針」という。）に基づく重要性を基本として，品質マネジ

メントシステム要求事項の適用の程度についてグレード分けを行う。また，これに基づき資源の適切

な配分を行う。なお，グレード分けの決定に際しては，重要度分類指針に基づく重要性に加えて必要

に応じて以下の事項を考慮する。 

a) プロセス及び原子炉施設の複雑性，独自性，又は斬新性の程度 

b) プロセス及び原子炉施設の標準化の程度や記録のトレーサビリティの程度 

c) 検査又は試験による原子力安全に対する要求事項への適合性の検証可能性の程度 

d) 作業又は製造プロセス，要員，要領，及び装置等に対する特別な管理や検査の必要性の程度 

e) 運転開始後の原子炉施設に対する保守，供用期間中検査及び取替えの難易度 

(4) 組織は，これらのプロセスを，本品質保証計画に従って運営管理する。 
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新規制基準適用（H25.7.8 施行）前に工事計画書を申請、届出した「品質保証に関する説明書」 本工事計画届出書の品質保証計画 

(5) 組織は，原子力安全の達成に影響を与えるプロセスをアウトソースすることを決めた場合には，

「7.4 調達」に従ってアウトソースしたプロセスの管理を確実にする。 

 

２．品質マネジメントシステムにおけるプロセス間の相互関係 

 

4.2 文書化に関する要求事項 

4.2.1 一般 

 品質マネジメントシステムの文書として以下の事項を含める。また，これらの文書体系を図３に，各マ

ニュアルと各条文の関連を c)及び d)の表に示す。なお，記録は適正に作成する。 

a) 文書化した，品質方針及び品質目標の表明 

b) 以下の品質マニュアル 

①Z-21 原子力品質保証規程 

c) JEAC4111 が要求する“文書化された手順”である以下の文書及び記録 

 

 

 

 

 

(5) 組織は，原子力安全の達成に影響を与えるプロセスをアウトソースすることを決めた場合には，

「7.4 調達」に従ってアウトソースしたプロセスの管理を確実にする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．品質マネジメントシステムにおけるプロセス間の相互関係 

 

 

4.2 文書化に関する要求事項 

4.2.1 一般 

品質マネジメントシステムの文書として以下の事項を含める。また，これらの文書体系を図３に，各マニ

ュアルと各条文の関連を c) 及び d)の表に示す。なお，記録は適正に作成する。 

a) 文書化した，品質方針及び品質目標の表明 

b) 原子力品質保証規程（Z-21） 

 

c) JEAC4111 が要求する“文書化された手順”である以下の文書及び記録 
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関連条項 名   称 文書番号 管理箇所 

4.2，7.2.2 文書及び記録管理基本マニュアル NQ-12 原子力品質・安全部 

8.2.2， 

8.5.1 
原子力品質監査基本マニュアル NA-19 原子力品質監査部 

8.3， 

8.5.1， 

8.5.2， 

8.5.3 

不適合管理及び是正処置・予防処置基

本マニュアル 
NQ-11 原子力品質・安全部 

 

d) 組織内のプロセスの効果的な計画，運用及び管理を確実に実施するために，必要と決定した記録を含

む文書 

①以下の文書 

関連条項 名   称 文書番号 管理箇所 

5.4.1，

8.2.3， 

8.4，8.5.1 

セルフアセスメント実施基本マニュアル NK-17 原子力・立地業務部 

5.5.3 保安管理基本マニュアル NM-24 原子力運営管理部 

5.6，8.5.1 
マネジメントレビュー実施基本マニュア

ル 
NK-18 原子力・立地業務部 

6.2 教育及び訓練基本マニュアル NK-20 原子力・立地業務部 

6.3，6.4， 

7.1，7.2.1， 

7.5，7.6 

運転管理基本マニュアル NM-51 原子力運営管理部 

燃料管理基本マニュアル NM-52 原子力運営管理部 

放射性廃棄物管理基本マニュアル NM-54 原子力運営管理部 

放射線管理基本マニュアル NM-53 原子力運営管理部 

保守管理基本マニュアル NM-55 原子力運営管理部 

7.2.3，8.2.1 外部コミュニケーション基本マニュアル NM-21 原子力運営管理部 

7.3 設計管理基本マニュアル NE-16 原子力設備管理部 

7.4 
調達管理基本マニュアル NE-14 原子力設備管理部 

原子燃料調達基本マニュアル NC-15 原子燃料サイクル部 

8.2.4 
検査及び試験基本マニュアル NM-13 原子力運営管理部 

運転管理基本マニュアル NM-51 原子力運営管理部 

 

 

②発電所品質保証計画書 

③要領，要項，手引等の手順書 

④部門作成文書 

⑤外部文書 

⑥上記①②③④⑤で規定する記録 

 

 

関連条項 名   称 文書番号 管理箇所 

4.2，7.2.2 文書及び記録管理基本マニュアル NI-12 原子力安全・統括部 

8.2.2， 

8.5.1 
原子力品質監査基本マニュアル AM-19 内部監査室 

8.3，

8.5.1， 

8.5.2，

8.5.3 

不適合管理及び是正処置・予防処置

基本マニュアル 
NI-11 原子力安全・統括部 

 

d) 組織内のプロセスの効果的な計画，運用及び管理を確実に実施するために，必要と決定した記録を含

む文書 

①以下の文書 

関連条項 名   称 文書番号 管理箇所 

5.4.1，8.2.3， 

8.4，8.5.1 
セルフアセスメント実施基本マニュアル NI-17 原子力安全・統括部 

5.5.4 保安管理基本マニュアル NM-24 原子力運営管理部 

5.6，8.5.1 
マネジメントレビュー実施基本マニュア

ル 
NI-18 原子力安全・統括部 

6.2 教育及び訓練基本マニュアル NH-20 
原子力人財育成センタ

ー 

6.3，6.4， 

7.1，7.2.1， 

7.5，7.6 

運転管理基本マニュアル NM-51 原子力運営管理部 

燃料管理基本マニュアル NM-52 原子力運営管理部 

放射性廃棄物管理基本マニュアル NM-54 原子力運営管理部 

放射線管理基本マニュアル NM-53 原子力運営管理部 

保守管理基本マニュアル NM-55 原子力運営管理部 

7.1，7.2.1, 

7.5 

法令等の遵守及び安全文化の醸成に係る

活動の手引き 
NI-Z09-1 原子力安全・統括部 

7.2.3，8.2.1 外部コミュニケーション基本マニュアル NM-21 原子力運営管理部 

7.3 設計管理基本マニュアル NE-16 原子力設備管理部 

7.4 
調達管理基本マニュアル NE-14 原子力設備管理部 

原子燃料調達基本マニュアル NC-15 原子燃料サイクル部 

8.2.4 
検査及び試験基本マニュアル NM-13 原子力運営管理部 

運転管理基本マニュアル NM-51 原子力運営管理部 

②発電所品質保証計画書 

③要領，要項，手引等の手順書 

④部門作成文書 

⑤外部文書 

⑥上記①②③④⑤で規定する記録 
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4.2.2 品質マニュアル 

組織は，品質マニュアルとして「Z-21 原子力品質保証規程」を作成し，維持する。制定・改訂権限者は

社長とする。 

 

4.2.3 文書管理 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムで必要とされる文書を遵守するために，「NQ-12 文書及び記録

管理基本マニュアル」に基づき，保安活動の重要度に応じて管理する。また，記録は，4.2.4 に規定

する要求事項に従って管理する。 

(2) 次の活動に必要な管理を「NQ-12 文書及び記録管理基本マニュアル」に規定する。 

a) 発行前に，適切かどうかの観点から文書を承認する。 

b) 文書をレビューする。また，必要に応じて更新し，再承認する。 

c) 文書の変更の識別及び現在有効な版の識別を確実にする。 

 d) 該当する文書の適切な版が，必要なときに，必要なところで使用可能な状態にあることを確実にす

る。 

  e) 文書は，読みやすくかつ容易に識別可能な状態であることを確実にする。 

  f) 品質マネジメントシステムの計画及び運用のために組織が必要と決定した外部からの文書を明確に

し，その配付が管理されていることを確実にする。 

  g) 廃止文書が誤って使用されないようにする。また，これらを何らかの目的で保持する場合には，適

切な識別をする。 

4.2.4 記録の管理 

(1) 組織は，要求事項への適合及び品質マネジメントシステムの効果的運用の証拠を示すために，作成さ

れた記録を管理する。 

 

 

 

4.2.2 品質マニュアル 

組織は，品質マニュアルとして「Z-21 原子力品質保証規程」を作成し，維持する。制定・改訂権限者は

社長とする。 

 

4.2.3 文書管理 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムで必要とされる文書を遵守するために，「NI-12 文書及び記録管

理基本マニュアル」に基づき，保安活動の重要度に応じて管理する。また，記録は，4.2.4 に規定す

る要求事項に従って管理する。 

(2) 次の活動に必要な管理を「NI-12 文書及び記録管理基本マニュアル」に規定する。 

a) 発行前に，適切かどうかの観点から文書をレビューし，承認する。 

b) 文書をレビューする。また，必要に応じて更新し，再承認する。 

c) 文書の変更の識別及び現在有効な版の識別を確実にする。 

d) 該当する文書の適切な版が，必要なときに，必要なところで使用可能な状態にあることを確実にす

る。 

  e) 文書は，読みやすくかつ容易に識別可能な状態であることを確実にする。 

  f) 品質マネジメントシステムの計画及び運用のために組織が必要と決定した外部からの文書を明確に

し，その配付が管理されていることを確実にする。 

g) 廃止文書が誤って使用されないようにする。また，これらを何らかの目的で保持する場合には，適

切な識別をする。 

4.2.4 記録の管理 

(1) 組織は，要求事項への適合及び品質マネジメントシステムの効果的運用の証拠を示すために作成する

記録の対象を明確にし，管理する。 
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新規制基準適用（H25.7.8 施行）前に工事計画書を申請、届出した「品質保証に関する説明書」 本工事計画届出書の品質保証計画 

(2) 記録の識別，保管，保護，検索，保管期間及び廃棄に関して必要な管理を「NQ-12 文書及び記録管

理基本マニュアル」に規定する。 

(3) 記録は，読みやすく，容易に識別可能かつ検索可能であるようにする。 

 

5. 経営者の責任 

5.1 経営者のコミットメント 

社長は，品質マネジメントシステムの構築及び実施，並びにその有効性を継続的に改善することに対する

コミットメントの証拠を，次の事項によって示す。 

a) 法令・規制要求事項を満たすことは当然のこととして，原子力安全の重要性を組織内に周知する。 

b) 品質方針を設定する。 

c) 品質目標が設定されることを確実にする。 

d) マネジメントレビューを実施する。 

e) 資源が使用できることを確実にする。 

 

 

5.2 原子力安全の重視 

 社長は，原子力安全を最優先に位置付け，業務に対する要求事項が決定され，満たされていることを確

実にする (7.2.1 及び 8.2.1 参照)。 

 

5.3 品質方針 

社長は，品質方針について，次の事項を確実にする。 

a) 東京電力の経営理念に対して適切である。 

b) 要求事項への適合及び品質マネジメントシステムの有効性の継続的な改善に対するコミットメント

を含む。 

c) 品質目標の設定及びレビューのための枠組みを与える。 

d)組織全体に伝達され，理解される。 

e)適切性の持続のためにレビューされる。 

 

 

5.4 計画 

5.4.1 品質目標 

(1) 社長は，組織内のしかるべき部門及び階層で，業務に対する要求事項を満たすために必要なものを含

む品質目標（7.1(3)a）参照）を設定することを確実にするために，「NK-17 セルフアセスメント実施基

本マニュアル」を定めさせる。 

(2) 品質目標は，その達成度が判定可能で，品質方針との整合がとれていること。 

 

5.4.2 品質マネジメントシステムの計画 

社長は，次の事項を確実にする。 

a) 品質目標に加えて 4.1 に規定する要求事項を満たすために，品質マネジメントシステムの構築と維

(2) 記録の識別，保管，保護，検索，保管期間及び廃棄に関して必要な管理を「NI-12 文書及び記録管理

基本マニュアル」に規定する。 

(3) 記録は，読みやすく，容易に識別可能かつ検索可能であるようにする。 

 

5. 経営者の責任 

5.1 経営者のコミットメント 

社長は，品質マネジメントシステムの構築及び実施，並びにその有効性を継続的に改善することに対する

コミットメントの証拠を，次の事項によって示す。 

  a) 法令・規制要求事項を満たすことは当然のこととして，原子力安全の重要性を組織内に周知する。 

b) 品質方針を設定する。 

c) 品質目標が設定されることを確実にする。 

d) マネジメントレビューを実施する。 

e) 資源が使用できることを確実にする。 

f) 安全文化を醸成するための活動を促進する。 

 

5.2 原子力安全の重視 

 社長は，原子力安全を最優先に位置付け，業務・原子炉施設に対する要求事項が決定され，満たされて

いることを確実にする(7.2.1 及び 8.2.1 参照)。 

 

5.3 品質方針 

社長は，品質方針について，次の事項を確実にする。 

a) 東京電力の経営理念に対して適切である。 

  b) 要求事項への適合及び品質マネジメントシステムの有効性の継続的な改善に対するコミットメント

を含む。 

c) 品質目標の設定及びレビューのための枠組みを与える。 

d) 組織全体に伝達され，理解される。 

e) 適切性の持続のためにレビューされる。 

f) 組織運営に関する方針と整合がとれている。 

 

5.4 計画 

5.4.1 品質目標 

(1) 社長は，組織内のしかるべき部門及び階層で，業務・原子炉施設に対する要求事項を満たすために必

要なものを含む品質目標(7.1 (3) a)参照)を設定することを確実にするために，「NI-17 セルフアセスメ

ント実施基本マニュアル」を定めさせる。 

(2) 品質目標は，その達成度が判定可能で，品質方針との整合がとれていること。 

 

5.4.2 品質マネジメントシステムの計画 

社長は，次の事項を確実にする。 

a) 品質目標に加えて 4.1 に規定する要求事項を満たすために，品質マネジメントシステムの構築と維
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持についての計画を策定する。 

b) 品質マネジメントシステムの変更を計画し，実施する場合には，その変更が品質マネジメントシス

テムの全体の体系に対して矛盾なく，整合性が取れるよう管理する。 

 

5.5 責任，権限及びコミュニケーション 

5.5.1 責任及び権限 

(1) 社長は，全社規程である「Z-10 職制および職務権限規程」を踏まえ，保安活動を実施するための責

任及び権限が組織全体に周知されていることを確実にする。また，社長は「2.適用範囲」に定める組織以

外の全社組織による，「Z-10 職制および職務権限規程」に基づく保安活動への支援を確実にする。 

 

 

(2) 保安に関する職務は次のとおりである。 

a) 保安に関する職務のうち，本店組織の職務は以下のとおり。 

ｱ) 社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指揮し，品質マネジメントシステムの構築，実

施，維持，改善に関して，保安活動を統轄するとともに，関係法令及び保安規定の遵守の意識を定

着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統轄する。また，保安に関する組織(原子炉主任技

術者(以下「主任技術者」という。)を含む。)から適宜報告を求め，「NM-51-11 トラブル等の報告

マニュアル」に基づき，原子力安全を最優先し必要な指示を行う。 

ｲ) 原子力品質監査部長は，管理責任者として，品質保証活動に関わる監査を統括管理する。また，関

係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動及び安全文化の醸成活動（原子力品質監

査部に限る）を統括する。 

ｳ) 福島第二品質監査グループは，品質保証活動の監査を行う。 

ｴ) 原子力・立地本部長は，管理責任者として，資材部，原子力・立地業務部，原子力品質・安全部，

原子力運営管理部，原子力設備管理部，原子燃料サイクル部及び発電所の行う保安活動を統括管理

する。また，関係法令及び保安規定の遵守の意識の定着のための活動並びに安全文化の醸成活動

（原子力品質監査部を除く）を統括する。 

ｵ) 資材部は，調達先の評価・選定に関する業務を行う。 

ｶ) 原子力・立地業務部は，管理責任者を補佐し，品質マネジメント推進及び要員の計画，管理，研修

に関する業務を行う。 

ｷ) 原子力品質・安全部は，業務プロセスの改善・標準化及び安全管理に関する業務を行う。 

ｸ) 原子力運営管理部は，原子力発電所の運転及び保守に関する業務(原子力設備管理部所管業務を除

く。)を行う。 

ｹ) 原子力設備管理部は，原子力発電設備の改良及び設計管理に関する業務を行う。 

ｺ) 原子燃料サイクル部は，原子燃料の調達に関する業務を行う。 

b) 保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は以下のとおり。 

ｱ) 所長は，原子力･立地本部長を補佐し，発電所における保安に関する業務を統括管理し，その際に

は主任技術者の意見を尊重する。 

ｲ) 教育管理グループは，保安教育及びその他研修に関する業務を行う。 

ｳ) 労務人事グループは，要員の計画に関する業務を行う。 

持についての計画を策定する。 

b) 品質マネジメントシステムの変更を計画し，実施する場合には，その変更が品質マネジメントシス

テムの全体の体系に対して矛盾なく，整合が取れるよう管理する。 

 

5.5 責任，権限及びコミュニケーション 

5.5.1 責任及び権限 

(1)社長は，全社規程である「Z-10 職制および職務権限規程」を踏まえ，保安活動を実施するための責任

及び権限が組織全体に周知されていることを確実にする。また，社長は「２．適用範囲」に定める組織以

外の全社組織による，「Z-10 職制および職務権限規程」に基づく保安活動への支援を確実にする。な

お，組織の要員は，自らの職務の範囲において，本品質保証計画に基づく活動について説明する責任を有

する。 

(2)保安に関する職務は以下のとおりである。 

a)保安に関する職務のうち，本社組織の職務は次のとおり。 

ｱ) 社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指揮し，品質マネジメントシステムの構築，実

施，維持，改善に関して，保安活動を統轄するとともに，関係法令及び保安規定の遵守の意識を定

着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統轄する。また，保安に関する組織（原子炉主任

技術者を含む。）から適宜報告を求め，｢NM-51-11 トラブル等の報告マニュアル｣に基づき，原子力

安全を最優先し必要な指示を行う。 

ｲ) 内部監査室長は，管理責任者として，品質保証活動に関わる監査を統括管理する。また，関係法令

及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統括する（内部監

査室に限る。）。 

ｳ) 福島第二原子力監査グループは，品質保証活動の監査を行う。 

ｴ) 原子力・立地本部長は，管理責任者として，原子力安全・統括部，原子力運営管理部，原子力設備

管理部，原子燃料サイクル部，原子力人財育成センター，原子力資材調達センターの長及び所長を

指導監督し，原子力業務を統括する。また，関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させるため

の活動並びに安全文化の醸成活動を統括する（内部監査室を除く。）。 

ｵ) 原子力安全・統括部は，管理責任者を補佐し，原子力・立地本部における安全・品質の管理及び要

員の計画，管理に関する業務を行う。 

ｶ) 原子力運営管理部は，原子力発電所の運転及び保守に関する業務（原子力設備管理部所管業務を除

く。）を行う。 

ｷ) 原子力設備管理部は，原子力発電設備の改良及び設計管理に関する業務を行う。 

ｸ) 原子燃料サイクル部は，原子燃料の調達に関する業務を行う。 

ｹ) 原子力人財育成センターは，保安教育及びその他必要な教育の総括に関する業務を行う。 

ｺ）原子力資材調達センターは，調達先の評価・選定に関する業務を行う。 

b)保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は次のとおり。 

ｱ) 所長は，原子力・立地本部長を補佐し，発電所における保安に関する業務を統括し，その際には主

任技術者の意見を尊重する。 

ｲ)労務人事グループは，要員の計画に関する業務を行う。 

ｳ) 資材グループは，調達に関する業務を行う。 
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ｴ) 資材グループは，調達に関する業務を行う。 

ｵ) 土木グループは，原子炉施設のうち土木設備に係る保守管理に関する業務を行う。 

ｶ) 建築グループは，原子炉施設のうち建築設備に係る保守管理に関する業務を行う。 

ｷ) 防災安全グループは，緊急時の措置の総括及び初期消火活動のための体制の整備に関する業務を行

う。 

ｸ) 防護管理グループは，周辺監視区域及び保全区域の管理に関する業務を行う。 

ｹ) 品質保証グループは，品質保証体系の総括に関する業務を行う。 

ｺ) 安全管理グループは，原子力安全の総括に関する業務を行う。 

ｻ) 品質管理グループは，品質の管理に関する業務を行う。 

ｼ) 技術グループは，原子力技術の総括に関する業務を行う。 

ｽ) 保安検査グループは，原子力保安検査に関する業務を行う。 

ｾ) 業務システムグループは，原子力業務システム及び電子通信設備の運用管理に関する業務を行う。 

ｿ) 放射線安全グループは，放射線管理（放射線・化学管理グループ所管業務を除く。）及び環境放射

能測定に関する業務を行う。 

ﾀ) 環境グループは，放射性固体廃棄物の管理に関する業務を行う。 

ﾁ) 発電グループは，原子炉施設の運用管理に関する業務を行う。 

ﾂ) 当直は，原子炉施設の運転に関する業務(作業管理グループ所管業務を除く。)及び燃料取扱いに関

する業務を行う。 

ﾃ) 作業管理グループは,原子炉施設の運転に関する業務のうち保守作業の管理に関する業務を行う。 

ﾄ) 運転評価グループは，原子炉施設の運転に係る業務の支援・評価に関する業務（発電グループ所管

業務を除く。）を行う。 

ﾅ) 放射線・化学管理グループは，化学管理及び作業・工事に係る放射線管理に関する業務を行う。 

ﾆ) 燃料グループは，燃料の管理に関する業務（当直所管業務を除く。）を行う。 

ﾇ) 保全計画グループは，原子炉施設の保守の総括に関する業務を行う。 

ﾈ) タービングループは，原子炉施設のうちタービン設備に係る保守管理に関する業務を行う。 

ﾉ) 原子炉グループは，原子炉施設のうち原子炉設備に係る保守管理に関する業務を行う。 

ﾊ) 原子炉プロジェクトグループは，原子炉内部構造物及び原子炉再循環系に係る保守管理並びに原子

炉施設の高経年化に関する技術評価の総括に関する業務を行う。 

ﾋ) 電気機器グループは，原子炉施設のうち電気設備に係る保守管理に関する業務を行う。 

ﾌ) 計測制御グループは，原子炉施設のうち計測制御設備に係る保守管理に関する業務を行う。 

ﾍ) 環境施設グループは，廃棄物処理設備及びサイトバンカの保守管理に関する業務を行う。 

ﾎ) 保全革新グループは，保全革新業務の推進及び各設備点検結果の評価に関する業務を行う。 

ﾏ) 技能訓練グループは，現業技術・技能に関する業務を行う。 

c)各職位は以下のとおり，当該業務にあたる。 

ｱ) 本店各部長は，原子力･立地本部長を補佐し，当該部が所管するグループの業務を 

統括管理する。 

ｲ) ユニット所長は，所長を補佐し，運転管理部及び保全部の業務を統括管理する。 

ｳ) 発電所各部長（福島原子力人材開発センター所長を含む。）は，当該部（福島原子 

力人材開発センターを含む。）が所管するグループの業務を統括管理する。 

ｴ) 業務システムグループは，原子力業務システムの運用管理に関する業務を行う。 

ｵ) 安全総括グループは，発電所の検査の総括に関する業務を行う。 

ｶ) 品質保証グループは，品質保証体系の総括に関する業務を行う。 

ｷ) 原子炉安全グループは，原子力安全の総括及び原子力技術の総括に関する業務を行う。 

ｸ) 防災安全グループは，緊急時の措置の総括及び初期消火活動のための体制の整備に関する業務を行

う。 

ｹ) 防護管理グループは，周辺監視区域及び保全区域の管理に関する業務を行う。 

ｺ) 放射線安全グループは，放射線管理（放射線・化学管理グループ所管業務を除く。）及び環境放射

能測定に関する業務を行う。 

ｻ) 放射線・化学管理グループは，化学管理及び作業・工事に係る放射線管理に関する業務を行う。 

ｼ) 環境グループは，放射性固体廃棄物の管理に関する業務を行う。 

ｽ) 発電グループは，原子炉施設の運用管理に関する業務を行う。 

ｾ) 当直は，原子炉施設の運転に関する業務(作業管理グループ所管業務を除く。)及び燃料取扱いに関

する業務を行う。 

ｿ) 作業管理グループは,原子炉施設の運転に関する業務のうち保守作業の管理に関する業務を行う。 

ﾀ) 運転評価グループは，原子炉施設の運転に係る業務の支援・評価に関する業務（発電グループ所管

業務を除く。）を行う。 

ﾁ) 燃料グループは，燃料の管理に関する業務（当直所管業務を除く。）を行う。 

ﾂ) 保全総括グループは，原子炉施設の保守の総括及び電子通信設備の運用に関する業務を行う。 

ﾃ) 機械第一グループは，原子炉施設のうち原子炉設備に係る保守管理に関する業務を行う。 

ﾄ) 機械第二グループは，原子炉施設のうちタービン設備に係る保守管理に関する業務を行う。 

ﾅ) 電気機器第一グループは，原子炉施設のうち電気設備に係る保守管理に関する業務（電気機器第二

グループ所管業務を除く。）を行う。 

ﾆ) 電気機器第二グループは，原子炉施設のうち電源設備に係る保守管理に関する業務を行う。 

ﾇ) 計測制御グループは，原子炉施設のうち計測制御設備に係る保守管理に関する業務を行う。 

ﾈ) 環境施設グループは，廃棄物処理設備及びサイトバンカの保守管理に関する業務を行う。 

ﾉ) システムエンジニアリンググループは，保全革新業務の推進及び各設備点検結果の評価並びに系統

信頼性に関する技術検討に関する業務を行う。 

ﾊ) 原子炉プロジェクトグループは，原子炉内部構造物に係る保守管理及び原子炉施設の高経年化に関

する技術評価の総括に関する業務を行う。 

ﾋ) 改良工事プロジェクトグループは，原子炉施設のうち大型の改良工事に関する業務を行う。 

ﾌ) 土木グループは，原子炉施設のうち土木設備に係る保守管理に関する業務を行う。 

ﾍ) 建築グループは，原子炉施設のうち建築設備に係る保守管理に関する業務を行う。 

c)各職位は次のとおり，当該業務にあたる。 

ｱ）本社各部長（原子力人財育成センター所長及び原子力資材調達センター所長を含む。）は，原子

力・立地本部長を補佐し，当該部が所管するグループの業務を統括管理する。 

ｲ）原子力安全センター所長は，所長を補佐し，安全総括部及び防災・放射線安全部の業務を統括管理

する。また，安全品質担当の職務を遂行する。 

ｳ）ユニット所長は，所長を補佐し，運転管理部及び保全部の業務を統括管理する。 
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ｴ) 発電所各グループマネージャー(以下「各ＧＭ」といい，当直長を含む。)は，グル 

ープ員（当直員を含む。）を指示・指導し，所管する業務を遂行するとともに，所管 

業務に基づき緊急時の措置，保安教育ならびに記録及び報告を行う。 

ｵ) グループ員（当直員を含む。）は，ＧＭの指示・指導に従い，業務を遂行する。 

ｶ)原子炉主任技術者は，原子炉施設の運転に関し保安の監督を行う。 

 

 

 

 

 

5.5.2 管理責任者 

(1) 社長は，原子力品質監査部長及び原子力・立地本部長を管理責任者に任命し，与えられている他の責

任とかかわりなく，次に示す責任及び権限を与える。 

(2) 原子力品質監査部長の管理責任者としての責任及び権限 

a) 内部監査プロセスを通じて，品質マネジメントシステムに必要なプロセスの確立，実施及び維持を

確実にする。 

b) 内部監査プロセスを通じて，品質マネジメントシステムの成果を含む実施状況及び改善の必要性の

有無について社長に報告する。 

c) 内部監査プロセスを通じて，組織全体にわたって，原子力安全についての認識を高めることを確実

にする。 

(3) 原子力・立地本部長の管理責任者としての責任及び権限 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロセス（内部監査プロセスを除く）の確立，実施及び維持を

確実にする。 

b) 品質マネジメントシステム（内部監査プロセスを除く）の成果を含む実施状況及び改善の必要性の

有無について，社長に報告する。 

c) 組織全体（原子力品質監査部除く）にわたって，原子力安全についての認識を高めることを確実に

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.5.3 内部コミュニケーション 

 社長は，組織内にコミュニケーションのための適切なプロセスが確立されることを確実にする。また，

マネジメントレビューや原子力発電保安委員会等を通じて，品質マネジメントシステムの有効性に関して

ｴ）発電所各部長は，当該部が所管するグループの業務を統括管理する。 

ｵ）発電所各グループマネージャー(以下「各ＧＭ」といい，当直長を含む。)は，グループ員（当直員

を含む。）を指示・指導し，所管する業務を遂行するとともに，所管業務に基づき緊急時の措置，

保安教育ならびに記録及び報告を行う。 

ｶ）グループ員（当直員を含む。）は，ＧＭの指示・指導に従い，業務を遂行する。 

ｷ）原子炉主任技術者は，原子炉施設の運転に関し保安の監督を行う。 

ｸ）電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者は，原子力発電工作物（原子炉施設に限る。）

の工事，維持及び運用に関する保安の監督を行う。 

 

5.5.2 管理責任者 

(1) 社長は，内部監査室長及び原子力・立地本部長を管理責任者に任命し，与えられている他の責任とか

かわりなく，次に示す責任及び権限を与える。 

(2) 内部監査室長の管理責任者としての責任及び権限 

a) 内部監査プロセスを通じて，品質マネジメントシステムに必要なプロセスの確立，実施及び維持を

確実にする。 

b) 内部監査プロセスを通じて，品質マネジメントシステムの成果を含む実施状況及び改善の必要性の

有無について，社長に報告する。 

c) 内部監査プロセスを通じて，組織全体にわたって，関係法令の遵守及び原子力安全についての認識

を高めることを確実にする。 

(3) 原子力・立地本部長の管理責任者としての責任及び権限 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロセス（内部監査プロセスを除く。）の確立，実施及び維持

を確実にする。 

b) 品質マネジメントシステム（内部監査プロセスを除く。）の成果を含む実施状況及び改善の必要性

の有無について，社長に報告する。 

c) 組織全体（内部監査室除く。）にわたって，関係法令の遵守及び原子力安全についての認識を高め

ることを確実にする。 

 

5.5.3 プロセス責任者 

社長は，プロセス責任者に対し，所掌する業務に関して，次に示す責任及び権限を与えることを確実にす

る。 

a) プロセスが確立され，実施されるとともに，有効性を継続的に改善する。 

b) 業務に従事する要員の，業務・原子炉施設に対する要求事項についての認識を高める。 

c) 成果を含む実施状況について評価する（5.4.1 及び 8.2.3 参照）。 

d) 安全文化を醸成するための活動を促進する。 

 

5.5.4 内部コミュニケーション 

 社長は，組織内にコミュニケーションのための適切なプロセスが確立されることを確実にする。また，

マネジメントレビューや原子力発電保安委員会等を通じて，品質マネジメントシステムの有効性に関して

の情報交換が行われることを確実にする。 
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の情報交換が行われることを確実にする。 

 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1) 社長は，組織の品質マネジメントシステムが，引き続き，適切，妥当かつ有効であることを確実にす

るために，「NK-18 マネジメントレビュー実施基本マニュアル」に基づき，品質マネジメントシス

テムをレビューする。なお，必要に応じて随時実施する。 

(2) このレビューでは，品質マネジメントシステムの改善の機会の評価，並びに品質方針及び品質目標を

含む品質マネジメントシステムの変更の必要性の評価も行う。 

(3) マネジメントレビューの結果の記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

5.6.2 マネジメントレビューへのインプット 

マネジメントレビューへのインプットには，次の情報を含む。 

  a) 監査の結果 

  b) 原子力安全の達成に関する外部の受け止め方 

  c) プロセスの成果を含む実施状況並びに検査及び試験の結果 

  d) 予防処置及び是正処置の状況 

  e) 前回までのマネジメントレビューの結果に対するフォローアップ 

  f) 品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能性のある変更 

  g) 改善のための提案 

 

 

 

 

5.6.3 マネジメントレビューからのアウトプット 

(1) マネジメントレビューからのアウトプットには，次の事項に関する決定及び処置すべてを含める。 

  a) 品質マネジメントシステム及びそのプロセスの有効性の改善 

  b) 業務の計画及び実施にかかわる改善 

  c) 資源の必要性 

 

6. 資源の運用管理 

6.1 資源の提供 

 組織は，人的資源，原子力発電施設，作業環境を含め，原子力安全に必要な資源を提供する。 

 

6.2 人的資源 

6.2.1 一般 

 原子力安全の達成に影響がある業務に従事する要員は，適切な教育，訓練，技能及び経験を判断の根拠

として力量を有する。 

 

 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1) 社長は，組織の品質マネジメントシステムが，引き続き，適切，妥当かつ有効であることを確実にす

るために，「NI-18 マネジメントレビュー実施基本マニュアル」に基づき，品質マネジメントシステ

ムをレビューする。なお，必要に応じて随時実施する。 

(2) このレビューでは，品質マネジメントシステムの改善の機会の評価，並びに品質方針及び品質目標を

含む品質マネジメントシステムの変更の必要性の評価も行う。  

(3) マネジメントレビューの結果の記録を維持する(4.2.4 参照) 。 

 

5.6.2 マネジメントレビューへのインプット 

マネジメントレビューへのインプットには，次の情報を含む。 

  a) 監査の結果 

  b) 原子力安全の達成に関する外部の受け止め方 

  c) プロセスの成果を含む実施状況（品質目標の達成状況を含む。）並びに検査及び試験の結果 

  d) 予防処置及び是正処置の状況 

e) 安全文化を醸成するための活動の実施状況 

f) 関係法令の遵守状況 

  g) 前回までのマネジメントレビューの結果に対するフォローアップ 

  h) 品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能性のある変更 

  i) 改善のための提案 

  

 

5.6.3 マネジメントレビューからのアウトプット 

(1) マネジメントレビューからのアウトプットには，次の事項に関する決定及び処置すべてを含める。 

  a) 品質マネジメントシステム及びそのプロセスの有効性の改善 

  b) 業務の計画及び実施にかかわる改善 

  c) 資源の必要性 

 

6. 資源の運用管理 

6.1 資源の提供 

 組織は，人的資源，原子炉施設，作業環境を含め，原子力安全に必要な資源を提供する。 

 

6.2 人的資源 

6.2.1 一般 

 原子力安全の達成に影響がある業務に従事する要員は，適切な教育，訓練，技能及び経験を判断の根拠

として力量を有する。 

 

6.2.2 力量，教育・訓練及び認識 
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新規制基準適用（H25.7.8 施行）前に工事計画書を申請、届出した「品質保証に関する説明書」 本工事計画届出書の品質保証計画 

6.2.2 力量，教育・訓練及び認識 

 組織は，次の事項を「NK-20 教育及び訓練基本マニュアル」に従って実施する。 

  a) 原子力安全の達成に影響がある業務に従事する要員に必要な力量を明確にする。 

  b) 該当する場合には（必要な力量が不足している場合には）その力量に到達することができるように

教育・訓練を行うか，又は他の処置をとる。 

  c) 教育・訓練又は他の処置の有効性を評価する。 

  d) 組織の要員が，自らの活動のもつ意味及び重要性を認識し，品質目標の達成に向けて自らがどのよ

うに貢献できるかを認識することを確実にする。 

  e) 教育，訓練，技能及び経験について該当する記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

6.3 原子力発電施設 

 組織は，原子力安全の達成のために必要な原子力発電施設を「NM-55 保守管理基本マニュアル」に基

づき明確にし，維持管理する。 

 

 

6.4 作業環境 

 組織は，放射線に関する作業環境を基本とし，異物管理や火気管理等の作業安全に関する作業環境を含

め，原子力安全の達成のために必要な作業環境を関連するマニュアル等にて明確にし，運営管理する。 

 

7. 業務の計画及び実施 

7.1 業務の計画 

(1) 組織は，保安活動に必要な業務のプロセスを計画し，運転管理（緊急時の措置含む），燃料管理，放

射性廃棄物管理，放射線管理，保守管理の各基本マニュアルに定める。また，各基本マニュアルに基づ

き，業務に必要なプロセスを計画し，構築する。 

(2) 業務の計画は，品質マネジメントシステムのその他のプロセスの要求事項と整合をとる（4.1 参

照）。 

(3)組織は，業務の計画に当たって，次の事項について適切に明確化する。 

a)業務に対する品質目標及び要求事項 

b)業務に特有な，プロセス及び文書の確立の必要性，並びに資源の提供の必要性 

c)その業務のための検証，妥当性確認，監視，測定，検査及び試験活動，並びにこれらの合否判定基準 

 d)業務のプロセス及びその結果が，要求事項を満たしていることを実証するために必要な記録(4.2.4 参

照)  

(4) この業務の計画のアウトプットは，組織の運営方法に適した形式とする。 

 

 

7.2 業務に対する要求事項に関するプロセス 

7.2.1 業務に対する要求事項の明確化 

 組織は，次の事項を「業務の計画」（7.1 参照）において明確にする。 

a) 業務に適用される法令・規制要求事項 

 組織は，次の事項を「NH-20 教育及び訓練基本マニュアル」に従って実施する。 

  a) 原子力安全の達成に影響がある業務に従事する要員に必要な力量を明確にする。 

  b) 該当する場合には（必要な力量が不足している場合には），その必要な力量に到達することが 

できるように教育・訓練を行うか，又は他の処置をとる。 

  c) 教育・訓練又は他の処置の有効性を評価する。  

  d) 組織の要員が，自らの活動のもつ意味及び重要性を認識し，品質目標の達成に向けて自らがどのよ

うに貢献できるかを認識することを確実にする。 

   e) 教育，訓練，技能及び経験について該当する記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

6.3 原子炉施設およびインフラストラクチャー 

 組織は，原子力安全の達成のために必要な原子炉施設を「NM-55 保守管理基本マニュアル」に基づき明

確にし，維持管理する。また，原子力安全の達成のために必要な原子炉施設を維持するためのインフラス

トラクチャーを関連するマニュアル等にて明確にし，維持する。 

 

6.4 作業環境 

 組織は，放射線に関する作業環境を基本とし，異物管理や火気管理等の作業安全に関する作業環境を含

め，原子力安全の達成のために必要な作業環境を関連するマニュアル等にて明確にし，運営管理する。 

 

7. 業務の計画及び実施 

7.1 業務の計画 

(1) 組織は，保安活動に必要な業務のプロセスを計画し，運転管理（緊急時の措置含む），燃料管理，放

射性廃棄物管理，放射線管理，保守管理，関係法令の遵守及び安全文化醸成活動の各基本マニュアル等

に定める。また，各基本マニュアル等に基づき，業務に必要なプロセスを計画し，構築する。 

(2) 業務の計画は，品質マネジメントシステムのその他のプロセスの要求事項と整合をとる（4.1 参

照）。 

(3) 組織は，業務の計画に当たって，次の各事項について適切に明確化する。 

a) 業務・原子炉施設に対する品質目標及び要求事項 

b) 業務・原子炉施設に特有な，プロセス及び文書の確立の必要性，並びに資源の提供の必要性 

c) その業務・原子炉施設のための検証，妥当性確認，監視，測定，検査及び試験活動，並びにこれら

の合否判定基準 

d) 業務・原子炉施設のプロセス及びその結果が，要求事項を満たしていることを実証するために必要な

記録(4.2.4 参照)  

(4) この業務の計画のアウトプットは，組織の運営方法に適した形式にする。 

 

7.2 業務・原子炉施設に対する要求事項に関するプロセス 

7.2.1 業務・原子炉施設に対する要求事項の明確化 

 組織は，「NI-12 文書及び記録管理基本マニュアル」に基づき，次の事項を「業務の計画」（7.1参

照）において明確にする。 

a) 業務・原子炉施設に適用される法令・規制要求事項 
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b) 明示されてはいないが，業務に不可欠な要求事項 

c) 組織が必要と判断する追加要求事項すべて 

 

 

7.2.2 業務に対する要求事項のレビュー 

(1) 組織は，「NQ-12 文書及び記録管理基本マニュアル」に基づき，業務に対する要求事項をレビュー

する。このレビューは，業務を行う前に実施する。 

(2) レビューでは，次の事項を確実にする。 

  a) 業務に対する要求事項が定められている。 

b) 業務に対する要求事項が以前に提示されたものと異なる場合には，それについて解決されている。 

c) 組織が，定められた要求事項を満たす能力をもっている。 

(3) このレビューの結果の記録，及びそのレビューを受けてとられた処置の記録を維持する(4.2.4 参

照)。 

(4) 業務に対する要求事項が書面で示されない場合には，組織はその要求事項を適用する前に確認する。 

(5) 業務に対する要求事項が変更された場合には，組織は，関連する文書を修正する。また，変更後の要

求事項が，関連する要員に理解されていることを確実にする。 

 

 

 

7.2.3 外部とのコミュニケーション 

 組織は，原子力安全に関して外部とのコミュニケーションを図るための効果的な方法を「NM-21 外部

コミュニケーション基本マニュアル」にて明確にし，実施する。 

 

7.3 設計・開発 

 組織は，原子力発電施設を対象として，「NE-16 設計管理基本マニュアル」に基づき設計・開発の管

理を実施する。 

 

7.3.1 設計・開発の計画 

(1) 組織は，原子力発電施設の設計・開発の計画を策定し，管理する。 

(2) 設計・開発の計画において，組織は次の事項を明確にする。 

a) 設計・開発の段階 

b) 設計・開発の各段階に適したレビュー，検証及び妥当性確認 

c) 設計・開発に関する責任及び権限 

(3) 組織は，効果的なコミュニケーション及び責任の明確な割当てを確実にするために，設計・開発に関

与するグループ間のインタフェースを運営管理する。 

(4) 設計・開発の進行に応じて，策定した計画を適切に更新する。 

 

7.3.2 設計・開発へのインプット 

(1) 原子力発電施設の要求事項に関連するインプットを明確にし，記録を維持する(4.2.4 参照)。インプ

b) 明示されてはいないが，業務・原子炉施設に不可欠な要求事項 

c) 組織が必要と判断する追加要求事項すべて 

  

7.2.2 業務・原子炉施設に対する要求事項のレビュー 

(1) 組織は，「NI-12 文書及び記録管理基本マニュアル」に基づき，業務・原子炉施設に対する要求事項

をレビューする。このレビューは，その要求事項を適用する前に実施する。 

(2) レビューでは，次の事項を確実にする。 

  a) 業務・原子炉施設に対する要求事項が定められている。 

b) 業務・原子炉施設に対する要求事項が以前に提示されたものと異なる場合には，それについて解決

されている。 

c) 組織が，定められた要求事項を満たす能力をもっている。 

(3) このレビューの結果の記録，及びそのレビューを受けてとられた処置の記録を維持する(4.2.4 参

照)。 

(4) 業務・原子炉施設に対する要求事項が書面で示されない場合には，組織はその要求事項を適用する前

に確認する。 

(5) 業務・原子炉施設に対する要求事項が変更された場合には，組織は，関連する文書を修正する。ま

た，変更後の要求事項が，関連する要員に理解されていることを確実にする。 

 

7.2.3 外部とのコミュニケーション 

 組織は，原子力安全に関して外部とのコミュニケーションを図るための効果的な方法を「NM-21 外部コ

ミュニケーション基本マニュアル」にて明確にし，実施する。 

 

7.3 設計・開発 

 組織は，原子炉施設を対象として，「NE-16 設計管理基本マニュアル」に基づき設計・開発の管理を実

施する。 

 

7.3.1 設計・開発の計画 

(1) 組織は，原子炉施設の設計・開発の計画を策定し，管理する。 

(2) 設計・開発の計画において，組織は次の事項を明確にする。 

a) 設計・開発の段階 

b) 設計・開発の各段階に適したレビュー，検証及び妥当性確認 

c) 設計・開発に関する責任（本品質保証計画に基づく活動の説明責任を含む。）及び権限 

(3) 組織は，効果的なコミュニケーション並びに責任及び権限の明確な割当てを確実にするために，設

計・開発に関与するグループ間のインタフェースを運営管理する。 

(4) 設計・開発の進行に応じて，策定した計画を適切に更新する。 

 

7.3.2 設計・開発へのインプット 

(1) 原子炉施設の要求事項に関連するインプットを明確にし，記録を維持する(4.2.4 参照)。インプット

には次の事項を含める。 
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新規制基準適用（H25.7.8 施行）前に工事計画書を申請、届出した「品質保証に関する説明書」 本工事計画届出書の品質保証計画 

ットには次の事項を含める。 

a) 機能及び性能に関する要求事項 

b) 適用される法令・規制要求事項 

c) 適用可能な場合には，以前の類似した設計から得られた情報 

d) 設計・開発に不可欠なその他の要求事項 

(2) 原子力発電施設の要求事項に関連するインプットについては，その適切性をレビューする。要求事項

は，漏れがなく，あいまい(曖昧)でなく，相反することがないようにする。 

 

7.3.3 設計・開発からのアウトプット 

(1) 設計・開発からのアウトプットは，設計・開発へのインプットと対比した検証を行うのに適した形式

とする。また，リリース前に，承認を受ける。 

(2) 設計・開発からのアウトプットは次の状態とする。 

a) 設計・開発へのインプットで与えられた要求事項を満たす。 

b) 調達，業務の実施に対して適切な情報を提供する。 

c) 関係する検査及び試験の合否判定基準を含むか，又はそれを参照している。 

d) 安全な使用及び適正な使用に不可欠な原子力発電施設の特性を明確にする。 

 

7.3.4 設計・開発のレビュー 

(1) 設計・開発の適切な段階において，次の事項を目的として，計画されたとおりに(7.3.1 参照)体系的

なレビューを行う。 

a) 設計・開発の結果が，要求事項を満たせるかどうかを評価する。 

b) 問題を明確にし，必要な処置を提案する。 

(2) レビューへの参加者には，レビューの対象となっている設計・開発段階に関連する部門を代表する者

を含める。このレビューの結果の記録，及び必要な処置があればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

 

7.3.5 設計・開発の検証 

(1) 設計・開発からのアウトプットが，設計・開発へのインプットで与えられている要求事項を満たして

いることを確実にするために，計画されたとおりに(7.3.1 参照)検証を実施する。この検証の結果の記

録，及び必要な処置があればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 

(2) 設計・開発の検証は，原設計者以外の者又はグループが実施する。 

 

7.3.6 設計・開発の妥当性確認 

(1) 結果として得られる原子力発電施設が，指定された用途又は意図された用途に応じた要求事項を満た

し得ることを確実にするために，計画した方法(7.3.1 参照)に従って，設計・開発の妥当性確認を実施

する。 

(2) 実行可能な場合にはいつでも，原子力発電施設の使用前に，妥当性確認を完了する。 

(3) 妥当性確認の結果の記録，及び必要な処置があればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

a) 機能及び性能に関する要求事項 

b) 適用される法令・規制要求事項 

c) 適用可能な場合には，以前の類似した設計から得られた情報 

d) 設計・開発に不可欠なその他の要求事項 

(2) 原子炉施設の要求事項に関連するインプットについては，その適切性をレビューし，承認する。要求

事項は，漏れがなく，あいまい(曖昧)でなく，相反することがないようにする。 

 

7.3.3 設計・開発からのアウトプット 

(1) 設計・開発からのアウトプットは，設計・開発へのインプットと対比した検証を行うのに適した形式

とする。また，リリース前に，承認を受ける。 

(2) 設計・開発からのアウトプットは次の状態とする。 

a) 設計・開発へのインプットで与えられた要求事項を満たす。 

b) 調達，業務の実施（原子炉施設の使用を含む。）に対して適切な情報を提供する。 

c) 関係する検査及び試験の合否判定基準を含むか，又はそれを参照している。 

d) 安全な使用及び適正な使用に不可欠な原子炉施設の特性を明確にする。 

 

7.3.4 設計・開発のレビュー 

(1) 設計・開発の適切な段階において，次の事項を目的として，計画されたとおりに(7.3.1 参照)体系的

なレビューを行う。 

a) 設計・開発の結果が，要求事項を満たせるかどうかを評価する。 

b) 問題を明確にし，必要な処置を提案する。 

(2) レビューへの参加者には，レビューの対象となっている設計・開発段階に関連する部門を代表する者

及び当該設計・開発に係る専門家を含める。このレビューの結果の記録，及び必要な処置があればその

記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

7.3.5 設計・開発の検証 

(1) 設計・開発からのアウトプットが，設計・開発へのインプットで与えられている要求事項を満たして

いることを確実にするために，計画されたとおりに(7.3.1 参照)検証を実施する。この検証の結果の記

録，及び必要な処置があればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 

(2) 設計・開発の検証は，原設計者以外の者又はグループが実施する。 

 

7.3.6 設計・開発の妥当性確認 

(1) 結果として得られる原子炉施設が，指定された用途又は意図された用途に応じた要求事項を満たし得

ることを確実にするために，計画した方法(7.3.1 参照)に従って，設計・開発の妥当性確認を実施す

る。 

(2) 実行可能な場合にはいつでも，原子炉施設の使用前に，妥当性確認を完了する。 

(3) 妥当性確認の結果の記録，及び必要な処置があればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

7.3.7 設計・開発の変更管理 
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7.3.7 設計・開発の変更管理 

(1) 設計・開発の変更を明確にし，記録を維持する(4.2.4 参照)。 

(2) 変更に対して，レビュー，検証及び妥当性確認を適切に行い，その変更を実施する前に承認する。 

(3) 設計・開発の変更のレビューには，その変更が，当該の原子力発電施設を構成する要素及び関連する

原子力発電施設に及ぼす影響の評価を含める。 

(4) 変更のレビューの結果の記録，及び必要な処置があればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

 

7.4 調達 

組織は，「NE-14 調達管理基本マニュアル」及び「NC-15 原子燃料調達基本マニュアル」に基づき調達

を実施する。 

 

7.4.1 調達プロセス 

(1) 組織は，規定された調達要求事項に，調達製品が適合することを確実にする。 

(2) 供給者及び調達製品に対する管理の方式及び程度は，調達製品が原子力安全に及ぼす影響に応じて定

める。 

(3) 組織は，供給者が組織の要求事項に従って調達製品を供給する能力を判断の根拠として，供給者を評

価し，選定する。選定，評価及び再評価の基準を定める。 

(4) 評価の結果の記録，及び評価によって必要とされた処置があればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 

(5) 組織は，調達製品の調達後における，維持又は運用に必要な保安に係る技術情報を取得するための方

法を定める。 

 

7.4.2 調達要求事項 

(1) 調達要求事項では調達製品に関する要求事項を明確にし，必要な場合には，次の事項のうち該当する

事項を含める。 

a) 製品，手順，プロセス及び設備の承認に関する要求事項 

b) 要員の適格性確認に関する要求事項 

c) 品質マネジメントシステムに関する要求事項 

(2) 組織は，供給者に伝達する前に，規定した調達要求事項が妥当であることを確実にする。 

 

 

 

 

 

7.4.3 調達製品の検証 

(1) 組織は，調達製品が，規定した調達要求事項を満たしていることを確実にするために，必要な検査又

はその他の活動を定めて，実施する。 

(2) 組織が，供給者先で検証を実施することにした場合には，組織は，その検証の要領及び調達製品のリ

リースの方法を調達要求事項の中に明確にする。 

(1) 設計・開発の変更を明確にし，記録を維持する(4.2.4 参照)。 

(2) 変更に対して，レビュー，検証及び妥当性確認を適切に行い，その変更を実施する前に承認する。 

(3) 設計・開発の変更のレビューには，その変更が，当該の原子炉施設を構成する要素及び関連する原子

炉施設に及ぼす影響の評価（当該原子炉施設を構成する材料又は部品に及ぼす影響の評価を含む。）

を含める。 

(4) 変更のレビューの結果の記録，及び必要な処置があればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

7.4 調達 

組織は，「NE-14 調達管理基本マニュアル」及び「NC-15 原子燃料調達基本マニュアル」に基づき調達を

実施する。 

 

7.4.1 調達プロセス 

(1) 組織は，規定された調達要求事項に，調達製品が適合することを確実にする。 

(2) 供給者及び調達製品に対する管理の方式及び程度は，調達製品が原子力安全に及ぼす影響に応じて定

める。 

(3) 組織は，供給者が組織の要求事項に従って調達製品を供給する能力を判断の根拠として，供給者を評

価し，選定する。選定，評価及び再評価の基準を定める。 

(4) 評価の結果の記録，及び評価によって必要とされた処置があればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 

(5) 組織は，調達製品の調達後における，維持又は運用に必要な保安に係る技術情報を取得するための方

法及びそれらを他の原子炉設置者と共有する場合に必要な措置に関する方法を定める。 

 

7.4.2 調達要求事項 

(1) 調達要求事項では調達製品に関する要求事項を明確にし，必要な場合には，次の事項のうち該当する

事項を含める。 

a) 製品，手順，プロセス及び設備の承認に関する要求事項 

b) 要員の適格性確認に関する要求事項 

c) 品質マネジメントシステムに関する要求事項 

d) 不適合の報告及び処理に関する要求事項 

e) 安全文化を醸成するための活動に関する必要な要求事項 

(2) 組織は，供給者に伝達する前に，規定した調達要求事項が妥当であることを確実にする。 

(3) 組織は，調達製品を受領する場合には，調達製品の供給者に対し，調達要求事項への適合状況を記録

した文書を提出させる。 

 

7.4.3 調達製品の検証 

(1) 組織は，調達製品が，規定した調達要求事項を満たしていることを確実にするために，必要な検査又

はその他の活動を定めて，実施する。 

(2) 組織が，供給者先で検証を実施することにした場合には，組織は，その検証の要領及び調達製品のリ

リースの方法を調達要求事項の中に明確にする。 

7.5 業務の実施 
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7.5 業務の実施 

7.5.1 業務の管理 

組織は，「業務の計画」（7.1 参照）に基づき業務を管理された状態で実施する。管理された状態には，

次の事項のうち該当するものを含む。 

a) 原子力安全との係わりを述べた情報が利用できる。 

b) 必要に応じて，作業手順が利用できる。 

c) 適切な設備を使用している。 

d) 監視機器及び測定機器が利用でき，使用している。 

e) 監視及び測定が実施されている。 

f) 業務のリリースが実施されている。 

 

7.5.2 業務に関するプロセスの妥当性確認 

(1) 業務の過程で結果として生じるアウトプットが，それ以降の監視又は測定で検証することが不可能

で，その結果，業務が実施された後でしか不具合が顕在化しない場合には，組織は，その業務の該当す

るプロセスの妥当性確認を行う。 

(2) 妥当性確認によって，これらのプロセスが計画どおりの結果を出せることを実証する。 

(3) 組織は，これらのプロセスについて，次の事項のうち該当するものを含んだ手続きを確立する。 

a) プロセスのレビュー及び承認のための明確な基準 

b) 設備の承認及び要員の適格性確認 

c) 所定の方法及び手順の適用 

d) 記録に関する要求事項(4.2.4 参照) 

e) 妥当性の再確認 

 

7.5.3 識別及びトレーサビリティ 

(1) 必要な場合には，組織は，業務の計画及び実施の全過程において適切な手段で業務を識別する。 

(2) 組織は，業務の計画及び実施の全課程において，監視及び測定の要求事項に関連して，業務の状態を

識別する。 

(3) トレーサビリティが要求事項となっている場合には，組織は，業務について一意の識別を管理し，記

録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

7.5.4 組織外の所有物 

組織は，組織外の所有物について，それが組織の管理下にある間，注意を払い，必要に応じて記録を維持

する(4.2.4 参照)。 

 

7.5.5 調達製品の保存 

 組織は，関連するマニュアル等に基づき，調達製品の検証後，受入から据付(使用)までの間，要求事項

への適合を維持するように調達製品を保存する。この保存には，該当する場合，識別，取扱い，包装，保

管及び保護を含める。保存は，取替品，予備品にも適用する。 

 

7.5.1 業務の管理 

組織は，「業務の計画」（7.1 参照）に基づき業務を管理された状態で実施する。管理された状態には，

次の事項のうち該当するものを含む。 

a) 原子力安全との係わりを述べた情報が利用できる。 

b) 必要に応じて，作業手順が利用できる。 

c) 適切な設備を使用している。 

d) 監視機器及び測定機器が利用でき，使用している。 

e) 監視及び測定が実施されている。 

f) 業務のリリースが実施されている。 

 

7.5.2 業務の実施に関するプロセスの妥当性確認 

(1) 業務の実施の過程で結果として生じるアウトプットが，それ以降の監視又は測定で検証することが不

可能で，その結果，業務が実施された後でしか不具合が顕在化しない場合には，組織は，その業務の該

当するプロセスの妥当性確認を行う。 

(2) 妥当性確認によって，これらのプロセスが計画どおりの結果を出せることを実証する。 

(3) 組織は，これらのプロセスについて，次の事項のうち該当するものを含んだ手続きを確立する。 

a) プロセスのレビュー及び承認のための明確な基準 

b) 設備の承認及び要員の適格性確認 

c) 所定の方法及び手順の適用 

d) 記録に関する要求事項(4.2.4 参照) 

e) 妥当性の再確認 

 

7.5.3 識別及びトレーサビリティ 

(1) 組織は，業務の計画及び実施の全過程において適切な手段で業務・原子炉施設を識別する。 

(2) 組織は，業務の計画及び実施の全過程において，監視及び測定の要求事項に関連して，業務・原子炉

施設の状態を識別する。 

(3) トレーサビリティが要求事項となっている場合には，組織は，業務・原子炉施設について一意の識別

を管理し，記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

7.5.4 組織外の所有物 

組織は，組織外の所有物について，それが組織の管理下にある間，注意を払い，必要に応じて記録を維持

する(4.2.4 参照)。 

 

7.5.5 調達製品の保存 

 組織は，関連するマニュアル等に基づき，調達製品の検証後，受入から据付(使用)までの間，要求事項

への適合を維持するように調達製品を保存する。この保存には，該当する場合，識別，取扱い，包装，保

管及び保護を含める。保存は，取替品，予備品にも適用する。 

  

7.6 監視機器及び測定機器の管理 
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7.6 監視機器及び測定機器の管理 

(1) 業務に対する要求事項への適合性を実証するために，組織は，実施すべき監視及び測定並びに，その

ために必要な監視機器及び測定機器を関連するマニュアル等に定める。 

(2) 組織は，監視及び測定の要求事項との整合性を確保できる方法で監視及び測定が実施できることを確

実にするプロセスを確立し，関連するマニュアル等に定める。 

(3) 測定値の正当性が保証されなければならない場合には，測定機器に関し，「NM-55 保守管理基本マ

ニュアル」に基づき，次の事項を満たす。 

 a) 定められた間隔又は使用前に，国際又は国家計量標準にトレーサブルな計量標準に照らして校正若

しくは検証，又はその両方を行う。そのような標準が存在しない場合には，校正又は検証に用いた基

準を記録する（4.2.4 参照）。 

  b) 機器の調整をする，又は必要に応じて再調整する。 

  c) 校正の状態を明確にするために識別を行う。 

d) 測定した結果が無効になるような操作ができないようにする。 

 e) 取扱い，保守及び保管において，損傷及び劣化しないように保護する。 

 さらに，測定機器が要求事項に適合していないことが判明した場合には，組織は，その測定機器でそれ

までに測定した結果の妥当性を評価し，記録する（4.2.4 参照）。組織は，その機器，及び影響を受けた

業務すべてに対して，適切な処置をとる。校正及び検証の結果の記録を維持する(4.2.4 参照)。 

(4) 規定要求事項にかかわる監視及び測定にコンピュータソフトウェアを使う場合には，そのコンピュー

タソフトウェアによって意図した監視及び測定ができることを確認する。この確認は，最初に使用す

るのに先立って実施する。また，必要に応じて再確認する。 

 

 

8. 評価及び改善 

8.1 一般 

(1) 組織は，次の事項のために必要となる監視，測定，分析及び改善のプロセスを計画し，実施する。 

a) 業務に対する要求事項への適合を実証する。 

b) 品質マネジメントシステムの適合性を確実にする。 

c) 品質マネジメントシステムの有効性を継続的に改善する。 

(2) これには，統計的手法を含め，適用可能な方法，及びその使用の程度を決定すること 

を含める。 

 

8.2 監視及び測定 

8.2.1 原子力安全の達成 

  組織は，品質マネジメントシステムの成果を含む実施状況の測定の一つとして，原子力安全を達成して

いるかどうかに関して外部がどのように受けとめているかについての情報を監視する。この情報の入手及

び使用の方法を「NM-21 外部コミュニケーション基本マニュアル」に定める。 

 

8.2.2 内部監査 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムの次の事項が満たされているか否かを明確にするために，あらか

(1) 業務・原子炉施設に対する要求事項への適合性を実証するために，組織は，実施すべき監視及び測定

並びに，そのために必要な監視機器及び測定機器を関連するマニュアル等に定める。 

(2) 組織は，監視及び測定の要求事項との整合性を確保できる方法で監視及び測定が実施できることを確

実にするプロセスを確立し，関連するマニュアル等に定める。 

(3) 測定値の正当性が保証されなければならない場合には，測定機器に関し，「NM-55 保守管理基本マニ

ュアル」に基づき，次の事項を満たす。 

 a) 定められた間隔又は使用前に，国際又は国家計量標準にトレーサブルな計量標準に照らして校正若

しくは検証，又はその両方を行う。そのような標準が存在しない場合には，校正又は検証に用いた基

準を記録する(4.2.4 参照)。 

b) 機器の調整をする，又は必要に応じて再調整する。 

c) 校正の状態を明確にするために識別を行う。 

d) 測定した結果が無効になるような操作ができないようにする。 

e) 取扱い，保守及び保管において，損傷及び劣化しないように保護する。 

  さらに，測定機器が要求事項に適合していないことが判明した場合には，組織は，その測定機器でそれ

までに測定した結果の妥当性を評価し，記録する(4.2.4 参照)。組織は，その機器，及び影響を受けた業

務・原子炉施設すべてに対して，適切な処置をとる。校正及び検証の結果の記録を維持する(4.2.4 参

照)。 

(4) 規定要求事項にかかわる監視及び測定にコンピュータソフトウェアを使う場合には，そのコンピュー

タソフトウェアによって意図した監視及び測定ができることを確認する。この確認は，最初に使用する

のに先立って実施する。また，必要に応じて再確認する。 

 

8. 評価及び改善 

8.1 一般 

(1) 組織は，次の事項のために必要となる監視，測定，分析及び改善のプロセスを計画し，実施する。 

a) 業務・原子炉施設に対する要求事項への適合を実証する。 

b) 品質マネジメントシステムの適合性を確実にする。 

c) 品質マネジメントシステムの有効性を継続的に改善する。 

(2) これには，統計的手法を含め，適用可能な方法，及びその使用の程度を決定することを含める。 

 

 

8.2 監視及び測定 

8.2.1 原子力安全の達成 

  組織は，品質マネジメントシステムの成果を含む実施状況の測定の一つとして，原子力安全を達成して

いるかどうかに関して外部がどのように受けとめているかについての情報を監視する。この情報の入手及

び使用の方法を「NM-21 外部コミュニケーション基本マニュアル」に定める。 

  

8.2.2 内部監査 

(1) 組織のうち客観的な評価を行う部門は，品質マネジメントシステムの次の事項が満たされているか否

かを明確にするために，あらかじめ定められた間隔で「AM-19 原子力品質監査基本マニュアル」に基
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じめ定められた間隔で「NA-19 原子力品質監査基本マニュアル」に基づき内部監査を実施する。 

 a) 品質マネジメントシステムが，業務の計画(7.1参照)に適合しているか，JEAC4111の要求事項に適合

しているか，及び組織が決めた品質マネジメントシステム要求事項に適合しているか。 

 b) 品質マネジメントシステムが効果的に実施され，維持されているか。 

(2) 組織は，監査の対象となるプロセス及び領域の状態及び重要性，並びにこれまでの監査結果を考慮し

て，監査プログラムを策定する。監査の基準，範囲，頻度及び方法を規定する。監査員の選定及び監

査の実施においては，監査プロセスの客観性及び公平性を確保する。監査員は自らの業務を監査しな

い。 

(3) 監査の計画及び実施，記録の作成及び結果の報告に関する責任，並びに要求事項を「NA-19 原子力

品質監査基本マニュアル」に定める。 

(4) 監査及びその結果の記録を維持する（4.2.4 参照）。 

(5) 監査された領域に責任をもつ管理者は，検出された不適合及びその原因を除去するために遅滞なく，

必要な修正及び是正処置すべてがとられることを確実にする。フォローアップには，とられた処置の

検証及び検証結果の報告を含める(8.5.2 参照)。 

 

 

8.2.3 プロセスの監視及び測定 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムのプロセスの監視，及び適用可能な場合に行う測定には，「NK-

17 セルフアセスメント実施基本マニュアル」に基づき，適切な方法を適用する。 

(2) これらの方法は，プロセスが計画どおりの結果を達成する能力があることを実証するものとする。 

(3) 計画どおりの結果が達成できない場合には，適切に，修正及び是正処置をとる。 

 

8.2.4 検査及び試験 

(1) 組織は，原子力発電施設の要求事項が満たされていることを検証するために，「NM-13 検査及び試験

基本マニュアル」及び「NM-51 運転管理基本マニュアル」に基づき，原子力発電施設を検査及び試

験する。検査及び試験は，業務の計画(7.1 参照)に従って，適切な段階で実施する。検査及び試験の

合否判定基準への適合の証拠を維持する（4.2.4 参照）。 

(2) 検査及び試験要員の独立の程度を定める。 

(3)リリース(次工程への引渡し)を正式に許可した人を記録する(4.2.4 参照)。 

(4) 業務の計画(7.1 参照)で決めた検査及び試験が完了するまでは，当該原子力発電施設を据え付けた

り，運転したりしない。ただし，当該の権限をもつ者が承認したときは，この限りではない。 

 

8.3 不適合管理 

(1) 組織は，業務に対する要求事項に適合しない状況が放置されることを防ぐために，それらを識別し，

管理することを確実にする。 

(2) 不適合の処理に関する管理及びそれに関連する責任及び権限を「NQ-11 不適合管理及び是正処置･予

防処置基本マニュアル」に規定する。 

(3) 該当する場合には，組織は，次の一つ又はそれ以上の方法で，不適合を処理する。 

 a) 検出された不適合を除去するための処置をとる。 

づき内部監査を実施する。 

 a) 品質マネジメントシステムが，業務の計画(7.1 参照)に適合しているか，JEAC4111 の要求事項に適

合しているか，及び組織が決めた品質マネジメントシステム要求事項に適合しているか。 

 b) 品質マネジメントシステムが効果的に実施され，維持されているか。 

(2) 組織は，監査の対象となるプロセス及び領域の状態及び重要性，並びにこれまでの監査結果を考慮し

て，監査プログラムを策定する。監査の基準，範囲，頻度及び方法を規定する。監査員の選定及び監

査の実施においては，監査プロセスの客観性及び公平性を確保する。監査員は自らの業務を監査しな

い。 

(3) 監査の計画及び実施，記録の作成及び結果の報告に関する責任及び権限，並びに要求事項を「AM-19 

原子力品質監査基本マニュアル」に定める。 

(4) 監査及びその結果の記録を維持する(4.2.4 参照)。 

(5) 監査された領域に責任をもつ管理者は，検出された不適合及びその原因を除去するために遅滞なく，

必要な修正及び是正処置すべてがとられることを確実にする。フォローアップには，とられた処置の

検証及び検証結果の報告を含める(8.5.2 参照)。 

 

8.2.3 プロセスの監視及び測定 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムのプロセスの監視，及び適用可能な場合に行う測定には，「NI-

17 セルフアセスメント実施基本マニュアル」に基づき，適切な方法を適用する。 

(2) これらの方法は，プロセスが計画どおりの結果を達成する能力があることを実証するものとする。 

(3) 計画どおりの結果が達成できない場合には，適切に，修正及び是正処置をとる。 

 

8.2.4 検査及び試験 

(1) 組織は，原子炉施設の要求事項が満たされていることを検証するために，「NM-13 検査及び試験基本

マニュアル」及び「NM-51 運転管理基本マニュアル」に基づき，原子炉施設を検査及び試験する。検

査及び試験は，業務の計画(7.1 参照)に従って，適切な段階で実施する。検査及び試験の合否判定基

準への適合の証拠を維持する(4.2.4 参照)。 

(2) 検査及び試験要員の独立の程度を定める。 

(3) リリース(次工程への引渡し)を正式に許可した人を記録する(4.2.4 参照)。 

(4) 業務の計画(7.1 参照)で決めた検査及び試験が完了するまでは，当該原子炉施設を据え付けたり，運

転したりしない。ただし，当該の権限をもつ者が承認したときは，この限りではない。 

  

8.3 不適合管理 

(1) 組織は，業務・原子炉施設に対する要求事項に適合しない状況が放置されることを防ぐために，それ

らを識別し，管理することを確実にする。 

(2) 不適合の処理に関する管理及びそれに関連する責任及び権限を「NI-11 不適合管理及び是正処置・予

防処置基本マニュアル」に規定する。 

(3) 該当する場合には，組織は，次の一つ又はそれ以上の方法で，不適合を処理する。 

 a) 検出された不適合を除去するための処置をとる。 

 b) 当該の権限をもつ者が，特別採用によって，その使用，リリース，又は合格と判定することを正式
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 b) 当該の権限をもつ者が，特別採用によって，その使用，リリース，又は合格と判定することを正式

に許可する。 

c) 本来の意図された使用又は適用ができないような処置をとる。 

d) 外部への引渡し後又は業務の実施後に不適合が検出された場合には，その不適合による影響又は起

こり得る影響に対して適切な処置をとる。 

(4) 不適合に修正を施した場合には，要求事項への適合を実証するための再検証を行う。 

(5) 不適合の性質の記録，及び不適合に対してとられた特別採用を含む処置の記録を維持する(4.2.4 参

照)。 

(6) 組織は，原子炉施設の保安の向上を図る観点から，「NM-51-11 トラブル等の報告マニュアル」に定

める公開基準に従い，不適合の内容をニューシアへ登録することにより，情報の公開を行う。 

 

8.4 データの分析 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムの適切性及び有効性を実証するため，また，品質マネジメントシ

ステムの有効性の継続的な改善の可能性を評価するために，「NK-17 セルフアセスメント実施基本

マニュアル」に基づき，適切なデータを明確にし，それらのデータを収集し，分析する。この中に

は，監視及び測定の結果から得られたデータ並びにそれ以外の該当する情報源からのデータを含め

る。 

(2) データの分析によって，次の事項に関連する情報を提供する。 

a) 原子力安全の達成に関する外部の受けとめ方(8.2.1 参照) 

  b) 業務に対する要求事項への適合(8.2.3 及び 8.2.4 参照) 

 c) 予防処置の機会を得ることを含む，プロセス及び原子力発電施設の特性及び傾向(8.2.3 及び 8.2.4

参照) 

 d) 供給者の能力(7.4 参照) 

 

8.5 改善 

8.5.1 継続的改善 

 組織は，品質方針，品質目標，監査結果，データの分析，是正処置，予防処置及びマネジメントレビュ

ーを通じて，品質マネジメントシステムの有効性を継続的に改善する。 

 

8.5.2 是正処置 

(1) 組織は，再発防止のため，「NQ-11 不適合管理及び是正処置･予防処置基本マニュアル」に基づき，

不適合の原因を除去する処置をとる。 

(2) 是正処置は，検出された不適合のもつ影響に応じたものとする。 

(3) 次の事項に関する要求事項（JEAC4111 付属書「根本原因分析に関する要求事項」を含む。）を「NQ-

11 不適合管理及び是正処置･予防処置基本マニュアル」に規定する。 

a) 不適合の内容確認 

b) 不適合の原因の特定 

c) 不適合の再発防止を確実にするための処置の必要性の評価 

d) 必要な処置の決定及び実施 

に許可する。 

c) 本来の意図された使用又は適用ができないような処置をとる。 

d) 外部への引渡し後又は業務の実施後に不適合が検出された場合には，その不適合による影響又は起

こり得る影響に対して適切な処置をとる。 

(4) 不適合に修正を施した場合には，要求事項への適合を実証するための再検証を行う。 

(5) 不適合の性質の記録，及び不適合に対してとられた特別採用を含む処置の記録を維持する(4.2.4 参

照)。 

(6) 組織は，原子炉施設の保安の向上を図る観点から，｢NM-51-11 トラブル等の報告マニュアル｣に定め

る公開基準に従い，不適合の内容をニューシアへ登録することにより，情報の公開を行う。 

 

8.4 データの分析 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムの適切性及び有効性を実証するため，また，品質マネジメントシ

ステムの有効性の継続的な改善の可能性を評価するために，「NI-17 セルフアセスメント実施基本マ

ニュアル」に基づき，適切なデータを明確にし，それらのデータを収集し，分析する。この中には，

監視及び測定の結果から得られたデータ並びにそれ以外の該当する情報源からのデータを含める。 

(2) データの分析によって，次の事項に関連する情報を提供する。 

a) 原子力安全の達成に関する外部の受けとめ方(8.2.1 参照) 

  b) 業務・原子炉施設に対する要求事項への適合(8.2.3 及び 8.2.4 参照) 

 c) 予防処置の機会を得ることを含む，プロセス及び原子炉施設の特性及び傾向(8.2.3 及び 8.2.4 参照) 

 d) 供給者の能力(7.4 参照) 

 

 

 

8.5 改善 

8.5.1 継続的改善 

 組織は，品質方針，品質目標，監査結果，データの分析，是正処置，予防処置及びマネジメントレビュ

ーを通じて，品質マネジメントシステムの有効性を継続的に改善する。 

 

8.5.2 是正処置 

(1) 組織は，再発防止のため，「NI-11 不適合管理及び是正処置・予防処置基本マニュアル」に基づき，

不適合の原因を除去する処置をとる。 

(2) 是正処置は，検出された不適合のもつ影響に応じたものとする。 

(3) 次の事項に関する要求事項（JEAC4111 附属書「根本原因分析に関する要求事項」を含む。）を「NI-

11 不適合管理及び是正処置・予防処置基本マニュアル」に規定する。 

a) 不適合のレビュー 

b) 不適合の原因の特定 

c) 不適合の再発防止を確実にするための処置の必要性の評価 

d) 必要な処置の決定及び実施 

e) とった処置の結果の記録(4.2.4 参照) 
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e) とった処置の結果の記録(4.2.4 参照) 

f) とった是正処置の有効性のレビュー 

 

8.5.3 予防処置 

(1) 組織は，起こり得る不適合が発生することを防止するために，保安活動の実施によって得られた知見

及び他の施設から得られた知見（BWR 事業者協議会で取り扱う技術情報及びニューシア登録情報を含

む）の活用を含め，「NQ-11 不適合管理及び是正処置･予防処置基本マニュアル」に基づき，その原

因を除去する処置を決める。 

(2) 予防処置は，起こり得る問題の影響に応じたものとする。 

(3) 次の事項に関する要求事項（JEAC4111 付属書「根本原因分析に関する要求事項」を含む。）を「NQ-

11 不適合管理及び是正処置･予防処置基本マニュアル」に規定する。 

a) 起こり得る不適合及びその原因の特定 

b) 不適合の発生を予防するための処置の必要性の評価 

c) 必要な処置の決定及び実施 

d) とった処置の結果の記録(4.2.4 参照) 

e) とった予防処置の有効性のレビュー 

f) とった是正処置の有効性のレビュー 

 

8.5.3 予防処置 

(1) 組織は，起こり得る不適合が発生することを防止するために，保安活動の実施によって得られた知見

及び他の施設から得られた知見（BWR 事業者協議会で取り扱う技術情報及びニューシア登録情報を含

む。）の活用を含め，「NI-11 不適合管理及び是正処置・予防処置基本マニュアル」に基づき，その

原因を除去する処置を決める。この活用には，保安活動の実施によって得られた知見を他の原子炉設

置者と共有することを含む。 

(2) 予防処置は，起こり得る問題の影響に応じたものとする。 

(3) 次の事項に関する要求事項（JEAC4111 附属書「根本原因分析に関する要求事項」を含む。）を「NI-

11 不適合管理及び是正処置・予防処置基本マニュアル」に規定する。 

a) 起こり得る不適合及びその原因の特定 

b) 不適合の発生を予防するための処置の必要性の評価 

c) 必要な処置の決定及び実施 

d) とった処置の結果の記録(4.2.4 参照) 

e) とった予防処置の有効性のレビュー 

 

 

 



  

 

Ｑ５ 本工事計画における基本設計方針，適用基準及び適用規格について，放射線管理施設の設計

に関連する技術基準規則の要求事項を満足していることを対比して説明すること。 

 

【回答】 

 ＜基本設計方針＞ 

   放射線管理施設のうちエリアモニタリング設備の設計にあたって関連する「実用発電用原子炉

及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成25年 6月 28日原子力規制委員会規則第6号）」

（以下本資料において「技術基準規則」という。）の条項との対応関係を示した対比表をＱ５ 添

付表－１に示す。 

    

 

＜適用基準及び適用規格＞ 

適用基準及び適用規格については，「技術基準規則」及び「実用発電用原子炉及びその附属施

設の技術基準に関する規則の解釈」（以下本資料において「技術基準規則の解釈」という。）に

参照されている基本的な規格及び基準を適用しており要求事項を満足していることを確認した。 

適用基準及び適用規格のうち，今回取替工事を行うエリアモニタリング設備については，原子

力発電所放射線モニタリング指針JEAG 4606-2003 （日本電気協会 原子力規格委員会 平成 15

年 5月）に基づき設計をしているが，既工認以降に追加制定されたものであり，適用基準及び適

用規格の変更にあたらないことから変更前に記載する。 

 

 

本頁以下余白
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第一章 総則   

第一条  

適用範囲 

第１項 この規則は、実用発電用原子炉及びその附属施設について適用する。 
－ － 

第二条 

定義 

第１項 この規則において使用する用語は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「法」という。）におい

て使用する用語の例による。 
－ － 

第２項 この規則において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 
－ － 

第一号 「放射線」とは、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和五十三年通商産業省令第七十七号。以下「実用炉規

則」という。）第二条第二項第一号に規定する放射線をいう。 
－ － 

第二号 「通常運転」とは、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成二十五年原子力規

制委員会規則第五号。以下「設置許可基準規則」という。）第二条第二項第二号に規定する通常運転をいう。 
－ － 

第三号 「運転時の異常な過渡変化」とは、設置許可基準規則第二条第二項第三号に規定する運転時の異常な過渡変化をいう。 
－ － 

第四号 「設計基準事故」とは、設置許可基準規則第二条第二項第四号に規定する設計基準事故をいう。 
－ － 

第五号 「設計基準対象施設」とは、設置許可基準規則第二条第二項第七号に規定する設計基準対象施設をいう。 
－ － 

第六号 「工学的安全施設」とは、設置許可基準規則第二条第二項第十号に規定する工学的安全施設をいう。 
－ － 

第七号 「重大事故等対処施設」とは、設置許可基準規則第二条第二項第十一号に規定する重大事故等対処施設をいう。 
－ － 

第八号 「特定重大事故等対処施設」とは、設置許可基準規則第二条第二項第十二号に規定する特定重大事故等対処施設をいう。 
－ － 

第九号 「安全設備」とは、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に想定される環境条件において、その損壊又は故障そ

の他の異常により公衆に放射線障害を及ぼすおそれを直接又は間接に生じさせる設備であって次に掲げるものをいう。 

イ 一次冷却系統に係る設備及びその附属設備 

ロ 反応度制御系統（設置許可基準規則第二条第二項第二十七号に規定する反応度制御系統をいう。以下同じ。）に係る設

備及びそれらの附属設備 

ハ 安全保護装置（運転時の異常な過渡変化が発生する場合、地震の発生により発電用原子炉の運転に支障が生ずる場合及

び一次冷却材喪失その他の設計基準事故時に原子炉停止系統を自動的に作動させ、かつ、発電用原子炉内の燃料体の破

損又は発電用原子炉の炉心（以下単に「炉心」という。）の損傷による多量の放射性物質の放出のおそれがある場合

に、工学的安全施設を自動的に作動させる装置をいう。以下同じ。）、非常用炉心冷却設備（原子炉圧力容器内におい

て発生した熱を通常運転時において除去する発電用原子炉施設が設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間にそ

の機能を失った場合に原子炉圧力容器内において発生した熱を除去する設備をいう。以下同じ。）その他非常時に発電

用原子炉の安全性を確保するために必要な設備及びそれらの附属設備 

ニ 原子炉格納容器及びその隔離弁 

ホ 非常用電源設備及びその附属設備 

－ － 

第十号 「設計基準事故対処設備」とは、設置許可基準規則第二条第二項第十三号に規定する設計基準事故対処設備をいう。 
－ － 

第十一号 「重大事故等対処設備」とは、設置許可基準規則第二条第二項第十四号に規定する重大事故等対処設備をいう。 
－ － 

第十二号 「重大事故防止設備」とは、設置許可基準規則第二条第二項第十五号に規定する重大事故防止設備をいう。 
－ － 

第十三号 「重大事故緩和設備」とは、設置許可基準規則第二条第二項第十六号に規定する重大事故緩和設備をいう。 
－ － 

第十四号 「管理区域」とは、実用炉規則第二条第二項第四号に規定する管理区域をいう。 
－ － 

第十五号 「周辺監視区域」とは、実用炉規則第二条第二項第六号に規定する周辺監視区域をいう。 
－ － 

第十六号 「燃料材」とは、設置許可基準規則第二条第二項第二十二号に規定する燃料材をいう。 
－ － 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第十七号 「燃料被覆材」とは、設置許可基準規則第二条第二項第二十三号に規定する燃料被覆材をいう。 
－ － 

第十八号 「燃料要素」とは、設置許可基準規則第二条第二項第二十四号に規定する燃料要素をいう。 
－ － 

第十九号 「燃料要素の許容損傷限界」とは、設置許可基準規則第二条第二項第二十五号に規定する燃料要素の許容損傷限界をいう。 
－ － 

第二十号 「反応度価値」とは、設置許可基準規則第二条第二項第二十八号に規定する反応度価値をいう。 
－ － 

第二十一号 「制御棒の最大反応度価値」とは、設置許可基準規則第二条第二項第二十九号に規定する制御棒の最大反応度価値をいう。 
－ － 

第二十二号 「反応度添加率」とは、設置許可基準規則第二条第二項第三十号に規定する反応度添加率をいう。 
－ － 

第二十三号 「一次冷却材」とは、設置許可基準規則第二条第二項第三十一号に規定する一次冷却材をいう。 
－ － 

第二十四号 「二次冷却材」とは、設置許可基準規則第二条第二項第三十二号に規定する二次冷却材をいう。 
－ － 

第二十五号 「一次冷却系統」とは、設置許可基準規則第二条第二項第三十三号に規定する一次冷却系統をいう。 
－ － 

第二十六号 「最終ヒートシンク」とは、設置許可基準規則第二条第二項第三十四号に規定する最終ヒートシンクをいう。 
－ － 

第二十七号 「原子炉冷却材圧力バウンダリ」とは、設置許可基準規則第二条第二項第三十五号に規定する原子炉冷却材圧力バウンダリ

をいう。 － － 

第二十八号 「原子炉格納容器」とは、設置許可基準規則第二条第二項第三十六号に規定する原子炉格納容器をいう。 
－ － 

第二十九号 「コンクリート製原子炉格納容器」とは、原子炉格納容器であって、鋼板で内張りされたコンクリート部を有するものをい

う。 － － 

 第三十号 「コンクリート部」とは、コンクリート製原子炉格納容器のうち鉄筋コンクリート構造又はプレストレストコンクリート構

造の部分をいう。 － － 

第三十一号 「鋼製内張り部等」とは、コンクリート製原子炉格納容器内の機械又は器具から放出される放射性物質の漏えいを防止する

ためにコンクリート部に内張りされている鋼板（以下「ライナプレート」という。）、胴と底部のライナプレートを接続す

る鋼板（以下「ナックル」という。）、貫通部スリーブ及びコンクリート部への定着金具をいう。 
－ － 

第三十二号 「クラス１容器」、「クラス１管」、「クラス１ポンプ」又は「クラス１弁」とは、それぞれ原子炉冷却材圧力バウンダリ

を構成する容器、管、ポンプ又は弁をいう。 － － 

第三十三号 「クラス２容器」、「クラス２管」、「クラス２ポンプ」又は「クラス２弁」とは、それぞれ次に掲げる機器（設計基準対

象施設に属するものに限る。）に該当する容器、管、ポンプ又は弁をいう。 

イ 設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に想定される環境条件において、発電用原子炉を安全に停止するため

又は発電用原子炉施設の安全を確保するために必要な設備であって、その損壊又は故障その他の異常により公衆に放射

線障害を及ぼすおそれを間接に生じさせるものに属する機器（放射線管理施設又は原子炉格納施設（非常用ガス処理設

備に限る。）に属するダクトにあっては、原子炉格納容器の貫通部から外側隔離弁までの部分に限る。） 

ロ 蒸気タービンを駆動させることを主たる目的とする流体（蒸気及び給水をいう。）が循環する回路に係る設備に属する

機器であって、クラス１機器（クラス１容器、クラス１管、クラス１ポンプ又はクラス１弁をいう。以下同じ。）の下

流側に位置する蒸気系統のうちクラス１機器からこれに最も近い止め弁までのもの及びクラス１機器の上流側に位置す

る給水系統のうちクラス１機器からこれに最も近い止め弁までのもの 

ハ イ及びロに掲げる機器以外の機器であって、原子炉格納容器の貫通部から内側隔離弁又は外側隔離弁までのもの 

－ － 

第三十四号 「クラス３容器」又は「クラス３管」とは、それぞれクラス１機器、クラス２機器（クラス２容器、クラス２管、クラス２

ポンプ又はクラス２弁をいう。以下同じ。）、原子炉格納容器及び放射線管理施設若しくは原子炉格納施設（非常用ガス処

理設備に限る。）に属するダクト以外の設計基準対象施設に属する容器又は管（内包する流体の放射性物質の濃度が三十七

ミリベクレル毎立方センチメートル（流体が液体の場合にあっては、三十七キロベクレル毎立方センチメートル）以上の管

又は最高使用圧力が零メガパスカルを超える管に限る。）をいう。 

－ － 

第三十五号 「クラス４管」とは、放射線管理施設又は原子炉格納施設（非常用ガス処理設備に限る。）に属するダクトであって、内包

する流体の放射性物質の濃度が三十七ミリベクレル毎立方センチメートル以上のもの（クラス２管に属する部分を除く。）

をいう。 
－ － 

第三十六号 「クラス１支持構造物」、「クラス２支持構造物」又は「原子炉格納容器支持構造物」とは、それぞれクラス１機器、クラ

ス２機器又は原子炉格納容器を支持する構造物をいう。 － － 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第三十七号 「重大事故等クラス１容器」、「重大事故等クラス１管」、「重大事故等クラス１ポンプ」又は「重大事故等クラス１弁」

とは、それぞれ重大事故等対処設備に属する容器、管、ポンプ又は弁（特定重大事故等対処施設に属するものに限る。）を

いう。 
－ － 

第三十八号 「重大事故等クラス２容器」、「重大事故等クラス２管」、「重大事故等クラス２ポンプ」又は「重大事故等クラス２弁」

とは、それぞれ重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故等対処設備のうち可搬型のもの（以下「可搬型重大事故等

対処設備」という。）と接続するものにあっては、当該可搬型重大事故等対処設備と接続するために必要な発電用原子炉施

設内の常設の配管、弁、ケーブルその他の機器を含む。以下「常設重大事故等対処設備」という。）に属する容器、管、ポ

ンプ又は弁（特定重大事故等対処施設に属するものを除く。）をいう。 

－ － 

第三十九号 「重大事故等クラス３容器」、「重大事故等クラス３管」、「重大事故等クラス３ポンプ」又は「重大事故等クラス３弁」

とは、それぞれ可搬型重大事故等対処設備に属する容器、管、ポンプ又は弁をいう。 － － 

第四十号 「重大事故等クラス１支持構造物」とは、重大事故等クラス１機器（重大事故等クラス１容器、重大事故等クラス１管、重

大事故等クラス１ポンプ又は重大事故等クラス１弁をいう。以下同じ。）を支持する構造物をいう。 － － 

第四十一号 「重大事故等クラス２支持構造物」とは、重大事故等クラス２機器（重大事故等クラス２容器、重大事故等クラス２管、重

大事故等クラス２ポンプ又は重大事故等クラス２弁をいう。以下同じ。）を支持する構造物をいう。 － － 

第四十二号 「最高使用圧力」とは、設置許可基準規則第二条第二項第三十八号に規定する最高使用圧力をいう。 
－ － 

第四十三号 「最高使用温度」とは、設置許可基準規則第二条第二項第三十九号に規定する最高使用温度をいう。 
－ － 

第四十四号 「最低使用温度」とは、対象とする機器、支持構造物又は炉心支持構造物がその主たる機能を果たすべき運転状態又は試験

状態において生ずる最低の温度以下の温度であって、設計上定めるものをいう。 － － 

第四十五号 「運転状態Ⅰ」とは、発電用原子炉施設の通常運転時の状態をいう。 
－ － 

第四十六号 「運転状態Ⅱ」とは、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に想定される環境条件において、運転状態Ⅰ、運転

状態Ⅲ、運転状態Ⅳ及び試験状態以外の状態をいう。 － － 

第四十七号 「運転状態Ⅲ」とは、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に想定される環境条件において、発電用原子炉施設

の故障、誤作動その他の異常により発電用原子炉の運転の停止が緊急に必要とされる状態をいう。 － － 

第四十八号 「運転状態Ⅳ」とは、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に想定される環境条件において、発電用原子炉施設

の安全設計上想定される異常な事態が生じている状態をいう。 － － 

第四十九号 「機械的荷重」とは、自重、管又は支持構造物からの反力その他附加荷重のうち地震荷重を除くものであって、設計上定め

るものをいう。 － － 

第五十号 「荷重状態Ⅰ」とは、コンクリート製原子炉格納容器が運転状態Ⅰ（積雪時及び暴風時を除く。）において想定される荷重

を受ける状態をいう。 － － 

第五十一号 「荷重状態Ⅱ」とは、コンクリート製原子炉格納容器が次に掲げるいずれかの状態において想定される荷重を受ける状態を

いう。 

イ 逃がし安全弁作動時の状態（積雪時及び暴風時を除く。） 

ロ 原子炉格納容器耐圧試験時の状態（積雪時及び暴風時を除く。） 

ハ 運転状態Ⅰにおける積雪時の状態（暴風時を除く。） 

－ － 

第五十二号 「荷重状態Ⅲ」とは、コンクリート製原子炉格納容器が運転状態Ⅰにおける暴風時の状態又は運転状態Ⅳにおける荷重状態

Ⅳ以外の状態をいう。 － － 

第五十三号 「荷重状態Ⅳ」とは、コンクリート製原子炉格納容器が運転状態Ⅳ（積雪時又は暴風時を含む。）において原子炉格納容器

の安全上想定される異常な事態が生じている状態をいう。 － － 

第五十四号 「試験状態」とは、耐圧試験により発電用原子炉施設に最高使用圧力を超える圧力が加えられている状態をいう。 
－ － 

第三条 

特殊な設計による発

電用原子炉施設 

第１項 特別の理由により原子力規制委員会の認可を受けた場合は，この規則の規定によらないで発電用原子炉施設を施設すること

ができる。 － 

特殊な設計による発電用原子炉施設の

変更では無いため、該当しない。 

第２項 前項の認可を受けようとする者は、その理由および施設方法を記載した申請書に関係図面を添付して申請しなければならな

い。 

 

 

 

 

－ 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第二章 設計基準対象施設 
  

第四条 

設計基準対象施設の

地盤 

第１項 設計基準対象施設は、設置許可基準規則第三条第一項の地震力が作用した場合においても当該設計基準対象施設を十分に支

持することができる地盤に施設しなければならない。 
－ 

発電用原子炉施設の全体に係る要求事

項であるが、放射線管理施設の内エリ

ア放射線モニタ取替工事であり、変更

はない。 

第五条 

地震による損傷の防

止 

第１項 設計基準対象施設は、これに作用する地震力（設置許可基準規則第四条第二項の規定により算定する地震力をいう。）によ

る損壊により公衆に放射線障害を及ぼさないように施設しなければならない。 

【基本設計方針】 

6.4.1 基本設計方針 

(2) 耐震性に係る基本設計方針 

a. 設計基準対象施設は，地震の発生によって生ずるおそれがある安

全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度（以下「耐

震重要度」という。）に応じてＳクラス，Ｂクラス及びＣクラスに分

類し，それぞれの耐震重要度に応じた地震力に十分に耐えることがで

きる設計とする。 

b.Ｃクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる

範囲で耐える設計とする。 

 

【適用基準及び適用規格】 

6.4.2 適用基準及び適用規格 

 （1） 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012年版）＜第Ⅰ編 軽

水炉規格＞ （JSME S NCl-2012) （日本機械学会 2012年12月） 

（2） 原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1987 (日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和62年8月) 

（3） 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 JEAG 

4601・補－1984 (日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和

59年9月) 

（4） 原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1991 追補版 (日本電

気協会 電気技術基準調査委員会 平成3年12月) 

（5） 原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC 4601-2008 （日本電気協会 

原子力規格委員会 平成20年12月） 

 

放射線監視設備は､「原子力発電所耐震

設計技術指針」により、耐震Ｃクラス

とした設計とする。 

第２項 耐震重要施設（設置許可基準規則第三条第一項に規定する耐震重要施設をいう。以下同じ。）は、基準地震動による地震力

（設置許可基準規則第四条第三項に規定する基準地震動による地震力をいう。以下同じ。）に対してその安全性が損なわれ

るおそれがないように施設しなければならない。 

－ 
耐震重要施設ではないため該当しな

い。 
第３項 耐震重要施設が設置許可基準規則第四条第三項の地震により生ずる斜面の崩壊によりその安全性が損なわれるおそれがない

よう、防護措置その他の適切な措置を講じなければならない。 
－ 

第六条 

津波による損傷の防

止 

第１項 設計基準対象施設が基準津波（設置許可基準規則第五条に規定する基準津波をいう。以下同じ。）によりその安全性が損な

われるおそれがないよう、防護措置その他の適切な措置を講じなければならない。 － 

放射線管理施設の内エリア放射線モニ

タリング設備は､高い安全機能を有する

設備ではなく、これまでの他の新規制

基準適合性審査の状況を踏まえると、

防護対象設備とはならないと考えられ

るため、適用対象外としている。 

第七条 

外部からの衝撃によ

る損傷の防止 

第１項 設計基準対象施設が想定される自然現象（地震及び津波を除く。）によりその安全性を損なうおそれがある場合は、防護措

置、基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じなければならない。 － 

第２項 周辺監視区域に隣接する地域に事業所、鉄道、道路その他の外部からの衝撃が発生するおそれがある要因がある場合には、

事業所における火災又は爆発事故、危険物を搭載した車両、船舶又は航空機の事故その他の敷地及び敷地周辺の状況から想

定される事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）により発電用原子炉施設の安全性が損なわれないよう、

防護措置その他の適切な措置を講じなければならない。 

－ 

第３項 航空機の墜落により発電用原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合は、防護措置その他の適切な措置を講じなければ

ならない。 
－ 

第八条 

立ち入りの防止 

第１項 工場等には、人がみだりに管理区域内に立ち入らないように壁、柵、塀その他の人の侵入を防止するための設備を設け、か

つ、管理区域である旨を表示しなければならない。 
－ 発電用原子炉施設の全体に係る要求事

項であるが、放射線管理施設の内エリ

ア放射線モニタ取替工事であり、変更

はない。 

第２項 保全区域（実用炉規則第二条第二項第五号に規定する保全区域をいう。以下この項において同じ。）と管理区域以外の場所

との境界には、他の場所と区別するため、柵、塀その他の保全区域を明らかにするための設備を設けるか、又は保全区域で

ある旨を表示しなければならない。 

－ 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第３項 工場等には、業務上立ち入る者以外の者がみだりに周辺監視区域内に立ち入ることを制限するため、柵、塀その他の人の侵

入を防止するための設備を設けるか、又は周辺監視区域である旨を表示しなければならない。ただし、当該区域に人が立ち

入るおそれがないことが明らかな場合は、この限りでない。 － 

発電用原子炉施設の全体に係る要求事

項であるが、放射線管理施設の内エリ

ア放射線モニタ取替工事であり、変更

はない。 

第九条 

発電用原子炉施設へ

の人の不法な侵入等

の防止 

第１項 工場等には、発電用原子炉施設への人の不法な侵入、発電用原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に

危害を与え、又は他の物件を損傷するおそれがある物件が持ち込まれること及び不正アクセス行為（不正アクセス行為の禁

止等に関する法律（平成十一年法律第百二十八号）第二条第四項に規定する不正アクセス行為をいう。以下第三十五条第五

号において同じ。）を防止するため、適切な措置を講じなければならない。 

 

－ 

発電用原子炉施設の全体に係る要求事

項であるが、放射線管理施設の内エリ

ア放射線モニタ取替工事であり、変更

はない。 

第十条 

急傾斜地の崩壊の防

止 

第１項 
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和四十四年法律第五十七号）第三条第一項の規定により指定された急傾

斜地崩壊危険区域内に施設する設備は、当該区域内の急傾斜地（同法第二条第一項に規定するものをいう。）の崩壊を助長

し、又は誘発することがないように施設しなければならない。 

 

－ 

発電用原子炉施設の全体に係る要求事

項であるが、放射線管理施設の内エリ

ア放射線モニタ取替工事であり、変更

はない。 

第十一条 

火災による損傷の防

止 

第１項 設計基準対象施設が火災によりその安全性が損なわれないよう、次に掲げる措置を講じなければならない。 － 

放射線管理施設の内エリア放射線モニ

タリング設備は､高い安全機能を有する

設備ではなく、これまでの他の新規制

基準適合性審査の状況を踏まえると、

防護対象設備とはならないと考えられ

るため、適用対象外としている。 

第一号 火災の発生を防止するため、次の措置を講ずること。 

イ 発火性又は引火性の物質を内包する系統の漏えい防止その他の措置を講ずること。 

ロ 安全施設（設置許可基準規則第二条第二項第八号に規定する安全施設をいう。以下同じ。）には、不燃性材料又は難燃

性材料を使用すること。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

（１） 安全施設に使用する材料が、不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの（以下「代替材料」と

いう。）である場合 

（２） 安全施設の機能を確保するために必要な代替材料の使用が技術上困難な場合であって、安全施設における火災

に起因して他の安全施設において火災が発生することを防止するための措置が講じられている場合 

ハ  避雷設備その他の自然現象による火災発生を防止するための設備を施設すること。 

ニ 水素の供給設備その他の水素が内部に存在する可能性がある設備にあっては、水素の燃焼が起きた場合においても発電

用原子炉施設の安全性を損なわないよう施設すること。 

ホ 放射線分解により発生し、蓄積した水素の急速な燃焼によって、発電用原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合

には、水素の蓄積を防止する措置を講ずること。 

－ 

第二号 火災の感知及び消火のため、次に掲げるところにより、早期に火災発生を感知する設備（以下「火災感知設備」という。）

及び早期に消火を行う設備（以下「消火設備」という。）を施設すること。 

イ 火災と同時に発生すると想定される自然現象により、その機能が損なわれることがないこと。 

ロ 消火設備にあっては、その損壊、誤作動又は誤操作が起きた場合においても発電用原子炉施設の安全性が損なわれるこ

とがないこと。 

－ 

第三号 火災の影響を軽減するため、耐火性能を有する壁の設置その他の延焼を防止するための措置その他の発電用原子炉施設の火

災により発電用原子炉を停止する機能が損なわれることがないようにするための措置を講ずること。 － 

第十二条 

発電用原子炉施設内

における溢水等によ

る損傷の防止 

第１項 設計基準対象施設が発電用原子炉施設内における溢水の発生によりその安全性を損なうおそれがある場合は、防護措置その

他の適切な措置を講じなければならない。 － 
放射線管理施設の内エリア放射線モニ

タリング設備は､高い安全機能を有する

設備ではなく、これまでの他の新規制

基準適合性審査の状況を踏まえると、

防護対象設備とはならないと考えられ

るため、適用対象外としている。 

第２項 設計基準対象施設が発電用原子炉施設内の放射性物質を含む液体を内包する容器又は配管の破損により当該容器又は配管か

ら放射性物質を含む液体があふれ出るおそれがある場合は、当該液体が管理区域外へ漏えいすることを防止するために必要

な措置を講じなければならない。 
－ 

第十三条 

安全避難通路等 

第１項 発電用原子炉施設には、次に掲げる設備を施設しなければならない。 
－ 

発電用原子炉施設の全体に係る要求事

項であるが、放射線管理施設の内エリ

ア放射線モニタ取替工事のため、適用

対象外としている。 

第一号 その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易に識別できる安全避難通路 
－ 

第二号 照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわない避難用の照明 
－ 

第三号 設計基準事故が発生した場合に用いる照明（前号の避難用の照明を除く。）及びその専用の電源 
－ 

第十四条 

安全設備 

第１項 第二条第二項第九号ハ及びホに掲げる安全設備は、当該安全設備を構成する機械又は器具の単一故障（設置許可基準規則第

十二条第二項に規定する単一故障をいう。以下同じ。）が発生した場合であって、外部電源が利用できない場合においても

機能できるよう、構成する機械又は器具の機能、構造及び動作原理を考慮して、多重性又は多様性を確保し、及び独立性を

確保するよう、施設しなければならない。 

－ 安全設備に該当しない。 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第２項 安全設備は、設計基準事故時及び当該事故に至るまでの間に想定される全ての環境条件において、その機能を発揮すること

ができるよう、施設しなければならない。 
－ 

第十五条 

設計基準対象施設の

機能 

第１項 設計基準対象施設は、通常運転時において発電用原子炉の反応度を安全かつ安定的に制御でき、かつ、運転時の異常な過渡

変化時においても発電用原子炉固有の出力抑制特性を有するとともに、発電用原子炉の反応度を制御することにより核分裂

の連鎖反応を制御できる能力を有するものでなければならない。 
－ 

発電用原子炉の反応度を制御する設備

に該当しない。 

第２項 設計基準対象施設は、その健全性及び能力を確認するため、発電用原子炉の運転中又は停止中に必要な箇所の保守点検（試

験及び検査を含む。）ができるよう、施設しなければならない。 － 

検出器の種類の変更で有り、既設設備

場所と構成に変更がないため該当しな

い。 

第３項 設計基準対象施設は、通常運転時において容器、配管、ポンプ、弁その他の機械又は器具から放射性物質を含む流体が著し

く漏えいする場合は、流体状の放射性廃棄物を処理する設備によりこれを安全に処理するように施設しなければならない。 － 
流体状の放射性廃棄物を処理する設備

に該当しない。 

第４項 設計基準対象施設に属する設備であって、蒸気タービン、ポンプその他の機器又は配管の損壊に伴う飛散物により損傷を受

け、発電用原子炉施設の安全性を損なうことが想定されるものには、防護施設の設置その他の損傷防止措置を講じなければ

ならない。 － 

蒸気タービン、ポンプその他の機器又

は配管の損壊に伴う飛散物により損傷

を受け、発電用原子炉施設の安全性を

損なうことが想定される設備に該当し

ない。 

第５項 設計基準対象施設に属する安全設備であって、第二条第二項第九号ハに掲げるものは、二以上の発電用原子炉施設において

共用し、又は相互に接続するものであってはならない。ただし、二以上の発電用原子炉施設と共用し、又は相互に接続する

ことによって当該二以上の発電用原子炉施設の安全性が向上する場合は、この限りでない。 

－ 
設計基準対象施設に属する安全設備に

該当しない。 
第６項 前項の安全設備以外の安全設備を二以上の発電用原子炉施設と共用し、又は相互に接続する場合には、発電用原子炉施設の

安全性を損なわないよう、施設しなければならない。 
－ 

第十六条 

全交流動力電源喪失

対策設備 

第１項 発電用原子炉施設には、全交流動力電源喪失時から重大事故等（重大事故に至るおそれがある事故（運転時の異常な過渡変

化及び設計基準事故を除く。以下同じ。）又は重大事故をいう。以下同じ。）に対処するために必要な電力の供給が交流動

力電源設備から開始されるまでの間、発電用原子炉を安全に停止し、かつ、発電用原子炉の停止後に炉心を冷却するための

設備が動作するとともに、原子炉格納容器の健全性を確保するための設備が動作することができるよう、これらの設備の動

作に必要な容量を有する蓄電池その他の設計基準事故に対処するための電源設備を施設しなければならない。 

－ 
全交流動力電源喪失対策設備に該当し

ない。 

第十七条 

材料及び構造 

第１項 設計基準対象施設（圧縮機、補助ボイラー、蒸気タービン（発電用のものに限る。）、発電機、変圧器及び遮断器を除

く。）に属する容器、管、ポンプ若しくは弁若しくはこれらの支持構造物又は炉心支持構造物の材料及び構造は、次に定め

るところによらなければならない。この場合において、第一号から第七号まで及び第十五号の規定については、使用前に適

用されるものとする。 

－ 

設計基準対象施設に属する容器、管、

ポンプ若しくは弁若しくはこれらの支

持構造物又は炉心支持構造物に該当し

ない。 

第一号 クラス１機器及びクラス１支持構造物に使用する材料は、次に定めるところによること。 

イ クラス１機器又はクラス１支持構造物が、その使用される圧力、温度、水質、放射線、荷重その他の使用条件に対して

適切な機械的強度及び化学的成分（使用中の応力その他の使用条件に対する適切な耐食性を含む。）を有すること。 

ロ クラス１容器に使用する材料にあっては、当該容器が使用される圧力、温度、放射線、荷重その他の使用条件に対して

適切な破壊じん性を有することを機械試験その他の評価方法により確認したものであること。 

ハ クラス１機器（クラス１容器を除く。）又はクラス１支持構造物（クラス１管及びクラス１弁を支持するものを除

く。）に使用する材料にあっては、当該機器又は当該支持構造物の最低使用温度に対して適切な破壊じん性を有するこ

とを機械試験その他の評価方法により確認したものであること。 

ニ クラス１機器又はクラス１支持構造物（棒及びボルトに限る。）に使用する材料にあっては、有害な欠陥がないことを

非破壊試験により確認したものであること。 

－ 
クラス１機器及びクラス１支持構造物

に該当しない。 

第二号 クラス２機器及びクラス２支持構造物に使用する材料は、次に定めるところによること。 

イ クラス２機器又はクラス２支持構造物が、その使用される圧力、温度、荷重その他の使用条件に対して適切な機械的強

度及び化学的成分を有すること。 

ロ クラス２機器に使用する材料にあっては、当該機器の最低使用温度に対して適切な破壊じん性を有することを機械試験

その他の評価方法により確認したものであること。 

ハ クラス２機器に属する鋳造品にあっては、有害な欠陥がないことを非破壊試験により確認したものであること。 

－ 
クラス２機器及びクラス２支持構造物

に該当しない。 

第三号 クラス３機器（クラス３容器又はクラス３管をいう。以下同じ。）に使用する材料は、次に定めるところによること。 

イ クラス３機器が、その使用される圧力、温度、荷重その他の使用条件に対して適切な機械的強度及び化学的成分を有す

ること。 

ロ 工学的安全施設に属するクラス３機器に使用する材料にあっては、当該機器の最低使用温度に対して適切な破壊じん性

を有することを機械試験その他の評価方法により確認したものであること。 

－ クラス３機器に該当しない。 

第四号 クラス４管に使用する材料は、当該管が使用される圧力、温度、荷重その他の使用条件に対して適切な機械的強度及び化学

的成分を有すること。 
－ クラス４管に該当しない。 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第五号 原子炉格納容器（コンクリート製原子炉格納容器を除く。以下この号において同じ。）及び原子炉格納容器支持構造物に使

用する材料は、次に定めるところによること。 

イ 原子炉格納容器又は原子炉格納容器支持構造物が、その使用される圧力、温度、湿度、荷重その他の使用条件に対して

適切な機械的強度及び化学的成分を有すること。 

ロ 原子炉格納容器又は原子炉格納容器支持構造物の最低使用温度に対して適切な破壊じん性を有することを機械試験その

他の評価方法により確認したものであること。 

－ 
原子炉格納容器及び原子炉格納容器支

持構造物に該当しない。 

第六号 コンクリート製原子炉格納容器のコンクリート部及び鋼製内張り部等に使用する材料は、次に定めるところによること。 

イ コンクリートにあっては、当該原子炉格納容器が使用される圧力、温度、荷重その他の使用条件に対して適切な圧縮強

度を有すること。 

ロ コンクリートにあっては、有害な膨張及び鉄筋腐食を起こさないよう、長期の耐久性を有すること。 

ハ コンクリート部に強度部材として使用する鉄筋並びに緊張材及び定着具（以下「鉄筋等」という。）にあっては、当該

原子炉格納容器が使用される圧力、温度、荷重その他の使用条件に対して適切な機械的強度、化学的成分及び形状寸法

を有すること。 

ニ 鋼製内張り部等に使用する材料にあっては、前号イ及びロの規定に準ずること。 

－ 

コンクリート製原子炉格納容器のコン

クリート部及び鋼製内張り部等に該当

しない。 

第七号 炉心支持構造物に使用する材料は、第一号イ、ハ及びニの規定に準ずること。 － 炉心支持構造物に該当しない。 

第八号 クラス１機器及びクラス１支持構造物の構造及び強度は、次に定めるところによること。 

イ クラス１機器にあっては、最高使用圧力、最高使用温度及び機械的荷重が負荷されている状態（以下「設計上定める条

件」という。）において、全体的な変形を弾性域に抑えること。 

ロ クラス１支持構造物にあっては、運転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱにおいて、全体的な変形を弾性域に抑えること。 

ハ クラス１容器（オメガシールその他のシールを除く。）、クラス１管、クラス１弁及びクラス１支持構造物にあって

は、運転状態Ⅲにおいて、全体的な塑性変形が生じないこと。ただし、構造上の不連続部における局部的な塑性変形は

この限りでない。 

ニ クラス１容器（オメガシールその他のシールを除く。）、クラス１管及びクラス１支持構造物にあっては、運転状態Ⅳ

において、延性破断に至る塑性変形が生じないこと。 

ホ クラス１容器（ボルトその他の固定用金具、オメガシールその他のシールを除く。）にあっては、試験状態において、

全体的な塑性変形が生じないこと。ただし、構造上の不連続部における局部的な塑性変形はこの限りでない。 

ヘ クラス１容器（ボルトその他の固定用金具を除く。）、クラス１管、クラス１弁（弁箱に限る。）及びクラス１支持構

造物にあっては、運転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱにおいて、進行性変形が生じないこと。 

ト クラス１容器、クラス１管、クラス１弁（弁箱に限る。）及びクラス１支持構造物にあっては、運転状態Ⅰ及び運転状

態Ⅱにおいて、疲労破壊が生じないこと。 

チ クラス１容器（胴、鏡板及び外側から圧力を受ける円筒形又は管状のものに限る。）にあっては、運転状態Ⅰ、運転状

態Ⅱ、運転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳ並びに試験状態において、座屈が生じないこと。 

リ クラス１管にあっては、設計上定める条件において、座屈が生じないこと。 

ヌ クラス１支持構造物にあっては、運転状態Ⅰ、運転状態Ⅱ、運転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳにおいて、座屈が生じないこ

と。 

ル ロ、ハ、ニ、へ、ト及びヌにかかわらず、クラス１支持構造物であって、クラス１容器に溶接により取り付けられ、そ

の損壊により、クラス１容器の損壊を生じさせるおそれがあるものにあっては、クラス１容器の規定に準ずること。 

－ 
クラス１機器及びクラス１支持構造物

に該当しない。 

第九号 クラス２機器及びクラス２支持構造物の構造及び強度は、次に定めるところによること。 

イ クラス２機器にあっては、設計上定める条件において、全体的な変形を弾性域に抑えること。 

ロ クラス２機器に属する伸縮継手にあっては、設計上定める条件で応力が繰り返し加わる場合において、疲労破壊が生じ

ないこと。 

ハ クラス２管（伸縮継手を除く。）にあっては、運転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱにおいて、疲労破壊が生じないこと。 

ニ クラス２容器及びクラス２管にあっては、設計上定める条件において、座屈が生じないこと。 

ホ クラス２支持構造物であって、クラス２機器に溶接により取り付けられ、その損壊によりクラス２機器に損壊を生じさ

せるおそれがあるものにあっては、運転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱにおいて、延性破断及び座屈が生じないこと。 

－ 
クラス２機器及びクラス２支持構造物

に該当しない。 

第十号 クラス３機器の構造及び強度は、次に定めるところによること。 

イ 設計上定める条件において、全体的な変形を弾性域に抑えること。 

ロ クラス３機器に属する伸縮継手にあっては、設計上定める条件で応力が繰り返し加わる場合において、疲労破壊が生じ

ないこと。 

ハ 設計上定める条件において、座屈が生じないこと。 

－ クラス３機器に該当しない。 

第十一号 クラス４管の構造及び強度は、設計上定める条件において、延性破断に至る塑性変形を生じないこと。 
－ クラス４管に該当しない。 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第十二号 原子炉格納容器（コンクリート製原子炉格納容器を除く。）及び原子炉格納容器支持構造物の構造及び強度は、次に定める

ところによること。 

イ 原子炉格納容器（ロに掲げる部分を除く。）にあっては、設計上定める条件において、全体的な変形を弾性域に抑える

こと。 

ロ 原子炉格納容器のうち著しい応力が生ずる部分及び特殊な形状の部分にあっては、第八号イ、ハ、ニ及びホのクラス１

容器の規定を準用する。 

ハ 原子炉格納容器支持構造物にあっては、第八号ロ、ハ及びニのクラス１支持構造物の規定を準用する。 

ニ 原子炉格納容器のうち著しい応力が生ずる部分及び特殊な形状の部分並びに原子炉格納容器支持構造物にあっては、運

転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱにおいて、進行性変形による破壊が生じないこと。 

ホ 原子炉格納容器の伸縮継手にあっては、設計上定める条件で応力が繰り返し加わる場合において、疲労破壊が生じない

こと。 

へ 原子炉格納容器のうち著しい応力が生ずる部分及び特殊な形状の部分並びに原子炉格納容器支持構造物にあっては、運

転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱにおいて、疲労破壊が生じないこと。 

ト 原子炉格納容器にあっては、設計上定める条件並びに運転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳにおいて、座屈が生じないこと。 

チ 原子炉格納容器支持構造物にあっては、運転状態Ⅰ、運転状態Ⅱ、運転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳにおいて、座屈が生じな

いこと。 

－ 
原子炉格納容器及び原子炉格納容器支

持構造物に該当しない。 

第十三号 コンクリート製原子炉格納容器の構造及び強度は、次に定めるところによること。 

イ コンクリートにあっては、荷重状態Ⅰ、荷重状態Ⅱ及び荷重状態Ⅲにおいて圧縮破壊が生じず、かつ、荷重状態Ⅳにお

いてコンクリート製原子炉格納容器が大きな塑性変形に至る圧縮破壊が生じないこと。 

ロ 鉄筋等にあっては、荷重状態Ⅰ、荷重状態Ⅱ及び荷重状態Ⅲにおいて降伏せず、かつ、荷重状態Ⅳにおいて破断に至る

ひずみが生じないこと。 

ハ コンクリート部にあっては、荷重状態Ⅰ、荷重状態Ⅱ及び荷重状態Ⅲにおいてせん断破壊が生じず、かつ、荷重状態Ⅳ

においてコンクリート製原子炉格納容器が大きな塑性変形に至るせん断破壊が生じないこと。 

ニ ライナプレート（貫通部スリーブが取り付く部分を除く。）にあっては、荷重状態Ⅰ及び荷重状態Ⅱにおいて著しい残

留ひずみが生じず、かつ、荷重状態Ⅲ及び荷重状態Ⅳにおいて破断に至らないこと。 

ホ ライナプレート（貫通部スリーブが取り付く部分を除く。）にあっては、ニの規定によるほか、第十二号ヘの原子炉格

納容器の規定を準用する。 

ヘ ライナプレート（貫通部スリーブが取り付く部分に限る。）、貫通部スリーブ及び定着金具（ライナプレートに取り付

ける定着金具であって、全ての荷重状態において全体的な変形を弾性域に抑えることができるものを除く。）にあって

は、第十二号ハ、ニ、へ及びチの原子炉格納容器支持構造物の規定を準用する。この場合において、第十二号中「運転

状態Ⅰ及び運転状態Ⅱ」とあるのは「荷重状態Ⅰ及び荷重状態Ⅱ」と、「運転状態Ⅰ、運転状態Ⅱ、運転状態Ⅲ及び運

転状態Ⅳ」とあるのは「荷重状態Ⅰ、荷重状態Ⅱ、荷重状態Ⅲ及び荷重状態Ⅳ」と読み替えるものとする。 

ト ナックルにあっては、第十二号ロ、ニ及びヘの原子炉格納容器のうち著しい応力が生ずる部分及び特殊な形状の部分の

規定を準用する。 

－ 
コンクリート製原子炉格納容器に該当

しない。 

第十四号 炉心支持構造物の構造及び強度は、次に定めるところによること。 

イ 設計上定める条件において、全体的な変形を弾性域に抑えること。 

ロ 運転状態Ⅲにおいて、全体的な塑性変形が生じないこと。ただし、構造上の不連続部における局部的な塑性変形はこの

限りでない。 

ハ 運転状態Ⅳにおいて、延性破断に至る塑性変形が生じないこと。 

ニ 炉心支持構造物にあっては、運転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱにおいて、進行性変形による破壊が生じないこと。 

ホ 運転状態Ⅰ及び運転状態Ⅱにおいて、疲労破壊が生じないこと。 

へ 運転状態Ⅰ、運転状態Ⅱ、運転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳにおいて、座屈が生じないこと。 

－ 炉心支持構造物に該当しない。 

第十五号 クラス１容器、クラス１管、クラス２容器、クラス２管、クラス３容器、クラス３管、クラス４管及び原子炉格納容器のう

ち主要な耐圧部の溶接部（溶接金属部及び熱影響部をいう。）は、次に定めるところによること。 

イ 不連続で特異な形状でないものであること。 

ロ 溶接による割れが生ずるおそれがなく、かつ、健全な溶接部の確保に有害な溶込み不良その他の欠陥がないことを非破

壊試験により確認したものであること。 

ハ 適切な強度を有するものであること。 

ニ 機械試験その他の評価方法により適切な溶接施工法、溶接設備及び技能を有する溶接士であることをあらかじめ確認し

たものにより溶接したものであること。 

－ 

クラス１容器、クラス１管、クラス２

容器、クラス２管、クラス３容器、ク

ラス３管、クラス４管及び原子炉格納

容器に該当しない。 

第十八条 

使用中の亀裂等によ

る破壊の防止 

第１項 使用中のクラス１機器、クラス１支持構造物、クラス２機器、クラス２支持構造物、クラス３機器、クラス４管、原子炉格

納容器、原子炉格納容器支持構造物及び炉心支持構造物には、その破壊を引き起こす亀裂その他の欠陥があってはならな

い。 
－ 

クラス１機器、クラス１支持構造物、

クラス２機器、クラス２支持構造物、

クラス３機器、クラス４管、原子炉格

納容器、原子炉格納容器支持構造物及

び炉心支持構造物に該当しない。 
第２項 使用中のクラス１機器の耐圧部分には、その耐圧部分を貫通する亀裂その他の欠陥があってはならない。 － 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第十九条 

流体振動等による損

傷の防止 

第１項 燃料体及び反射材並びに炉心支持構造物、熱遮蔽材並びに一次冷却系統に係る容器、管、ポンプ及び弁は、一次冷却材又は

二次冷却材の循環、沸騰その他の一次冷却材又は二次冷却材の挙動により生ずる流体振動又は温度差のある流体の混合その

他の一次冷却材又は二次冷却材の挙動により生ずる温度変動により損傷を受けないように施設しなければならない。 
－ 

燃料体及び反射材並びに炉心支持構造

物、熱遮蔽材並びに一次冷却系統に係

る容器、管、ポンプ及び弁に該当しな

い。 

第二十条 

安全弁等 

第１項 設計基準対象施設（蒸気タービン（発電用のものに限る。）、発電機、変圧器及び遮断器を除く。以下この条において同

じ。）には、次に定めるところにより安全弁又は逃がし弁（以下この条において「安全弁」という。）を設けなければなら

ない。 

－ 

安全弁又は逃がし弁を設けなければな

らない設備に該当しない。 

 第一号 安全弁等は、確実に作動する構造を有すること。 － 

第二号 安全弁等の弁軸は、弁座面からの漏えいを適切に防止できる構造であること。 － 

第三号 安全弁等の材料は、次に定めるところによること。 

イ クラス１容器及びクラス１管に取り付けられる安全弁等の材料にあっては、第十七条第一号の規定に準ずること。 

ロ クラス２容器及びクラス２管に取り付けられる安全弁等の材料にあっては、第十七条第二号の規定に準ずること。 

－ 

第四号 補助作動装置付きのものにあっては、当該補助作動装置が故障しても所要の吹き出し容量が得られる構造であること。 － 

第五号 原子炉圧力容器（加圧器がある場合は、加圧器。以下この号において同じ。）にあっては、次に定めるところによること。 

イ 背圧の影響によりその作動に支障を生ずることを防止するためベローズが設けられた安全弁（第七号において「ベロー

ズ付き安全弁」という。）を適当な箇所に二個以上設けること。 

ロ 安全弁の容量の合計は、当該安全弁の吹出し圧力と設置個数とを適切に組み合わせることにより、当該原子炉圧力容器

の過圧防止に必要な容量以上であること。ただし、安全弁以外の過圧防止効果を有する装置を有するものにあっては、

当該装置の過圧防止能力に相当する値を減ずることができる。 

－ 

第六号 蒸気発生器にあっては、次に定めるところによること。 

イ 安全弁を適当な箇所に二個以上設けること。 

ロ 安全弁の容量の合計は、当該安全弁の吹出し圧力と設置個数とを適切に組み合わせることにより、当該蒸気発生器の過

圧防止に必要な容量以上であること。 

ハ 安全弁は、吹出し圧力を下回った後に、速やかに吹き止まること。 

－ 

第七号 減圧弁を有する管であって、低圧側の部分又はこれに接続する設計基準対象施設に属する容器、管、ポンプ若しくは弁が高

圧側の圧力に耐えるように設計されていないものにあっては、次に定めるところによること。 

イ クラス１管にあっては、ベローズ付き安全弁を減圧弁の低圧側にこれに接近して二個以上設けること。 

ロ イに掲げる管以外の管にあっては、安全弁等を減圧弁の低圧側にこれに接近して一個以上設けること。 

ハ 安全弁等の容量の合計は、当該安全弁等の吹出し圧力と設置個数とを適切に組み合わせることにより、減圧弁が全開し

たとき管の低圧側の部分及びこれに接続する設計基準対象施設に属する容器、管、ポンプ若しくは弁の過圧防止に必要

な容量以上であること。 

ニ 安全弁は、吹出し圧力を下回った後に、速やかに吹き止まること。 

－ 

第八号 設計基準対象施設に属する容器（第五号、第六号及び第三項に掲げる容器、補助ボイラー並びに原子炉格納容器を除く。）

又は管（前号に掲げるものを除く。）であって、内部に過圧が生ずるおそれがあるものにあっては、第六号ロ並びに前号

イ、ロ及びニの規定に準じて安全弁等を適当な箇所に設けること。 
－ 

第２項 前項の場合において、安全弁等の入口側又は出口側に破壊板を設ける場合は、次に定めるところによらなければならない。 － 

第一号 安全弁等の入口側に設ける場合は、次に定めるところによること。 

イ 破壊板の吹出し圧力は、当該容器の最高使用圧力以下の圧力であること。 

ロ 破壊板の破壊により安全弁等の機能を損なわないようにすること。 
－ 

第二号 安全弁等の出口側に設ける場合は、次に定めるところによる 

こと。 

イ 破壊板は、安全弁等の作動を妨げないように低圧で破壊するものであること。 

ロ 破壊板の吹出し圧力に安全弁等の吹出し圧力を加えた圧力が、過圧防止に必要な吹出し圧力より小さくなること。 

ハ 破壊板を支持する構造は、流体が排出する場合の通過面積が安全弁等の出口の面積以上となるものであること。 

ニ 破壊板の破壊により吹出し管の機能を損なわないようにすること。 

－ 

第３項 設計基準対象施設に属する容器であって、内部に液体炭酸ガスその他の安全弁等の作動を不能にするおそれがある物質を含

むものには、次に定めるところにより破壊板を設けなければならない。 － 

第一号 吹出し圧力と設置個数とを適切に組み合わせることにより、当該容器の過圧防止に必要な容量以上となるように、適当な箇

所に一個以上設けること。 
－ 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第二号 容器と破壊板との連絡管の断面積は、破壊板の断面積以上であること。 
－ 

安全弁又は逃がし弁を設けなければな

らない設備に該当しない。 

第４項 第一項又は前項の場合において、安全弁等又は破壊板の入口側又は出口側に止め弁を設ける場合は、発電用原子炉を起動さ

せるとき及び運転中に、止め弁が全開していることを確認できる装置を設けなければならない。 
－ 

第５項 設計基準対象施設に属する容器又は管であって、内部が大気圧未満となることにより外面に設計上定める圧力を超える圧力

を受けるおそれがあるものには、次に定めるところにより過圧防止に必要な容量以上となるように真空破壊弁を設けなけれ

ばならない。 
－ 

第一号 真空破壊弁の材料は、次に定めるところによること。 

イ クラス１容器及びクラス１管に取り付けられる真空破壊弁の材料にあっては、第十七条第一号の規定に準ずること。 

ロ 原子炉格納容器、クラス２容器及びクラス２管に取り付けられる真空破壊弁の材料にあっては、第十七条第二号の規定

に準ずること 

－ 

第二号 二 原子炉格納容器にあっては、真空破壊弁を適当な箇所に二個以上設けること。 
－ 

第三号 三 前号に掲げる容器以外の容器又は管にあっては、真空破壊弁を適当な箇所に一個以上設けること。 
－ 

第６項 設計基準対象施設は、安全弁等、破壊板又は真空破壊弁から放出される流体が放射性物質を含む場合は、これを安全に処理

することができるように施設しなければならない。 

－ 

第二十一条 

耐圧試験等 

第１項 クラス１機器、クラス２機器、クラス３機器、クラス４管及び原子炉格納容器は、次に定めるところによる圧力で耐圧試験

を行ったとき、これに耐え、かつ、著しい漏えいがないものでなければならない。ただし、気圧により試験を行う場合であ

って、当該圧力に耐えることが確認された場合は、当該圧力を最高使用圧力（原子炉格納容器にあっては、最高使用圧力の

〇・九倍）までに減じて著しい漏えいがないことを確認することができる 

－ 

クラス１機器、クラス２機器、クラス

３機器、クラス４管及び原子炉格納容

器に該当しない。 

第一号 内圧を受ける機器に係る耐圧試験の圧力は、機器の最高使用圧力を超え、かつ、機器に生ずる全体的な変形が弾性域の範囲

内となる圧力とすること。ただし、クラス１機器、クラス２管又はクラス３管であって原子炉圧力容器と一体で耐圧試験を

行う場合の圧力は、燃料体の装荷までの間に試験を行った後においては、通常運転時の圧力を超える圧力とすることができ

る。 

－ 

第二号 内部が大気圧未満になることにより、大気圧による外圧を受ける機器の耐圧試験の圧力は、大気圧と内圧との最大の差を上

回る圧力とすること。この場合において、耐圧試験の圧力は機器の内面から加えることができる。 
－ 

第２項 クラス１機器、クラス２機器、クラス３機器及びクラス４管は、通常運転時における圧力で漏えい試験を行ったとき、著し

い漏えいがないものでなければならない。 
－ 

第３項 原子炉格納容器は、最高使用圧力の〇・九倍に等しい気圧で気密試験を行ったとき、著しい漏えいがないものでなければな

らない。 
－ 

第二十二条 

監視試験片 

第１項 設計基準対象施設に属する容器であって、一メガ電子ボルト以上の中性子の照射を受けその材料が著しく劣化するおそれが

あるものの内部には、当該容器が想定される運転状態において脆性破壊を引き起こさないようにするために、照射の影響を

確認できるよう次に定める監視試験片を備えなければならない。 
－ 

設計基準対象施設に属する容器に該当

しない。 

第一号 監視試験片の材料は、中性子の照射領域にある容器の材料と同等の製造履歴を有するものであること。 － 

第二号 監視試験片は、容器の使用開始後に取り出して試験を実施することにより、容器の材料の機械的強度及び破壊じん性の変化

を確認できる個数とすること。 
－ 

第三号 監視試験片は、中性子の照射領域にある容器の材料が受ける中性子スペクトル、中性子照射量及び温度履歴の条件と同等の

条件になるように配置すること 
－ 

第二十三条 

炉心等 

第１項 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物の材料は、通常運転時における圧力、温度及び放射線に起因する最も厳し

い条件において、必要な物理的及び化学的性質を保持するものでなければならない。 
－ 

燃料体、減速材及び反射材並びに炉心

支持構造物に該当しない。 第２項 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物は、最高使用圧力、自重、附加荷重その他の燃料体、減速材及び反射材並

びに炉心支持構造物に加わる負荷に耐えるものでなければならない。 
－ 

第二十四条 

熱遮蔽材 

 

第１項 放射線により材料が著しく劣化するおそれがある原子炉圧力容器には、これを防止するため熱遮蔽材を施設しなければなら

ない。 
－ 

原子炉圧力容器に該当しない。 
第２項 前項の熱遮蔽材は、熱応力による変形により発電用原子炉の運転に支障を及ぼすことがないように施設しなければならな

い。 
－ 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第二十五条 

一次冷却材 

第１項 一次冷却材は、通常運転時における圧力、温度及び放射線によって起る最も厳しい条件において、必要な物理的及び化学的

性質を保持するものでなければならない。 
－ 一次冷却材に該当しない。 

第二十六条 

燃料取扱設備及び燃

料貯蔵設備 

第１項 

 

通常運転時に使用する燃料体又は使用済燃料（以下この条において「燃料体等」という。）を取り扱う設備は、次に定める

ところにより施設しなければならない。 
－ 

燃料体又は使用済燃料を取り扱う設備

に該当しない。 

第一号 燃料体等を取り扱う能力を有するものであること。 － 

第二号 
燃料体等が臨界に達するおそれがない構造であること。 － 

第三号 
崩壊熱により燃料体等が溶融しないものであること － 

第四号 
取扱中に燃料体等が破損しないこと。 － 

第五号 
燃料体等を封入する容器は、取扱中における衝撃、熱その他の容器に加わる負荷に耐え、かつ、容易に破損しないものであ

ること。 
－ 

第六号 
前号の容器は、内部に燃料体等を入れた場合に、放射線障害を防止するため、その表面の線量当量率及びその表面から一メ

ートルの距離における線量当量率がそれぞれ原子力規制委員会の定める線量当量率を超えないように遮蔽できるものである

こと。ただし、管理区域内においてのみ使用されるものについては、この限りでない。 
－ 

第七号 
燃料体等の取扱中に燃料体等を取り扱うための動力源がなくなった場合に、燃料体等を保持する構造を有する機器を設ける

ことにより燃料体等の落下を防止できること。 － 

第２項 燃料体等を貯蔵する設備は、次に定めるところにより施設しなければならない。 － 

燃料体等を貯蔵する設備に該当しな

い。 

第一号 燃料体等が臨界に達するおそれがない構造であること。 － 

第二号 崩壊熱により燃料体等が溶融しないものであること。 － 

第三号 燃料体等を必要に応じて貯蔵することができる容量を有するものであること。 － 

第四号 使用済燃料その他高放射性の燃料体を貯蔵する水槽（以下「使用済燃料貯蔵槽」という。）は、次に定めるところによるこ

と。 

イ 放射性物質を含む水があふれ、又は漏れない構造であること。 

ロ 使用済燃料その他高放射性の燃料体の放射線を遮蔽するために必要な量の水があること。 

ハ 使用済燃料その他高放射性の燃料体の被覆が著しく腐食するおそれがある場合は、これを防止すること。 

ニ 燃料体等の取扱中に想定される燃料体等の落下時及び重量物の落下時においてもその機能が損なわれないこと。 

－ 

第五号 燃料体等の落下により燃料体等が破損して放射性物質が放出されることに伴い公衆に放射線障害を及ぼすおそれがある場

合、放射性物質による敷地外への影響を低減するため、燃料貯蔵設備の格納施設及び放射性物質の放出を低減する発電用原

子炉施設を施設すること。 
－ 

第六号 使用済燃料を工場等内に貯蔵する乾式キャスク（以下「キャスク」という。）は、次に定めるところによること。 

イ 使用済燃料が内包する放射性物質を閉じ込めることができ、かつ、その機能を適切に監視できること。 

ロ 使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有すること。 

ハ 使用済燃料の被覆材の著しい腐食又は変形を防止できること。 

ニ キャスク本体その他のキャスクを構成する部材は、使用される温度、放射線、荷重その他の条件に対し、適切な材料及

び構造であること。 

－ 

第七号 取扱者以外の者がみだりに立ち入らないようにすること。 
－ 

第二十七条 

原子炉冷却材圧力バ

ウンダリ 

第１項 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器は、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊その他の異常に伴う衝撃、炉

心の反応度の変化による荷重の増加その他の原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器に加わる負荷に耐えるように施設

しなければならない。 
－ 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成す

る機器に該当しない。 

第二十八条 

原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの隔離装置

等 

第１項 原子炉冷却材圧力バウンダリには、原子炉冷却材の流出を制限するよう、隔離装置を施設しなければならない。 － 
原子炉冷却材圧力バウンダリを構成す

る機器に該当しない。 第２項 発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリからの原子炉冷却材の漏えいを検出する装置を施設しなければならな

い。 
－ 

第二十九条 

一次冷却材処理装置 

第１項 放射性物質を含む一次冷却材（第三十三条第四号の装置から排出される放射性物質を含む流体を含む。）を通常運転時にお

いて一次冷却系統外に排出する場合は、これを安全に処理する装置を施設しなければならない。 
－ 一次冷却材処理装置に該当しない。 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第三十条 

逆止め弁 

第１項 放射性物質を含む一次冷却材を内包する容器若しくは管又は放射性廃棄物を処理する設備（排気筒並びに第四十条及び第四

十三条に規定するものを除く。第四十七条において同じ。）へ放射性物質を含まない流体を導く管には、逆止め弁を設けな

ければならない。ただし、放射性物質を含む流体が放射性物質を含まない流体を導く管に逆流するおそれがない場合は、こ

の限りでない。 

－ 

放射性物質を含む一次冷却材を内包す

る容器若しくは管又は放射性廃棄物を

処理する設備に該当しない。 

第三十一条 

蒸気タービン 

第１項 第十七条第十五号の規定及び発電用火力設備に関する技術基準を定める省令（平成九年通商産業省令第五十一号）第三章の

規定は、設計基準対象施設に施設する蒸気タービンについて準用する。 
－ 蒸気タービンに該当しない。 

第三十二条 

非常用炉心冷却設備 

第１項 発電用原子炉施設には、非常用炉心冷却設備を施設しなければならない。 
－ 

非常用炉心冷却設備に該当しない。 

第２項 非常用炉心冷却設備は、次の機能を有するものでなければならない。 － 

第一号 燃料被覆材の温度が燃料材の溶融又は燃料体の著しい破損を生ずる温度を超えて上昇することを防止できるものであるこ

と。 
－ 

第二号 燃料被覆材と冷却材との反応により著しく多量の水素を生ずるものでないこと。 － 

第３項 非常用炉心冷却設備は、原子炉圧力容器内又は原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに冷却材中の異物の影響につき想定さ

れる最も厳しい条件下においても、正常に機能する能力を有するものでなければならない。 － 

第４項 非常用炉心冷却設備は、その能力の維持状況を確認するため、発電用原子炉の運転中に試験ができるように施設しなければ

ならない。 
－ 

第三十三条 

循環設備等 

第１項 発電用原子炉施設には、次に掲げる設備を施設しなければならない。 － 

発電用原子炉施設の循環設備等に該当

しない。 

第一号 原子炉圧力容器内において発生した熱を除去するために、熱を輸送することができる容量の一次冷却材を循環させる設備 － 

第二号 負荷の変動その他の発電用原子炉の運転に伴う原子炉圧力容器内の圧力の変動を自動的に調整する設備 － 

第三号 通常運転時又は一次冷却材の小規模漏えい時に発生した一次冷却材の減少分を自動的に補給する設備 － 

第四号 一次冷却材中の不純物及び放射性物質の濃度を発電用原子炉施設の運転に支障を及ぼさない値以下に保つ設備 － 

第五号 発電用原子炉停止時（全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電力の供給が交流動力電源設備から開

始されるまでの間を含む。）に原子炉圧力容器内において発生した残留熱を除去することができる設備 
－ 

第六号 前号の設備により除去された熱を最終ヒートシンクへ輸送することができる設備 － 

第三十四条 

計測装置 

第１項 発電用原子炉施設には、次に掲げる事項を計測する装置を施設しなければならない。ただし、直接計測することが困難な場

合は、当該事項を間接的に測定する装置を施設することをもって、これに代えることができる。 
第十二号が対象により、十二号に記載する。 － 

第一号 炉心における中性子束密度 
－ 

第十二号が対象のため該当しない。 

第二号 炉周期 － 

第三号 制御棒の位置及び液体制御材を使用する場合にあっては、その濃度 － 

第四号 一次冷却材に関する次の事項 

イ 放射性物質及び不純物の濃度 

ロ 原子炉圧力容器の入口及び出口における圧力、温度及び流量 
－ 

第五号 
原子炉圧力容器（加圧器がある場合は、加圧器）内及び蒸気発生器内の水位 － 

第六号 
原子炉格納容器内の圧力、温度、可燃性ガスの濃度、放射性物質の濃度及び線量当量率 － 

第七号 
主蒸気管中及び空気抽出器その他の蒸気タービン又は復水器に接続する設備であって放射性物質を内包する設備の排ガス中

の放射性物質の濃度 
－ 

第八号 
蒸気発生器の出口における二次冷却材の圧力、温度及び流量並びに二次冷却材中の放射性物質の濃度 － 

第九号 
排気筒の出口又はこれに近接する箇所における排気中の放射性物質の濃度 － 

第十号 
排水口又はこれに近接する箇所における排水中の放射性物質の濃度 － 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第十一号 
放射性物質により汚染するおそれがある管理区域（管理区域のうち、その場所における外部放射線に係る線量のみが実用炉

規則第二条第二項第四号に規定する線量を超えるおそれがある場所を除いた場所をいう。以下同じ。）内に開口部がある排

水路の出口又はこれに近接する箇所における排水中の放射性物質の濃度 
－ 第十二号が対象のため該当しない。 

第十二号 
管理区域内において人が常時立ち入る場所その他放射線管理を特に必要とする場所（燃料取扱場所その他の放射線業務従事

者に対する放射線障害の防止のための措置を必要とする場所をいう。）の線量当量率 

【基本設計方針】 

6.4.1 基本設計方針 

(1) エリアモニタリング設備の基本設計方針 

ａ．管理区域内において人が常時立ち入る場所その他放射線管

理を特に必要とする場所（燃料取扱場所その他の放射線業務

従事者に対する放射線障害の防止のための措置を必要とする

場所をいう。）の線量当量率を計測するために，エリアモニ

タリング設備を設け，計測結果を制御室に表示し，記録し，

及びこれを保存する。記録の管理については運用を定める。 

 

【適用基準及び適用規格】 

6.4.2 適用基準及び適用規格 

（6） 原子力発電所放射線モニタリング指針JEAG 4606-2003 （日本電

気協会 原子力規格委員会 平成15年5月） 

サイトバンカ建屋放射線モニタ及び使

用済燃料輸送容器保管建屋放射線モニ

タが管理区域内に設置し，外部放射線

量率の監視を行う設計となっている。 

第十三号 
周辺監視区域に隣接する地域における空間線量率及び放射性物質の濃度 － 

第十二号が対象のため該当しない。 
第十四号 

使用済燃料その他高放射性の燃料体を貯蔵する水槽の水温及び水位 － 

第十五号 
敷地内における風向及び風速 － 

第２項 
前項第六号に掲げる装置であって線量当量率を計測する装置にあっては、多重性及び独立性を確保しなければならない。 － 

第３項 
第一項第十二号から第十四号までに掲げる事項を計測する装置（第一項第十二号に掲げる事項を計測する装置にあっては、

燃料取扱設備及び燃料貯蔵設備に属するものに限る。）にあっては、外部電源が喪失した場合においてもこれらの事項を計

測することができるものでなければならない。 
－ 

第一項第十二号に掲げる事項を計測す

る装置であるが、燃料取扱設備及び燃

料貯蔵設備に該当しない。 

第４項 
第一項第一号及び第三号から第十五号までに掲げる事項を計測する装置にあっては、計測結果を表示し、記録し、及びこれ

を保存することができるものでなければならない。ただし、設計基準事故時の放射性物質の濃度及び線量当量率を計測する

主要な装置以外の装置であって、断続的に試料の分析を行う装置については、運転員その他の従事者が測定結果を記録し、

及びこれを保存し、その記録を確認することをもって、これに代えることができる。 

【基本設計方針】 

6.4.1 基本設計方針 

(1) エリアモニタリング設備の基本設計方針 

ａ．管理区域内において人が常時立ち入る場所その他放射線管

理を特に必要とする場所（燃料取扱場所その他の放射線業務

従事者に対する放射線障害の防止のための措置を必要とする

場所をいう。）の線量当量率を計測するために，エリアモニ

タリング設備を設け，計測結果を制御室に表示し，記録し，

及びこれを保存する。記録の管理については運用を定める。 

 

【適用基準及び適用規格】 

6.4.2 適用基準及び適用規格 

（6） 原子力発電所放射線モニタリング指針JEAG 4606-2003 （日本

電気協会 原子力規格委員会 平成15年5月） 

第一項第十二号に掲げる事項を計測す

る装置であり、計測結果を表示し、記

録し、及びこれを保存することができ

るもので構成されている。 

第三十五条 

安全保護装置 

第１項 発電用原子炉施設には、安全保護装置を次に定めるところにより施設しなければならない。 
－ 

安全保護装置に該当しない。 

第一号 運転時の異常な過渡変化が発生する場合又は地震の発生により発電用原子炉の運転に支障が生ずる場合において、原子炉停

止系統その他系統と併せて機能することにより、燃料要素の許容損傷限界を超えないようにできるものであること。 
－ 

第二号 系統を構成する機械若しくは器具又はチャンネルは、単一故障が起きた場合又は使用状態からの単一の取り外しを行った場

合において、安全保護機能を失わないよう、多重性を確保すること。 
－ 

第三号 系統を構成するチャンネルは、それぞれ互いに分離し、それぞれのチャンネル間において安全保護機能を失わないように独

立性を確保すること。 
－ 

第四号 駆動源の喪失、系統の遮断その他の不利な状況が生じた場合においても、発電用原子炉施設をより安全な状態に移行する

か、又は当該状態を維持することにより、発電用原子炉施設の安全上支障がない状態を維持できること。 
－ 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第五号 不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき動作をさせず、又は使用目的に反する動作をさせる行為による

被害を防止するために必要な措置が講じられているものであること。 
－ 

安全保護装置に該当しない。 
第六号 

計測制御系の一部を安全保護装置と共用する場合には、その安全保護機能を失わないよう、計測制御系から機能的に分離さ

れたものであること。 
－ 

第七号 
発電用原子炉の運転中に、その能力を確認するための必要な試験ができるものであること。 － 

第八号 
運転条件に応じて作動設定値を変更できるものであること。 － 

第三十六条 

反応度制御系統及び

原子炉停止系統 

第１項 発電用原子炉施設には、反応度制御系統を施設しなければならない。 － 

反応度制御系統及び原子炉停止系統に

該当しない。 

第２項 反応度制御系統は、二つ以上の独立した制御棒、液体制御材その他の反応度を制御する系統を有するものであり、かつ、計

画的な出力変化に伴う反応度変化を燃料要素の許容損傷限界を超えることなく制御できる能力を有するものでなければなら

ない。 

－ 

第３項 原子炉停止系統は、次の能力を有するものでなければならない。 － 

第一号 通常運転時の高温状態において、二つ以上の独立した系統がそれぞれ発電用原子炉を未臨界に移行し、及び未臨界を維持で

きるものであり、かつ、運転時の異常な過渡変化時の高温状態においても原子炉停止系統のうち少なくとも一つは、燃料要

素の許容損傷限界を超えることなく発電用原子炉を未臨界に移行し、及び未臨界を維持できること。この場合において、非

常用炉心冷却設備その他の発電用原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合に作動する設備の作動に伴って注入される

液体制御材による反応度価値を加えることができる。 

－ 

第二号 通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時における低温状態において、少なくとも一つは、発電用原子炉を未臨界に移行

し、及び未臨界を維持できること。 
－ 

第三号 
一次冷却材喪失その他の設計基準事故時において、少なくとも一つは、発電用原子炉を未臨界へ移行することができ、か

つ、少なくとも一つは、発電用原子炉を未臨界に維持できること。この場合において、非常用炉心冷却設備その他の発電用

原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合に作動する設備の作動に伴って注入される液体制御材による反応度価値を加

えることができる。 

－ 

第四号 
制御棒を用いる場合にあっては、反応度価値の最も大きな制御棒一本が固着した場合においても第一号から第三号までの規

定に適合すること。 
－ 

第４項 
制御棒の最大反応度価値及び反応度添加率は、想定される反応度投入事象（発電用原子炉に反応度が異常に投入される事象

をいう。）に対して原子炉冷却材圧力バウンダリを破損せず、かつ、炉心の冷却機能を損なうような炉心、炉心支持構造物

及び原子炉圧力容器内部構造物の損壊を起こさないものでなければならない。 
－ 

第５項 
制御棒、液体制御材その他の反応度を制御する設備は、通常運転時における圧力、温度及び放射線に起因する最も厳しい条

件において、必要な物理的及び化学的性質を保持するものでなければならない。 
－ 

第三十七条 

制御材駆動装置 

 

第１項 
制御材を駆動する装置は、次に定めるところにより施設しなければならない。 － 

制御材を駆動する装置に該当しない。 

第一号 
発電用原子炉の特性に適合した速度で制御材を駆動できるものであること。 － 

第二号 発電用原子炉の通常運転時において制御棒の異常な引き抜きが発生した場合においても、燃料要素の許容損傷限界を超える

速度で駆動できないものであること。 
－ 

第三号 制御棒の駆動動力源が喪失した場合に、発電用原子炉の反応度を増加させる方向に制御棒を動作させないものであること。 － 

第四号 制御棒を駆動する装置にあっては、制御棒の挿入その他の衝撃により制御棒、燃料体、反射材その他の炉心を構成するもの

を損壊しないものであること。 
－ 

第三十八条 

原子炉制御室等 

第１項 発電用原子炉施設には、原子炉制御室を施設しなければならない。 
－ 

原子炉制御室に該当しない。 

第２項 原子炉制御室には、反応度制御系統及び原子炉停止系統に係る設備を操作する装置、非常用炉心冷却設備その他の非常時に

発電用原子炉の安全を確保するための設備を操作する装置、発電用原子炉及び一次冷却系統に係る主要な機械又は器具の動

作状態を表示する装置、主要計測装置の計測結果を表示する装置その他の発電用原子炉を安全に運転するための主要な装置

（第四十七条第一項に規定する装置を含む。）を集中し、かつ、誤操作することなく適切に運転操作することができるよう

施設しなければならない。 

－ 

第３項 原子炉制御室には、発電用原子炉施設の外部の状況を把握するための装置を施設しなければならない。 － 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第４項 発電用原子炉施設には、火災その他の異常な事態により原子炉制御室が使用できない場合に、原子炉制御室以外の場所から

発電用原子炉の運転を停止し、かつ、安全な状態に維持することができる装置を施設しなければならない。 
－ 

原子炉制御室に該当しない。 

第５項 原子炉制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の従事者が原子炉制御室に出入りするための区域には、一次冷却

系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障その他の異常が発生した場合に発電用原子炉の運転の停止その他の発電用原子

炉施設の安全性を確保するための措置をとるため、従事者が支障なく原子炉制御室に入り、又は一定期間とどまり、かつ、

当該措置をとるための操作を行うことができるよう、遮蔽その他の適切な放射線防護措置、気体状の放射性物質及び原子炉

制御室外の火災により発生する燃焼ガスに対する換気設備の隔離その他の適切な防護措置を講じなければならない。 

－ 

第６項 原子炉制御室には、酸素濃度計を施設しなければならない。 

 
－ 

第三十九条 

廃棄物処理設備等 

第１項 工場等には、次に定めるところにより放射性廃棄物を処理する設備（排気筒を含み、次条及び第四十三条に規定するものを

除く。）を施設しなければならない。 
－ 

放射性廃棄物を処理する設備に該当し

ない。 

第一号 周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界における水中の放射性物質の濃度が、それぞれ原子力規制委員会の定め

る濃度限度以下になるように発電用原子炉施設において発生する放射性廃棄物を処理する能力を有するものであること。 
－ 

第二号 放射性廃棄物以外の廃棄物を処理する設備と区別して施設すること。ただし、放射性廃棄物以外の流体状の廃棄物を流体状

の放射性廃棄物を処理する設備に導く場合において、流体状の放射性廃棄物が放射性廃棄物以外の廃棄物を取り扱う設備に

逆流するおそれがない場合は、この限りでない。 

－ 

第三号 放射性廃棄物が漏えいし難い構造であり、かつ、放射性廃棄物に含まれる化学薬品の影響その他の負荷により著しく腐食し

ないものであること。 
－ 

第四号 気体状の放射性廃棄物を処理する設備は、第四十三条第三号の規定に準ずるほか、排気筒の出口以外の箇所において気体状

の放射性廃棄物を排出しないこと。 
－ 

第五号 流体状の放射性廃棄物及び原子炉冷却材圧力バウンダリ内に施設されたものから発生する高放射性の固体状の放射性廃棄物

を工場等内において運搬するための容器は、取扱中における衝撃その他の負荷に耐え、かつ、容易に破損しないものである

こと。ただし、管理区域内においてのみ使用されるものについては、この限りでない。 
－ 

第六号 
前号の容器は、内部に放射性廃棄物を入れた場合に、放射線障害を防止するため、その表面の線量当量率及びその表面から

一メートルの距離における線量当量率が原子力規制委員会の定める線量当量率を超えないよう、遮蔽できるものであるこ

と。ただし、管理区域内においてのみ使用されるものについては、この限りでない。 
－ 

第２項 
流体状の放射性廃棄物を処理する設備が設置される放射性廃棄物処理施設（流体状の放射性廃棄物の漏えいが拡大するおそ

れがある部分に限る。以下この項において同じ。）は、次に定めるところにより施設しなければならない。 
－ 

第一号 放射性廃棄物処理施設内部の床面及び壁面は、流体状の放射性廃棄物が漏えいし難い構造であること。 － 

第二号 
放射性廃棄物処理施設内部の床面は、床面の傾斜又は床面に設けられた溝の傾斜により流体状の放射性廃棄物が排液受け口

に導かれる構造であり、かつ、流体状の放射性廃棄物（気体状のものを除く。以下同じ。）を処理する設備の周辺部には、

流体状の放射性廃棄物の漏えいの拡大を防止するための堰が施設されていること。 
－ 

第三号 
放射性廃棄物処理施設外に通じる出入口又はその周辺部には、流体状の放射性廃棄物が放射性廃棄物処理施設外へ漏えいす

ることを防止するための堰が施設されていること。ただし、放射性廃棄物処理施設内部の床面が隣接する発電用原子炉施設

の床面又は地表面より低い場合であって、放射性廃棄物処理施設外へ漏えいするおそれがない場合は、この限りでない。 
－ 

第四号 
工場等外に排水を排出する排水路（湧水に係るものであって放射性物質により汚染するおそれがある管理区域内に開口部が

ないもの並びに排水監視設備及び放射性物質を含む排水を安全に処理する設備を施設するものを除く。）上に放射性廃棄物

処理施設内部の床面がないよう、施設すること。 
－ 

第３項 第一項第五号の流体状の放射性廃棄物を運搬するための容器は、第二項第三号に準じて流体状の放射性廃棄物の漏えいの拡

大を防止するように施設しなければならない。ただし、管理区域内においてのみ使用されるもの及び漏えいするおそれがな

い構造のものは、この限りでない。 

－ 

第四十条 

廃棄物貯蔵設備等 

第１項 放射性廃棄物を貯蔵する設備は、次に定めるところにより施設しなければならない。 － 

放射性廃棄物を貯蔵する設備に該当し

ない。 

第一号 通常運転時に発生する放射性廃棄物を貯蔵する容量があること。 － 

第二号 放射性廃棄物が漏えいし難い構造であること。 － 

第三号 崩壊熱及び放射線の照射により発生する熱に耐え、かつ、放射性廃棄物に含まれる化学薬品の影響その他の負荷により著し

く腐食しないこと。 
－ 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第２項 固体状の放射性廃棄物を貯蔵する設備が設置される発電用原子炉施設は、放射性廃棄物による汚染が広がらないように施設

しなければならない。 
－ 

放射性廃棄物を貯蔵する設備に該当し

ない。 第３項 
前条第二項の規定は、流体状の放射性廃棄物を貯蔵する設備が設置される放射性廃棄物処理施設について準用する。この場

合において、「流体状の放射性廃棄物を処理する設備」とあるのは「流体状の放射性廃棄物を貯蔵する設備」と読み替える

ものとする。 
－ 

第四十一条 

放射性物質による汚

染の防止 

第１項 
発電用原子炉施設のうち、人が頻繁に出入りする建物の内部の壁、床その他の放射性物質により汚染されるおそれがある部

分であって、人が触れるおそれがある部分の表面は、放射性物質による汚染を除去し易いものでなければならない。 

－ 

人が頻繁に出入りする建物の内部の

壁、床その他の放射性物質により汚染

されるおそれがある部分であって、人

が触れるおそれがある部分の表面に該

当しない。 

第２項 発電用原子炉施設には、人が触れるおそれがある物の放射性物質による汚染を除去する設備を施設しなければならない。 

 
－ 汚染を除去する設備に該当しない。 

第３項 放射性物質により汚染されるおそれがある管理区域内に開口部がある排水路であって、工場等外に排水を排出するものに

は、排水監視設備及び放射性物質を含む排水を安全に処理する設備を施設しなければならない。 － 
放射性物質により汚染されるおそれが

ある管理区域内に開口部がある排水路

に該当しない。 

第四十二条 

生体遮蔽等 

第１項 設計基準対象施設は、通常運転時において発電用原子炉施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による工場等

周辺の空間線量率が原子力規制委員会の定める線量限度を十分下回るように施設しなければならない。 
－ 

生体遮蔽施設に該当しない。 

第２項 
工場等内における外部放射線による放射線障害を防止する必要がある場所には、次に定めるところにより生体遮蔽を施設し

なければならない。 
－ 

第一号 
放射線障害を防止するために必要な遮蔽能力を有するものであること。 － 

第二号 
開口部又は配管その他の貫通部があるものにあっては、必要に応じて放射線漏えい防止措置が講じられていること。 － 

第三号 自重、附加荷重及び熱応力に耐えるものであること。 － 

第四十三条 

換気設備 

第１項 発電用原子炉施設内の放射性物質により汚染された空気による放射線障害を防止する必要がある場所には、次に定めるとこ

ろにより換気設備を施設しなければならない。 
－ 

換気設備に該当しない。 

第一号 放射線障害を防止するために必要な換気能力を有するものであること。 － 

第二号 
放射性物質により汚染された空気が漏えい及び逆流し難い構造であること。 － 

第三号 
排出する空気を浄化する装置を設ける場合にあっては、ろ過装置の放射性物質による汚染の除去又はろ過装置の取替えが容

易な構造であること。 
－ 

第四号 
吸気口は、放射性物質により汚染された空気を吸入し難いように施設すること。 － 

第四十四条 

原子炉格納施設 

第１項 発電用原子炉施設には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に漏えいする放射性物質が公衆に放射線

障害を及ぼすおそれがないよう、次に定めるところにより原子炉格納施設を施設しなければならない。 
－ 

原子炉格納施設に該当しない。 第一号 
原子炉格納容器にあっては、次に定めるところによること。 

イ 一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に想定される最大の圧力及び最高の温度に耐えること。 

ロ 原子炉格納容器に開口部を設ける場合には気密性を確保すること。 

ハ 原子炉格納容器を貫通する箇所及び出入口は、想定される漏えい量その他の漏えい試験に影響を与える環境条件に応じ

て漏えい試験ができること。 

－ 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第二号 
原子炉格納容器を貫通して取り付ける管には、次により隔離弁（閉鎖隔離弁（ロック装置が付されているものに限る。）又

は自動隔離弁（隔離機能がない逆止め弁を除く。）をいう。以下同じ。）を設けること。 

イ 原子炉格納容器に取り付ける管であって原子炉格納容器を貫通するものには、当該貫通箇所の内側及び外側であって近

接した箇所に一個の隔離弁を施設すること。 

ロ イの規定にかかわらず、次に掲げるところにより隔離弁を施設することをもって、イの規定による隔離弁の設置に代え

ることができる。 

（１） 一次冷却系統に係る発電用原子炉施設内及び原子炉格納容器内に開口部がなく、かつ、一次冷却系統に係る発

電用原子炉施設の損壊の際に損壊するおそれがない管又は一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊その他の異

常の際に構造上内部に滞留する液体により原子炉格納容器内の放射性物質が外部へ漏えいするおそれがない管にあ

っては、貫通箇所の内側又は外側の近接した箇所に一個の隔離弁を施設すること。 

（２） 貫通箇所の内側又は外側に隔離弁を設ける場合には、一方の側の設置箇所における管であって、湿気その他の

隔離弁の機能に影響を与える環境条件によりその隔離弁の機能が著しく低下するおそれがあると認められるものに

あっては、貫通箇所の外側であって近接した箇所に二個の隔離弁を施設すること。 

（３） 前二号の規定にかかわらず、配管に圧力開放板を適切に設ける場合には、原子炉格納容器の内側又は外側に通

常時において閉止された一個の隔離弁を設けること。 

ハ イ及びロの規定にかかわらず、次の場合には隔離弁を設けることを要しない。 

（１） 設計基準事故及び重大事故等の収束に必要な系統の配管に隔離弁を設けることにより安全性を損なうおそれが

あり、かつ、当該系統の配管により原子炉格納容器の隔離機能が失われない場合 

（２） 計測制御系統施設又は制御棒駆動装置に関連する配管であって、当該配管を通じての漏えい量が十分許容され

る程度に抑制されているものの場合 

ニ 隔離弁は、閉止後において駆動動力源が喪失した場合においても隔離機能が失われないこと。 

ホ 隔離弁は、想定される漏えい量その他の漏えい試験に影響を与える環境条件に応じて漏えい試験ができること。 

－ 

原子炉格納施設に該当しない 

第三号 
一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に生ずる水素及び酸素により原子炉格納容器の安全性を損なうお

それがある場合は、水素又は酸素の濃度を抑制する設備を施設すること。 
－ 

第四号 
一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に原子炉格納容器から気体状の放射性物質が漏えいすることによ

り公衆に放射線障害を及ぼすおそれがある場合は、当該放射性物質の濃度を低減する設備（当該放射性物質を格納する設備

を含む。）を施設すること。 
－ 

第五号 
一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に生ずる原子炉格納容器内の圧力及び温度の上昇により原子炉格

納容器の安全性を損なうことを防止するため、原子炉格納容器内において発生した熱を除去する設備（以下「格納容器熱除

去設備」という。）を次により施設すること。 

イ 格納容器熱除去設備は、原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに冷却材中の異物の影響の想定される最も厳しい条件下

においても、正常に機能すること。 

ロ 格納容器熱除去設備は、その能力を確認するため、発電用原子炉の運転中に試験ができること。 

－ 

第四十五条 

保安電源設備 
第１項 

発電用原子炉施設には、電線路及び当該発電用原子炉施設において常時使用される発電機からの電力の供給が停止した場合

において発電用原子炉施設の安全性を確保するために必要な装置の機能を維持するため、内燃機関を原動力とする発電設備

又はこれと同等以上の機能を有する非常用電源設備を施設しなければならない。 
－ 

保安電源設備に該当しない。 

第２項 
設計基準対象施設の安全性を確保する上で特に必要な設備には、無停電電源装置又はこれと同等以上の機能を有する装置を

施設しなければならない。 
－ 

第３項 
保安電源設備（安全施設へ電力を供給するための設備をいう。）には、第一項の電線路、当該発電用原子炉施設において常

時使用される発電機及び非常用電源設備から発電用原子炉施設の安全性を確保するために必要な装置への電力の供給が停止

することがないように、機器の損壊、故障その他の異常を検知するとともに、その拡大を防止するために必要な措置を講じ

なければならない。 

－ 

第４項 
設計基準対象施設に接続する第一項の電線路のうち少なくとも二回線は、それぞれ互いに独立したものであって、当該設計

基準対象施設において受電可能なものであって、使用電圧が六万ボルトを超える特別高圧のものであり、かつ、それにより

当該設計基準対象施設を電力系統に連系するように施設しなければならない。 
－ 

第５項 
前項の電線路のうち少なくとも一回線は、当該設計基準対象施設において他の回線と物理的に分離して受電できるように施

設しなければならない。 
－ 

第６項 
設計基準対象施設に接続する電線路は、同一の敷地内の二以上の発電用原子炉施設を電力系統に連系する場合には、いずれ

の二回線が喪失した場合においても電力系統からそれらの発電用原子炉施設への電力の供給が同時に停止しないように施設

しなければならない。 
－ 

第７項 
非常用電源設備及びその附属設備は、多重性又は多様性を確保し、及び独立性を確保し、その系統を構成する機械又は器具

の単一故障が発生した場合であっても、運転時の異常な過渡変化時又は設計基準事故時において工学的安全施設及び設計基

準事故に対処するための設備がその機能を確保するために十分な容量を有するものでなければならない。 
－ 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第８項 
設計基準対象施設は、他の発電用原子炉施設に属する非常用電源設備から受電する場合には、当該非常用電源設備から供給

される電力に過度に依存しないように施設しなければならない。 － 保安電源設備に該当しない。 

第四十六条 

緊急時対策所 
第１項 

工場等には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊その他の異常が発生した場合に適切な措置をとるため、緊急時対

策所を原子炉制御室以外の場所に施設しなければならない。 － 緊急時対策所に該当しない。 

第四十七条 

警報装置等 

第１項 発電用原子炉施設には、その機械又は器具の機能の喪失、誤操作その他の異常により発電用原子炉の運転に著しい支障を及

ぼすおそれが発生した場合、第三十四条第一項第九号の放射性物質の濃度又は同条同項第十二号及び第十三号の線量当量率

が著しく上昇した場合又は流体状の放射性廃棄物を処理し、又は貯蔵する設備から流体状の放射性廃棄物が著しく漏えいす

るおそれが発生した場合においてこれらを確実に検出して自動的に警報する装置を施設しなければならない。 

【基本設計方針】 

6.4 放射線管理施設の基本設計方針，適用基準及び適用規格 

6.4.1 基本設計方針 

(1)  エリアモニタリング設備の基本設計方針 

ｂ．管理区域内において人が常時立ち入る場所その他放射線管

理を特に必要とする場所（燃料取扱場所その他の放射線業務

従事者に対する放射線障害の防止のための措置を必要とする

場所をいう。）の線量当量率が著しく上昇した場合におい

て，これらを確実に検出して自動的に中央制御室及び必要な

箇所については現場に警報する装置を設ける。なお，線量当

量率が著しく上昇した場合に発する「高」警報は制御室に表

示する。また，警報は異常の発見を主目的とすることから，

その警報設定点は，通常のバックグラウンド値を基にして定

める。 

 

【適用基準及び適用規格】 

6.4.2 適用基準及び適用規格 

（6）  原子力発電所放射線モニタリング指針JEAG 4606-2003 （日本電

気協会 原子力規格委員会 平成15年5月） 

サイトバンカ建屋放射線モニタと使用

済燃料輸送容器保管建屋放射線モニタ

が、第三十四条第一項第十二号の線量

当量率が著しく上昇した場合におい

て、これらを確実に検出して自動的に

警報することができる設計としてい

る。 

第２項 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵槽の水温の著しい上昇又は使用済燃料貯蔵槽の水位の著しい低下を確実に検知し、

自動的に警報する装置を施設しなければならない。ただし、発電用原子炉施設が、使用済燃料貯蔵槽の水温の著しい上昇又

は使用済燃料貯蔵槽の水位の著しい低下に自動的に対処する機能を有している場合は、この限りでない。 － 
使用済燃料貯蔵槽の水温又は水位を検

知する装置に該当しない。 

第３項 
発電用原子炉施設には、発電用原子炉並びに一次冷却系統及び放射性廃棄物を処理し、又は貯蔵する設備に係る主要な機械

又は器具の動作状態を表示する装置を施設しなければならない。 
－ 

発電用原子炉並びに一次冷却系統及び

放射性廃棄物を処理し、又は貯蔵する

設備に該当しない。 

第４項 
工場等には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に発電用原子炉施設内の人に対し必要な指示ができ

るよう、警報装置及び多様性を確保した通信連絡設備を施設しなければならない。 － 通信連絡設備に該当しない。 

第５項 
工場等には、設計基準事故が発生した場合において当該発電用原子炉施設外の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡が

できるよう、多様性を確保した専用通信回線を施設しなければならない。 － 専用通信回線に該当しない。 

第四十八条 

準用 
第１項 

第十七条第十五号の規定及び発電用火力設備に関する技術基準を定める省令第二章の規定は、設計基準対象施設に施設する

補助ボイラーについて準用する。 － 補助ボイラーに該当しない。 

第２項 
発電用火力設備に関する技術基準を定める省令第十九条から第二十三条までの規定は、設計基準対象施設に施設するガスタ

ービンについて準用する。 － ガスタービンに該当しない。 

第３項 
発電用火力設備に関する技術基準を定める省令第二十五条から第二十九条までの規定は、設計基準対象施設に施設する内燃

機関について準用する。 － 内燃機関に該当しない。 

第４項 
原子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を定める省令（平成二十四年経済産業省令第七十号）第四条から第十六

条まで、第十九条から第二十八条まで及び第三十条から第三十五条までの規定は、設計基準対象施設に施設する電気設備に

ついて準用する。 

 
－ 

設計基準対象施設に施設する電気設備

に該当しない。 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第三章 重大事故等対処施設   

第四十九条 

重大事故等対処施設

の地盤 

第１項 
重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ次に定める地盤に施設しなければならない。 

－ 
重大事故等対処施設に該当しないた

め、第４９条以降は省略とする。 

第一号 重大事故防止設備のうち常設のもの（以下「常設重大事故防止設備」という。）であって、耐震重要施設に属する設計基準

事故対処設備が有する機能を代替するもの（以下「常設耐震重要重大事故防止設備」という。）が設置される重大事故等対

処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力が作用した場合においても当該重大事故等対処施設

を十分に支持することができる地盤 

－ － 

第二号 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を

除く。） 設置許可基準規則第四条第二項の規定により算定する地震力が作用した場合においても当該重大事故等対処施設

を十分に支持することができる地盤 
－ － 

第三号 
重大事故緩和設備のうち常設のもの（以下「常設重大事故緩和設備」という。）が設置される重大事故等対処施設（特定重

大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力が作用した場合においても当該重大事故等対処施設を十分に支持す

ることができる地盤 
－ － 

第四号 
特定重大事故等対処施設 設置許可基準規則第四条第二項の規定により算定する地震力が作用した場合及び基準地震動によ

る地震力が作用した場合においても当該特定重大事故等対処施設を十分に支持することができる地盤 
－ － 

第五十条 

地震による損傷の防

止 

第１項 
重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ次に定めるところにより施設しなければならない。 － － 

第一号 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による

地震力に対して重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないこと。 
－ － 

第二号 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を

除く。） 設置許可基準規則第四条第二項の規定により算定する地震力に十分に耐えること。 
－ － 

第三号 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力に

対して重大事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないこと。 
－ － 

第四号 特定重大事故等対処施設 設置許可基準規則第四条第二項の規定により算定する地震力に十分に耐え、かつ、基準地震動に

よる地震力に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないこと。 
－ － 

第２項 重大事故等対処施設（前項第二号の重大事故等対処施設を除く。）が設置許可基準規則第四条第三項の地震により生ずる斜

面の崩壊によりその重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないよう、防護措置その他の適切な措置

を講じなければならない。 
－ － 

第五十一条 

津波による損傷の防

止 

第１項 重大事故等対処施設が基準津波によりその重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないよう、防護措

置その他の適切な措置を講じなければならない。 － － 

第五十二条 

火災による損傷の防

止 

第１項 重大事故等対処施設が火災によりその重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれないよう、次に掲げる措置を講じ

なければならない。 
－ － 

第一号 火災の発生を防止するため、次の措置を講ずること。 

イ 発火性又は引火性の物質を内包する系統の漏えい防止その他の措置を講ずること。 

ロ 重大事故等対処施設には、不燃性材料又は難燃性材料を使用すること。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

（１） 重大事故等対処施設に使用する材料が、代替材料である場合 

（２） 重大事故等対処施設の機能を確保するために必要な代替材料の使用が技術上困難な場合であって、重大事故等

対処施設における火災に起 

因して他の重大事故等対処施設において火災が発生することを防止するための措置が講じられている場合 

ハ 避雷設備その他の自然現象による火災発生を防止するための設備を施設すること。 

ニ 水素の供給設備その他の水素が内部に存在する可能性がある設備にあっては、水素の燃焼が起きた場合においても重大

事故等対処施設の重大事故等に対処するために必要な機能を損なわないよう施設すること。 

ホ 放射線分解により発生し、蓄積した水素の急速な燃焼によって、重大事故等対処施設の重大事故等に対処するために必

要な機能を損なうおそれがある場合には、水素の蓄積を防止する措置を講ずること。 

－ － 

第二号 火災の感知及び消火のため、火災と同時に発生すると想定される自然現象により、火災感知設備及び消火設備の機能が損な

われることがないように施設すること。 
－ － 

第五十三条 

特定重大事故等対処

施設 

第１項 工場等には、次に定めるところにより特定重大事故等対処施設を施設しなければならない。 － － 

第一号 
原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに対してその重大事故等に対処するために必要な機能が損

なわれるおそれがないこと。 
－ － 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第二号 
原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備を有すること。 － － 

第三号 
原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムの発生後、発電用原子炉施設の外からの支援が受けられる

までの間、使用できること。 
－ － 

第五十四条 

重大事故等対処設備 

 

第１項 重大事故等対処設備は、次に定めるところによらなければならない。 － － 

第一号 
想定される重大事故等が発生した場合における温度、放射線、荷重その他の使用条件において、重大事故等に対処するため

に必要な機能を有効に発揮すること。 
－ － 

第二号 
想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できること。 － － 

第三号 
健全性及び能力を確認するため、発電用原子炉の運転中又は停止中に必要な箇所の保守点検（試験及び検査を含む。）がで

きること。 
－ － 

第四号 
本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備にあっては、通常時に使用する系統から速やかに切

り替えられる機能を備えること。 
－ － 

第五号 
工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないこと。 － － 

第六号 
想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作及び復旧作業を行うことができるよう、放射線量

が高くなるおそれが少ない設置場所の選定、設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講ずること。 
－ － 

第２項 
常設重大事故等対処設備は、前項の規定によるほか、次に定めるところによらなければならない。 － － 

第一号 想定される重大事故等の収束に必要な容量を有すること。 － － 

第二号 
二以上の発電用原子炉施設において共用しないこと。ただし、二以上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以

上の発電用原子炉施設の安全性が向上する場合であって、同一の工場等内の他の発電用原子炉施設に対して悪影響を及ぼさ

ない場合は、この限りでない。 
－ － 

第三号 
常設重大事故防止設備には、共通要因（設置許可基準規則第二条第二項第十八号に規定する共通要因をいう。以下同じ。）

によって設計基準事故対処設備の安全機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう、適切な措置を講ずること。 
－ － 

第３項 可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項の規定によるほか、次に定めるところによらなければならない。 － － 

第一号 想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え、十分に余裕のある容量を有すること。 － － 

第二号 
常設設備（発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時間に発電用原子炉施設と接続することができる常設の設備をい

う。以下同じ。）と接続するものにあっては、当該常設設備と容易かつ確実に接続することができ、かつ、二以上の系統又

は発電用原子炉施設が相互に使用することができるよう、接続部の規格の統一その他の適切な措置を講ずること。 
－ － 

第三号 
常設設備と接続するものにあっては、共通要因によって接続することができなくなることを防止するため、可搬型重大事故

等対処設備（原子炉建屋の外から水又は電力を供給するものに限る。）の接続口をそれぞれ互いに異なる複数の場所に設け

ること。 
－ － 

第四号 
想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故等対処設備を設置場所に据え付け、及び常設設備と接続する

ことができるよう、放射線量が高くなるおそれが少ない設置場所の選定、設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を

講ずること。 
－ － 

第五号 
地震、津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響、設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備の配置その他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に保管すること。 
－ － 

第六号 
想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故等対処設備を運搬し、又は他の設備の被害状況を把握するた

め、工場等内の道路及び通路が確保できるよう、適切な措置を講ずること。 
－ － 

第七号 
重大事故防止設備のうち可搬型のものには、共通要因によって、設計基準事故対処設備の安全機能、使用済燃料貯蔵槽の冷

却機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能と同時

にその機能が損なわれるおそれがないよう、適切な措置を講ずること。 
－ － 

第五十五条 

材料及び構造 
第１項 

重大事故等対処設備に属する容器、管、ポンプ若しくは弁又はこれらの支持構造物の材料及び構造は、次に定めるところに

よらなければならない。この場合において、第一号から第三号まで及び第七号の規定については、使用前に適用されるもの

とする。 
－ － 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第一号 
重大事故等クラス１機器及び重大事故等クラス１支持構造物に使用する材料は、次に定めるところによること。 

イ 重大事故クラス等１機器又は重大事故等クラス１支持構造物が、その使用される圧力、温度、荷重その他の使用条件に

対して適切な機械的強度及び化学的成分を有すること。 

ロ 重大事故等クラス１機器に使用する材料にあっては、当該機器の最低使用温度に対して適切な破壊じん性を有すること

を機械試験その他の評価方法により確認したものであること。 

ハ 重大事故等クラス１機器に属する鋳造品にあっては、有害な欠陥がないことを非破壊試験により確認したものであるこ

と 

－ － 

第二号 
重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物に使用する材料は、次に定めるところによること。ただし、次

に掲げる性能と同等以上の性能を有する場合は、この限りでない。 

イ 重大事故等クラス２機器又は重大事故等クラス２支持構造物が、その使用される圧力、温度、荷重その他の使用条件に

対して適切な機械的強度及び化学的成分を有すること。 

ロ 重大事故等クラス２機器に使用する材料にあっては、当該機器の最低使用温度に対して適切な破壊じん性を有すること

を機械試験その他の評価方法により確認したものであること。 

ハ 重大事故等クラス２機器に属する鋳造品にあっては、有害な欠陥がないことを非破壊試験により確認したものであるこ

と。 

－ － 

第三号 
重大事故等クラス３機器（重大事故等クラス３容器、重大事故等クラス３管、重大事故等クラス３ポンプ又は重大事故等ク

ラス３弁をいう。以下同じ。）に使用する材料は、当該機器が使用される圧力、温度、荷重その他の使用条件に対して適切

な機械的強度及び化学的成分を有すること。 
－ － 

第四号 
重大事故等クラス１機器及び重大事故等クラス１支持構造物の構造及び強度は、次に定めるところによること。 

イ 重大事故等クラス１機器にあっては、設計上定める条件において、全体的な変形を弾性域に抑えること。 

ロ 重大事故等クラス１機器に属する伸縮継手にあっては、設計上定める条件で応力が繰り返し加わる場合において、疲労

破壊が生じないこと。 

ハ 重大事故等クラス１管（伸縮継手を除く。）にあっては、設計上定める条件において、疲労破壊が生じないこと。 

ニ 重大事故等クラス１容器及び重大事故等クラス１管にあっては、設計上定める条件において、座屈が生じないこと。 

ホ 重大事故等クラス１支持構造物であって、重大事故等クラス１機器に溶接により取り付けられ、その損壊により重大事

故等クラス１機器に損壊を生じさせるおそれがあるものにあっては、設計上定める条件において、延性破断及び座屈が

生じないこと。 

－ － 

第五号 
重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の構造及び強度は、次に定めるところによること。ただし、次

に掲げる性能と同等以上の性能を有する場合は、この限りでない。 

イ 重大事故等クラス２機器にあっては、設計上定める条件において、全体的な変形を弾性域に抑えること。 

ロ 重大事故等クラス２機器に属する伸縮継手にあっては、設計上定める条件で応力が繰り返し加わる場合において、疲労

破壊が生じないこと。 

ハ 重大事故等クラス２管（伸縮継手を除く。）にあっては、設計上定める条件において、疲労破壊が生じないこと。 

ニ 重大事故等クラス２容器及び重大事故等クラス２管にあっては、設計上定める条件において、座屈が生じないこと。 

ホ 重大事故等クラス２支持構造物であって、重大事故等クラス２機器に溶接により取り付けられ、その損壊により重大事

故等クラス２機器に損壊を生じさせるおそれがあるものにあっては、設計上定める条件において、延性破断及び座屈が

生じないこと。 

－ － 

第六号 
重大事故等クラス３機器の構造及び強度は、設計上定める条件において、全体的な変形を弾性域に抑えること。 － － 

第七号 重大事故等クラス１容器、重大事故等クラス１管、重大事故等クラス２容器及び重大事故等クラス２管のうち主要な耐圧部

の溶接部（溶接金属部及び熱影響部をいう。）は次に定めるところによること。ただし、重大事故等クラス２容器及び重大

事故等クラス２管にあっては、次に掲げる性能と同等以上の性能を有する場合は、この限りでない。 

イ 不連続で特異な形状でないものであること。 

ロ 溶接による割れが生ずるおそれがなく、かつ、健全な溶接部の確保に有害な溶込み不良その他の欠陥がないことを非破

壊試験により確認したものであること。 

ハ 適切な強度を有するものであること。 

ニ 機械試験その他の評価方法により適切な溶接施工法、溶接設備及び技能を有する溶接士であることをあらかじめ確認し

たものにより溶接したものであること。 

－ － 

第五十六条 

使用中の亀裂等によ

る破壊の防止 

第１項 使用中の重大事故等クラス１機器、重大事故等クラス１支持構造物、重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持

構造物には、その破壊を引き起こす亀裂その他の欠陥があってはならない。 － － 

第五十七条 

安全弁等 

第１項 重大事故等対処施設には、発電用原子炉施設の安全性を確保する上で機器に作用する圧力の過度の上昇を適切に防止する性

能を有する安全弁、逃がし弁、破壊板又は真空破壊弁を必要な箇所に設けなければならない。 － － 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第五十八条 

耐圧試験等 

第１項 重大事故等クラス１機器、重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス３機器に属する機器は、当該機器の使用時におけ

る圧力で耐圧試験を行ったとき、これに耐え、かつ、著しい漏えいがないものでなければならない。ただし、他の方法によ

り当該圧力に耐え、かつ、圧力を加えた場合に著しい漏えいがないことを確認できる場合は、この限りでない。 
－ － 

第２項 重大事故等クラス１機器、重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス３機器に属する機器は、当該機器の使用時におけ

る圧力で漏えい試験を行ったとき、著しい漏えいがないものでなければならない。ただし、他の方法により当該圧力を加え

た場合に著しい漏えいがないことを確認できる場合は、この限りでない。 
－ － 

第五十九条 

緊急停止失敗時に発

電用原子炉を未臨界

にするための設備 

第１項 発電用原子炉施設には、運転時の異常な過渡変化時において発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象が発

生するおそれがある場合又は当該事象が発生した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため、原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ及び原子炉格納容器の健全性を維持するとともに、発電用原子炉を未臨界に移行するために必要な設備を施設しなけ

ればならない。 

－ － 

第六十条 

原子炉冷却材圧力バ

ウンダリ高圧時に発

電用原子炉を冷却す

るための設備 

第１項 発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉

の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため、発電用原子炉を冷却するために必要な設備を施設

しなければならない － － 

第六十一条 

原子炉冷却材圧力バ

ウンダリを減圧する

ための設備 

第１項 発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉

の減圧機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため、原子炉冷却材圧力バウ

ンダリを減圧するために必要な設備を施設しなければならない。 
－ － 

第六十二条 

原子炉冷却材圧力バ

ウンダリ低圧時に発

電用原子炉を冷却す

るための設備 

第１項 発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉

の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため、発電用原子炉を冷却す

るために必要な設備を施設しなければならない。 － － 

第六十三条 

最終ヒートシンクへ

熱を輸送するための

設備 

第１項 発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心

の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止するため、最終ヒ

ートシンクへ熱を輸送するために必要な設備を施設しなければならない。 
－ － 

第六十四条 

原子炉格納容器内の

冷却等のための設備 

第１項 発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合において炉心の著しい

損傷を防止するため、原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な設備を施設しなければならない。 － － 

第２項 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するため、原子炉格納容器

内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるために必要な設備を施設しなければならない。 － － 

第六十五条 

原子炉格納容器の過

圧破損を防止するた

めの設備 

第１項 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するため、原子炉格納容器

内の圧力及び温度を低下させるために必要な設備を施設しなければならない。 
－ － 

第六十六条 

原子炉格納容器下部

の溶融炉心を冷却す

るための設備 

第１項 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するため、溶融し、原子炉

格納容器の下部に落下した炉心を冷却するために必要な設備を施設しなければならない。 

－ － 

第六十七条 

水素爆発による原子

炉格納容器の破損を

防止するための設備 

第１項 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器内における水素による爆発（以下「水素

爆発」という。）による破損を防止する必要がある場合には、水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要

な設備を施設しなければならない。 
－ － 

第六十八条 

水素爆発による原子

炉建屋等の損傷を防

止するための設備 

第１項 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建屋その他の原子炉格納容器から漏えいする気体

状の放射性物質を格納するための施設（以下「原子炉建屋等」という。）の水素爆発による損傷を防止する必要がある場合

には、水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な設備を施設しなければならない。 
－ － 
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－：該当なし 

規  則 
規    則 基本設計方針、適用基準及び適用規格記載事項 対応 

条及び項目 項，号 

第六十九条 

使用済燃料貯蔵槽の

冷却等のための設備 

第１項 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し、又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその

他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合において使用済燃料貯蔵槽内の燃料体又は使用済燃料（以下

「貯蔵槽内燃料体等」という。）を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止するために必要な設備を施設しなければなら

ない。 

－ － 

第２項 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵槽からの大量の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が異常

に低下した場合において貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を防止するために必要な設備を施設しな

ければならない。 
－ － 

第七十条 

工場等外への放射性

物質の拡散を抑制す

るための設備 

第１項 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合にお

いて工場等外への放射性物質の拡散を抑制するために必要な設備を施設しなければならない。 
－ － 

第七十一条 

重大事故等の収束に

必要となる水の供給

設備 

第１項 設計基準事故の収束に必要な水源とは別に、重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を有する水源を確保することに加

えて、発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十分

な量の水を供給するために必要な設備を施設しなければならない。 
－ － 

第七十二条 

電源設備 

第１項 発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合において炉心の著し

い損傷、原子炉格納容器の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中における発電用原子炉内の燃料体（以下

「運転停止中原子炉内燃料体」という。）の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保するために必要な設備を施設し

なければならない。 

－ － 

第２項 発電用原子炉施設には、第四十五条第一項の規定により設置される非常用電源設備及び前項の規定により設置される電源設

備のほか、設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合において炉心の著しい損傷、原子

炉格納容器の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するための常設の直

流電源設備を施設しなければならない。 

－ － 

第七十三条 

計装設備 

第１項 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生し、計測機器（非常用のものを含む。）の故障により当該重大事故等に対処する

ために監視することが必要なパラメータ（設置許可基準規則第十六条第三項第二号に規定するパラメータをいう。以下同

じ。）を計測することが困難となった場合において当該パラメータを推定するために有効な情報を把握できる設備を施設し

なければならない。 

－ － 

第七十四条 

原子炉制御室 

第１項 第三十八条第一項の規定により設置される原子炉制御室には、重大事故が発生した場合においても運転員がとどまるために

必要な設備を施設しなければならない。 
－ － 

第七十五条 

監視測定設備 

第１項 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生した場合に工場等及びその周辺（工場等の周辺海域を含む。）において、発電用

原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録することができる

設備を施設しなければならない。 
－ － 

第２項 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生した場合に工場等において風向、風速その他の気象条件を測定し、及びその結果

を記録することができる設備を施設しなければならない。 
－ － 

第七十六条 

緊急時対策所 

第１項 第四十六条の規定により設置される緊急時対策所は、重大事故等が発生した場合においても当該重大事故等に対処するため

の適切な措置が講じられるよう、次に定めるところによらなければならない。 
－ － 

第一号 重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員がとどまることができるよう、適切な措置を講ずること。 － － 

第二号 重大事故等に対処するために必要な指示ができるよう、重大事故等に対処するために必要な情報を把握できる設備を設ける

こと。 
－ － 

第三号 発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必要な設備を設けること。 － － 

第２項 緊急時対策所には、重大事故等に対処するために必要な数の要員を収容することができる措置を講じなければならない。 － － 

第七十七条 

通信連絡を行うため

に必要な設備 

第１項 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生した場合において当該発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のある場所

と通信連絡を行うために必要な設備を施設しなければならない。 － － 

第七十八条 

準用 

第１項 発電用火力設備に関する技術基準を定める省令第十九条から第二十三条までの規定は、重大事故等対処施設に施設するガス

タービンについて、同令第二十五条から第二十九条までの規定は、重大事故等対処施設に施設する内燃機関について準用す

る。 
－ － 

第２項 原子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を定める省令第四条から第十六条まで、第十九条から第二十八条まで及

び第三十条から第三十五条までの規定は、重大事故等対処施設に施設する電気設備について準用する。 
－ － 



  

 

Ｑ６ 変更目的の一つとしてサイトバンカ建屋のエリアモニタリング設備の保守性向上を図ると

しているが，変更後においても確実に検出できることを説明すること。 

 

【回答】 

 ＜半導体式検出器選定の適切性＞ 

エリア放射線モニタの検出器の選定については，原子力発電所放射線モニタリング指針（JEAG 

4606-2003）に以下の通り半導体式検出器が記載してあり，問題ない。 

４．３．１ エリア放射線モニタ 

（２）検出器の選定 

   計測装置に用いる検出器は，設置箇所で想定される空間ガンマ線量率を考慮して選定

する。空間ガンマ線量率を測定する検出器には，ＧＭ計数管，半導体検出器，電離箱等

を用いる。 

 

 従来からＧＭ管検出器は， JIS Z4324-1997「X線及びγ線用エリアモニタ」のⅡ級として設計

しており，半導体式検出器についても同等である。 

また，ＧＭ管・半導体式検出器仕様の比較表は，以下の通りであり，半導体式検出器は従来のＧ

Ｍ管検出器とほぼ同等の性能であり，変更後においても外部放射線量率を確実に検出することが

出来る。 

 

表１ ＧＭ管・半導体式検出器仕様比較表 

No. 項目 半導体式検出器 ＧＭ管検出器 備考 

1 外形寸法 φ80(mm)×280L(mm) 同左   

2 質量 約 2.5kg 同左   

3 
測定レンジ 

（H レンジ） 

10－４～1 mSv/h 10－２～10 ２ mR/h   

4 
指示誤差 ±30％以内 ±0.16dec 以内 ±0.16 ｄｅｃは 

＋44％～－30％に相当 

5 

エネルギー依存性※１ 0.75～1.25 

（80keV～1.5MeV） 

±20％以内 

（100 keV～3 MeV） 

 

6 
方向依存性※２ ±20％以内（0～45°） 

±30％以内（0～60°） 

±10％以内 

（0～45°） 

 

※１：放射線測定器の応答（レスポンス）が放射線エネルギーに依存する程度を示す特性。エネルギー

依存性試験では，各光子エネルギー又は各実行エネルギーに対するレスポンスを求め，137Cs のレスポン

スを１とした時の各エネルギーに対するレスポンスの比が，上記許容範囲内（Ⅱ級）であることを確認

する。（JIS Z4324-1997) 

※２：放射線の入射方向によって検出器の出力が変化すること，又はその度合い。方向依存性試験では，

検出器基準照射方向を０°とし、照射方向と検出器中心軸を含む水平及び垂直の２平面について，０°・

±45°・±60°・±90°方向からγ線を照射し指示値を読み取る。試験には 137Cs γ線源を用いる。０°

方向の指示値を基準値とし，各方向に対する指示値から基準値を差し引いた値の基準値に対する百分率

が，上記許容範囲内であることを確認する。（JIS Z4324-1997)  

 

本頁以下余白



  

 

Ｑ７ 技術基準規則第３４条第１項と第４項との適合性について，説明すること。（モニタリ

ング結果の表示方法及び表示場所，記録手段，記録の保管方法等について，具体的に説

明し，その適切性を示すこと） 

 

【回答】 

 ＜技術基準規則第34条第 1項＞ 

   サイトバンカ建屋及びキャスク保管建屋のエリア放射線モニタは，管理区域内において人が常

時立ち入る場所の線量当量率を測定する計測装置であるため，技術基準規則第34条第 1項の第十

二号の計測装置に該当する。 

  

 ＜技術基準規則第34条第 4項＞ 

   サイトバンカ建屋及びキャスク保管建屋のエリア放射線モニタは，計測結果を常時サイトバン

カ建屋制御室の制御盤に線量当量率の指示をデジタル表示し，２４時間連続チャートの記録計に

より記録する。なお，サイトバンカ建屋制御室については，運転員が常設しておらず，第３号機

及び第４号機廃棄物処理建屋において，ＩＴＶカメラやパトロールにて，指示及び記録されてい

るのを確認する。 

 

記録の保存については，福島第二原子力発電所 原子炉施設保安規定第１２０条により以下の

通り定められており，１０年間保存している。 

組織は，表１２０－１及び表１２０－３に定める保安に関する記録を適正に作成（表 

１２０－１の５３．及び５４．の記録を除く。）し，保存する。なお，記録の作成にあた 

っては，法令に定める記録に関する事項を遵守する。 

表１２０－１ 

  記録（実用炉規則第６７条に基づく記録） 記録すべき場合※１ 保存期間 

３１．原子炉本体，使用済燃料の貯蔵施設，放射

性廃棄物の廃棄施設等の放射線しゃへい物

の側壁における線量当量率 

毎日運転中１回 １０年間 

※１：記録可能な状態において常に記録することを意味しており，点検，故障又は消耗品の取替

により記録不能な期間を除く。 

 

エリア放射線モニタは，技術基準規則第３４条第１項の計測装置に該当し，第４項に『計測結

果を表示し、記録し、及びこれを保存することができるものでなければならない。』との要求が

あり，技術基準規則の要求事項は満足している。 

 

 

本頁以下余白 



  

 

Ｑ８ 警報設定点の設定方法について具体的に説明すること（「通常のバックグラウンド値」の

設定の考え方を含めること）。また，中央制御室，廃棄物建屋制御室，サイトバンカ制御

室及び現場において，どのように警報発報されるのか説明すること。 

 

【回答】 

 ＜警報設定点の設定方法＞ 

  当所の「放射線管理区域管理業務ガイド」ＡＲＭの警報設定基準及び根拠により，測定場所を区

分し，警報設定している。 

サイトバンカ建屋エリア放射線モニタの測定場所については，「作業エリア」，キャスク保管建

屋エリア放射線モニタの測定場所については，「通路」としている。 

２．警報設定値の根拠 

  (2) 通 路 

管理区域内の線量区分「線量－１」から 0.05 mSv/h としている。 

(3) 作業エリア 

過去の平均的な最大値の３倍※１としている。ただし，設定値が 0.05 mSv/h 未満となる場

合は，0.05 mSv/h としている。 

 

※１：過去の平均的な最大値とは，通常バックグラウンド値。原子力発電所放射線モニタリ

ング指針JEAG 4606-2003 より平均的バックグラウンドレベルの１０倍以内の倍数で設定

するよう示されており，線量変動について早めに検知出来るように３倍としている。 

 

＜通常バックグラウンド値＞ 

警報設定値を見直した年の前３年間の各エリアの平均値。高線量ドラム缶の移動や大きく線量が

上昇する作業については，除外している。 

なお，警報設定値の見直しは，バックグラウンド値に大きな変動が発生した時に実施する。 

 

＜警報発報＞ 

  警報発報については，系統図（Ｑ８ 添付図－１）に示す。 

  サイトバンカ建屋とキャスク保管建屋の放射線レベルが警報設定値を超えたとき，現場の検出器

付近の回転灯と警報器（ブザー）が鳴動し，作業員に周知する。サイトバンカ建屋制御室制御盤に

は，「放射能高」警報発報と同時に，第３号機及び第４号機廃棄物処理建屋制御室主盤の「サイト

バンカ建屋異常」警報が発報し，第３号機及び第４号機廃棄物処理建屋運転員がＩＴＶカメラにて

サイトバンカ建屋制御室の警報を確認する。 

本頁以下余白 





  

 

Ｑ９ 今回の工事計画について，設置許可申請書の記載事項との関係を整理して説明すること。 

 

 

【回答】 

  設置許可申請書の記載事項との関係については，工事計画届出書「Ⅴ-６ 発電用原子炉の設置 

の許可との整合性に関する説明書」に記載のとおりであり，整合性がとれている。 

 

 

本頁以下余白 

 



  

 

Ｑ１０ 炉規則別表第二に「各発電用原子炉施設に共通」及び「放射線管理施設」に係る事項とし

て記載している「発電用原子炉の設置許可との整合性に関する説明書」他の説明書，今回

の工事計画の内容との関係を整理し説明すること。 

 

【回答】 

発電用原子炉施設の工事計画に係る手続きガイド（平成25年 6月 19日制定 平成 28年 10月 6

日改訂 原子力規制委員会）※「３．工事計画以外の認可申請書，届出書及び添付書類の記載（２）

添付書類」により今回の届出に係る放射線管理施設のうちエリアモニタリング設備の取替に関係

のある添付書類を全て添付した。 

 

 ※ 規則別表第二の下欄においては，発電用原子炉を設置する工場又は事業所全体若しくは発電用

原子炉施設全体に係る添付資料の要求に加えて，同表の上欄の発電用原子炉施設の種類に応じた

添付資料の要求が規定されている。すなわち，認可の申請又は届出に係る工事内容に関係のある

ものについて添付する必要がある。 

 

  炉規則 別表第二添付書類への適合性について，Ｑ１０ 添付表－１に示す。 

 

 

本頁以下余白 



Ｑ１０ 添付表－１ 
炉規則 別表第二 添付書類への適合性について      

 
別表記載事項 工事計画届出記載事項 

発電用原子

炉施設の種

類 

添付書類 
記載

要否 

記載箇

所 
不要理由 

各発電用原

子炉施設に

共通 

送電関係一覧図 × － 送電関係の変更ではないため該当しな

い 

急傾斜地崩壊危険区域内において行う制限工事に係る

場合は、当該区域内の急傾斜地（急傾斜地の崩壊によ

る災害の防止に関する法律第二条第一項に規定するも

のをいう。以下同じ。）の崩壊の防止措置に関する説明

書 

× － 急傾斜地崩壊危険区域での工事ではな

いため該当しない 

工場又は事業所の概要を明示した地形図 × － 発電用原子炉の基数増加工事ではない

ため該当しない 

主要設備の配置の状況を明示した平面図及び断面図 × － 建物の増設ではないため該当しない 

単線結線図（接地線（計器用変成器を除く。）について

は電線の種類、太さ及び接地の種類も併せて記載する

こと。） 

× － 電源構成の変更ではないため該当しな

い 

新技術の内容を十分に説明した書類 × － 新技術の内容変更ではないため該当し

ない 

発電用原子炉施設の熱精算図 × － 熱出力に関連しないため該当しない 

熱出力計算書 × － 熱出力に関連しないため該当しない 

発電用原子炉の設置の許可との整合性に関する説明書 ○ Ⅴ－６ － 

排気中及び排水中の放射性物質の濃度に関する説明書 × － 排気中及び排水中の放射性物質の濃度

の変更ではないため該当しない 

人が常時勤務し、又は頻繁に出入する工場又は事業所

内の場所における線量に関する説明書 

○ Ⅴ－７ － 

耐震設計上重要な設備を設置する施設に関する説明書

（自然現象への配慮に関する説明を含む。） 

× － 耐震設計上重要な設備に該当しない 

放射性物質により汚染するおそれがある管理区域（第

二条第二項第四号に規定する管理区域のうち、その場

所における外部放射線に係る線量のみが同号の規定に

基づき告示する線量を超えるおそれがある場所を除い

た場所をいう。）並びにその地下に施設する排水路並び

に当該排水路に施設する排水監視設備及び放射性物質

を含む排水を安全に処理する設備の配置の概要を明示

した図面 

× － 排水設備の変更ではないため該当しな

い 



炉規則 別表第二 添付書類への適合性について 
                                                                     

 
別表記載事項 工事計画届出記載事項 

発電用原子

炉施設の種

類 

添付書類 
記載

要否 

記載箇

所 
不要理由 

 

各発電用原

子炉施設に

共通 

取水口及び放水口に関する説明書 × － 取水口及び放水口の変更ではないため

該当しない 

設備別記載事項のうち、容量又は注入速度、最高使用

圧力、最高使用温度、再結合効率、加熱面積、伝熱面

積、揚程又は吐出圧力、原動機の出力、外径、閉止時

間、漏えい率、制限流量、落下速度、駆動速度及び挿

入時間、効率、吹出圧力、慣性定数、回転速度半減時

間、慣性モーメント、設定破裂圧力並びに設計温度の

設定根拠に関する説明書 

× － 設定値の変更ではないため該当しない 

環境測定装置（放射線管理用計測装置に係るものを除

く。）の構造図及び取付箇所を明示した図面 

× － 環境測定装置の変更ではないため該当

しない 

クラス１機器（技術基準規則第二条第二項第三十三号

ロに規定するクラス１機器をいう。）及び炉心支持構造

物の応力腐食割れ対策に関する説明書（クラス１機器

にあっては、支持構造物を含めて記載すること。） 

× － クラス１機器に該当しない 

安全設備（技術基準規則第二条第二項第九号に規定す

る安全設備をいう。）及び重大事故等対処設備（設置許

可基準規則第二条第二項第十四号に規定する重大事故

等対処設備をいう。）が使用される条件の下における健

全性に関する説明書 

× － 安全設備及び重大事故等対処設備に該

当しない 

発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 × － 火災防護設備に該当しない 

発電用原子炉施設の溢水防護に関する説明書 × － 溢水防護設備に該当しない 

発電用原子炉施設の蒸気タービン、ポンプ等の損壊に

伴う飛散物による損傷防護に関する説明書 

× － 蒸気タービン、ポンプ等の設備が同じ

建屋内にないため該当しない 

通信連絡設備に関する説明書及び取付箇所を明示した

図面 

× － 通信連絡設備に該当しない 

安全避難通路に関する説明書及び安全避難通路を明示

した図面 

× － 安全避難通路の変更ではないため該当

しない 

非常用照明に関する説明書及び取付箇所を明示した図

面 

× － 非常用照明の変更ではないため該当し

ない 

                                                                          



炉規則 別表第二 添付書類への適合性について 
                                                                     

 
別表記載事項 工事計画届出記載事項 

発電用原子

炉施設の種

類 
添付書類 記載

要否 
記載箇

所 不要理由 

 
放射線管理

施設 

放射線管理施設に係る機器（放射線管理用計測装置を

除く。）の配置を明示した図面及び系統図 

× － 放射線管理用計測装置のため、該当し

ない 

放射線管理用計測装置の構成に関する説明書 ○ Ⅴ－１ － 

放射線管理用計測装置の系統図及び検出器の取付箇所

を明示した図面並びに計測範囲及び警報動作範囲に関

する説明書 

○ Ⅴ－２ － 

管理区域の出入管理設備及び環境試料分析装置に関す

る説明書 

× － 管理区域の出入管理設備及び環境試料

分析装置ではないため該当しない 

耐震性に関する説明書（支持構造物を含めて記載する

こと。） 

○ Ⅴ－３ － 

強度に関する説明書（支持構造物を含めて記載するこ

と。） 

× － 主要弁及び主配管ではないため該当し

ない 

構造図 ○ Ⅴ－４ － 

生体遮蔽装置の放射線の遮蔽及び熱除去についての計

算書 

× － 生体遮蔽装置ではないため該当しない 

中央制御室及び緊急時制御室の居住性に関する説明書 × － 中央制御室及び緊急時制御室の変更で

はないため該当しない 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書 ○ Ⅴ－５ － 

 



  

 

Ｑ１１ 実用炉規則の一部改正及び工事計画に係る手続きガイド（平成28年 8月改正，本年1月付

け施行）に照らし，今回の工事計画において新たに必要となる項目や添付書類等について，

整理し，説明すること。 

 

【回答】 

   発電用原子炉施設の工事計画に係る手続きガイド（平成25年 6月 19日制定 平成 28年 10月 6

日改訂 原子力規制委員会）「２．工事の計画の認可及び届出手続きの範囲」「３．工事計画以

外の認可申請書，届出書及び添付書類の記載（２）添付書類」により今回の届出に係る放射線管

理施設のうちエリアモニタリング設備の取替に関係のある添付書類を添付する。 

  

＜必要となる項目＞ 

（２）工事計画に記載すべき設備及び機器等の範囲 

     １）機器等の仕様に関する記載要求範囲 

       Ｆ．個数，Ｇ．取付箇所，Ｌ．検出器の種類， 

Ｑ．基本設計方針，適用基準及び適用規格※ 

Ｒ．設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する事項※ 

     ２）設備及び機器等の記載要求範囲 

       Ｌ．放射線管理施設 

 

＜添付書類＞ 

  （１）工事工程表 

（２）添付書類 

１）発電用原子炉の設置の許可との整合性に関する説明書※ 

９）耐震性に関する説明書 

    １２）設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書※ 

       １４）計測装置等の構成に関する説明書 

    １５）計測装置等の系統図及び検出器の取付箇所を明示した図面 

 

※新たに追加となる項目及び添付書類 

 

 

本頁以下余白 


